
                                                                            
                                 

厚生労働科学研究費補助金 

健康安全・危機管理対策総合研究事業 

 

 

 
災害時保健活動の体制整備に関わる 

保健師の連携強化に向けた研究 

 

 
令和２年度 総括･分担研究報告書 

 

 

 

 
研究代表者 宮﨑 美砂子 

(千葉大学大学院看護学研究科) 

 

 

 
令和３（２０２１）年 ３月 

 
                                                                                       
                    



                                                                                       

目次 

Ⅰ．総括研究報告 

災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究・・・・・・・・１ 

宮﨑 美砂子 

 

 

Ⅱ．分担研究報告 

１．災害時における都道府県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市区町村の各機関の保健師

間の連携と応援人材の確保に関する仮説的枠組の作成・・・・・・・・・・・・・・・７ 

宮﨑 美砂子，奥田 博子，雨宮有子，時田礼子 

（研究協力者）相馬幸恵，山田祐子，藤原真里，井口 紗織 

 

２．災害時における保健師間の連携と応援人材の確保－調査１：都道府県本庁の保健師及び関

係団体へのヒアリング調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

奥田 博子 

 

３．災害時における保健師間の連携と応援人材の確保－調査２：都道府県型保健所の保健師及

び関係団体へのヒアリング調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

雨宮有子 

 

４．災害時における保健師間の連携と応援人材の確保－調査３：市町村保健師及び関係団体へ

のヒアリング調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

時田礼子 

 

５．災害時における保健師間の連携と応援人材の確保－調査４：保健所設置市保健師及び関係

団体へのヒアリング調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

宮﨑 美砂子 

 

６．災害時における保健師間の連携の内容・方法に関する項目リストの作成・・・・・・８８  

宮﨑 美砂子，奥田 博子，雨宮有子，時田礼子 

（研究協力者）相馬幸恵，山田祐子，藤原真里，井口 紗織 

 

     

Ⅲ．研究成果の刊行に関する一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７ 

 



1 
 

令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
総括研究報告書 

 
研究題目 災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
研究代表者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科・教授） 
 

研究要旨 
本研究の目的は、災害時の保健活動の推進のために、都道府県及び保健所設置市等の本庁、保

健所、市区町村の各機関の保健師の連携及び地元関係団体との連携において強化すべき内容、方

法を明らかにし、災害時の連携体制の構築に役立つガイドラインを作成することである。平時の

連携の在り様が災害時の基盤となることから、平時の連携の在り方を含め検討する。 
本年度は本研究の 1 年目である。災害時の保健活動推進のために必要な、都道府県及び保健所

設置市等の本庁、保健所、市区町村の各機関の保健師の連携及び関係団体との連携の内容と方法

に関する項目リストの作成を成果目標とする。6 つの分担研究を設定し、文献検討、所属機関の

異なる各保健師及び関係団体へのヒアリング調査、研究者間の協議により調査を進め、災害時に

おける連携の事象を収集し、そこから保健師間の連携及び関係団体との連携の項目を生成した。 
災害時の保健師間の連携項目は、発災直前の時期 3 項目（協議、確認等）、超急性期 15 項目（状

況把握等）、急性期・亜急性期 67 項目（状況把握、意思決定支援、協議、現場支援等）、慢性期

17 項目（協議、調整、相談等）、静穏期 11 項目（課題共有）から成る内容であった。関係団体と

の連携項目は超急性 4 項目（支援人材確保、支援協力）、急性期・亜急性期 19 項目（支援人材確

保、支援協力、調整）、慢性期 22 項目（支援協力、調整）、静穏期 2 項目（課題共有等）から成

る内容であった。平時からの連携は、保健師間では人材育成やマニュアル等の検討、関係団体に

おいては事業の実施協力、会議等への参加に見られた。災害時の保健師間の連携の課題として、

統括保健師の機能強化、災害支援活動に対する知識や組織間連携の重要性への認識の不足等があ

り、関係団体との連携の課題には、個人の関係が組織やネットワークへと発展しにくいこと、連

携経験の伝承不足等があった。 
連携項目リストが災害時保健活動の推進に役立つためには、導出した連携項目と災害時保健活

動とのつながりを確認し連携を活動過程の中に位置づけること、項目全体の体系や系統性から精

査すること、連携事象を加えて精錬させていくことの必要性が明らかになった。 
 
（研究分担者） 
奥田 博子（国立保健医療科学院・上席主任研究官） 
雨宮  有子（千葉県立保健医療大学・准教授） 
時田 礼子（東京情報大学・助教） 
 
（研究協力者） 
相馬 幸恵（新潟県三条地域振興局健康福祉環境部地域保健課・参事（地域保健課長）） 
山田 祐子（福島県南相馬市健康福祉部・部次長兼長寿福祉課長） 
藤原 真里（高知県健康政策部 健康長寿政策課・主幹） 
井口  紗織（千葉大学大学院看護学研究科博士後期課程・大学院生） 
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Ａ．研究目的 
自治体保健師は、大規模災害発生時において、発

災直後から復旧・復興期、平時に至るまで、被災地

の健康回復、健康増悪の予防に一貫して持続的に

関わる。被災地の保健活動を推進するためには、都

道府県及び保健所設置市・特別区（以下、保健所設

置市等）の本庁、保健所、市区町村の保健師が各機

関の役割や機能を踏まえて連携することが極めて

重要である。また、昨今の新型コロナウイルス感染

症流行下においては、被災地圏域（都道府県）外か

らの保健師の応援派遣と受援を従来どおり行うこ

とが困難となることが予測され、被災地圏域（都道

府県）内の関係団体からの人材確保と活用に係る

体制構築は喫緊の課題である。 
 本研究の目的は、災害時の保健活動の推進のた

めに、都道府県及び保健所設置市等の本庁、保健所、

市区町村の各機関の保健師の連携において強化す

べき内容、方法を明らかにし、災害時の連携体制の

構築に役立つガイドラインを作成することである。

平時の連携の在り様が災害時の基盤となることか

ら、平時の連携の在り方を含め検討する。 
本年度は本研究の 1 年目である。災害時の保健

活動推進のために必要な、都道府県及び保健所設

置市等の本庁、保健所、市区町村の各機関の保健師

の連携の内容と方法に関する項目リストの作成を

成果目標とする。発災後のフェーズの各時期、統括

保健師等の保健師の各立場に着眼し、「何のために

どのような方法による連携が必要か」の内容を既

存資料、ヒアリング、研究者間の協議から整理する。  
本研究で作成する連携項目のリストは、各機関

の保健師間及び関係団体との連携を図り、災害時

の保健活動を推進する上で必要な連携の内容と方

法を網羅的に収集することを目指し、連携の内容

と方法を体系的かつ系統的に整理する上での基礎

となるものとする。 
 

Ｂ．研究方法 
 以下の６つの分担研究を設定する。 
【分担研究１：災害時における都道府県及び保健

所設置市等の本庁、保健所、市区町村の各機関の 
保健師間の連携と応援人材の確保に関する仮説的

枠組の作成】 
災害時における所属機関の異なる保健師間の連

携及び圏域内の地元の関係機関（関係団体）と保健

師との連携を検討するために、その前提となる連

携の事象を文献検討により明らかにする。それに

より①本研究課題が扱う連携の定義、②後続する

分担研究における調査の枠組、を導出する。都道府

県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市区町村の

各機関の保健師の連携の内容と方法について①発

災後の各時期における連携、②統括等の保健師の

各立場における連携、③平時における連携、の観点

から仮説的枠組を作成する。仮説的枠組は後続す

るヒアリングにて実地に調査する内容とする。 
 
【分担研究２：災害時における保健師間の連携と

応援人材の確保－調査１：都道府県本庁の保健師

及び関係団体へのヒアリング調査】 
連携を活かして災害時の保健活動推進を図った

都道府本庁の対応事例を対象にヒアリングを行い、

保健師間の連携内容・方法、同都道府県内の関係団

体からの人材確保と活用および、それらの実現に

必要な基盤となる体制や関係を明らかにする。 
 

【分担研究３：災害時における保健師間の連携と

応援人材の確保－調査２：都道府県型保健所の保

健師及び関係団体へのヒアリング調査】 
 連携を活かして災害時の保健活動推進を図った

都道府県型保健所の対応事例を対象にヒアリング

を行い、保健師間の連携内容・方法、同都道府県内

の関係団体からの人材確保と活用および、それら

の実現に必要な基盤となる体制や関係を明らかに

する。 
 
【分担研究４：災害時における保健師間の連携と

応援人材の確保－調査３：市町村保健師及び関係

団体へのヒアリング調査】 
連携を活かして災害時の保健活動推進を図った

市町村の対応事例を対象にヒアリングを行い、保

健師間の連携内容・方法、同都道府県内の関係団体

からの人材確保と活用および、それらの実現に必

要な基盤となる体制や関係を明らかにする。 
 

【分担研究５：災害時における保健師間の連携と

応援人材の確保－調査４：保健所設置市保健師及

び関係団体へのヒアリング調査】 
連携を活かして災害時の保健活動推進を図った

保健所設置市の対応事例を対象にヒアリングを行

い、保健師間の連携内容・方法、同都道府県内の関

係団体からの人材確保と活用および、それらの実

現に必要な基盤となる体制や関係を明らかにする。 
 

【分担研究６：災害時における保健師間の連携の

内容・方法に関する項目リストの作成】 
災害時の保健活動推進のために必要な、都道府

県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市区町村の
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各機関の保健師間の連携及び各機関の保健師と関

係団体との連携の内容・方法に関するリストを作

成する。分担研究２～５の調査結果を二次分析す

ることにより導出する。 
（倫理的配慮） 
分担研究２～５の実施にあたり、調査対象者及

び所属長に研究の趣旨、個人及び所属自治体や関

係団体を特定する情報の保護や管理について説明

し同意を得た上で調査を実施した。新型コロナウ

イルス感染症蔓延下にある状況を踏まえ、対面、

WEB面接、電話による聞き取りのいずれか、ある

いは併用を、調査対象とする自治体および関係団

体と相談の上、決定した。調査計画内容は、研究代

表者の所属機関の研究倫理審査委員会にて承認を

得た（承認番号R2-36）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．分担研究１ 
 分析対象文献は、自然災害53件、その他の健

康危機12件で、内訳は地震32、水害（台風、豪

雨、土砂災害）13、放射線流出5、火山噴火3、
感染症12であった。各文献から「災害時の健康

支援対応において、何かしらの目的をもって、所

属機関の異なる保健師間、関係機関が接点をもっ

た事柄」の記述を連携にかかる事象として抽出し

集約した。 
その結果、連携にかかる事象にみられた目的・

意図は、(1)情報の授受に関する連携として[状況

把握][情報発信][伝達][情報共有][報告]、(2)活動の

方向づけに関する連携として[指示][意思決定支

援][協議][相談][専門的支援][課題共有]、(3)活動に

必要な資源の授受に関する連携として[要請][調
整][物資等提供][現場支援][支援人材確保][支援協

力確保]であった。連携にかかる事象の促進要因と

して、派遣保健師の受入れの準備状況、保健所に

おける調整会議の迅速な立上げ、チームを意識し

た平時からの活動体制等、阻害要因として、庁舎

の被害、応援派遣の複数回の予定変更、本庁支所

及び分散配備の組織機構による統括の困難性等が

あった。管轄保健所と被災地市町村の平時からの

連携は災害時の連携にかかる事象の基盤にあり、

ヘルスニーズ共有、保健事業や人材育成での連

携、連絡会や検討会の共同企等があった。 
 
２．分担研究２ 
 調査協力者は近年、国内で発生した自然災害時

の応援人材の確保や調整業務に従事経験のある本

庁保健師4名と、本庁と連携を図った支援関係組

織団体の担当者１名である。調査データの収集

は、新型コロナウイルスの蔓延状況を考慮し

WEB会議機能を用いたヒアリング調査を実施

し、得られたデータは質的に分析した。結果、本

庁統括保健師を拠点とした自治体内部の行政組織

間においては、各部署の統括保健師との連携が核

となり、情報収集や人材確保のための調整が実施

されていた。しかし各組織間の見解の相違、意思

決定の憂慮などが生じた際には、直接現地へ出向

き、実態を把握した上で、関係者が賛同する場を

設けることや、上位の意思決定者へ働きかけるな

どの工夫を図っていた。県内の支援人材組織団体

と本庁統括保健師とは、平時の良好な関係性が災

害時の連携にも効果的であった。しかし、人材を

必要とする市町村自治体では、受援体制の整備が

十分ではなく災害後の早期の調整は困難であっ

た。 
 
３．分担研究３ 
都道府県型保健所の統括的立場にある3自治体

7保健所9名の保健師から聴取した。災害の種類

は、風水害2件と地震1件であった。地元関係団

体の連携調整者は、地震において災害支援ナース

の派遣に携わった看護協会の看護師2名から聴取

した。 
連携内容は、A.スムーズな災害対応開始、B状

況・実態把握、C保健師役割の自覚化、D応援・

受援体制整備、E災害活動拠点の立ち上げと機能

強化、Fメンタルヘルスケア、G災害サイクルに

合わせた活動・受援の見直し、H将来の災害時保

健師活動のアシスト、I被災経験から保健師活動

を学び確認し強化すること、J災害時に保健活動

しやすい自治体の体制整備、という目的に向かい

54の連携内容が整理された。 
 

４．分担研究４ 
 ３市町村の保健師４名、１関係団体の保健師１

名、看護部長１名より、災害時の対応における県

型保健所、関係団体等との連携の実際、災害時に

おける連携の課題等について、半構造的面接によ

り聴取した。その結果、抽出された項目を災害時

期別に見ると、超急性期は４、超急性期から急性

期・亜急性期にかけては２、急性期・亜急性期は

17、慢性期は14、復旧復興期は３、課題は15で

あった。 
 
５．分担研究５ 
 3つの災害事例（台風2、豪雨1）において被
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災地の健康支援に対して統括役割及びその補佐を

務めた保健師6名、災害時に連携した関係団体の

調整統括者1名から聴取した。 
 その結果、保健所設置市において災害時に特徴

的な保健師間の連携は、県本庁との応援派遣者の

授受に関する連携であった。受援の意思決定から

終了に至るまでの間の長期に渡り、協議、相談等

の連携があり、県本庁の統括保健師が連携の発動

者であった。関係団体との連携は、主として平時

からの保健所設置市との協働関係が基盤にあっ

た。発災後の時期によって連携する関係団体の性

質に違いがあり、慢性期に移行するにつれ福祉的

な問題にかかわる関係団体との連携が求められて

いた。 
 
６．分担研究６ 
リストとして集約された災害時の保健師間の連

携項目は、発災直前の時期3項目、超急性期15
項目、急性期・亜急性期67項目、慢性期17項

目、静穏期11項目から成る内容であった。関係

団体との連携項目は超急性4項目、急性期・亜急

性期19項目、慢性期22項目、静穏期2項目から

成る内容であった。なお連携項目のリストは、分

担研究６の表1-1～表1-4及び表2-1～表2-4に示

す。 
 
Ｄ．考察 
１．分担研究１ 
 連携は、その目的・意図と、その目的・意図を

もって活動の推進を図ろうとする発動者の存在、

連携により協働する相手との関係があって成立す

ることが確認できた。 
 本研究の前提となる連携の定義は、被災地の健

康支援を推進するために、所属機関の異なる保健

師間、または各所属機関の保健師と都道府県内

（圏域）の関係機関との間における、一方から他

方に対する意図をもった関わりの行為、とした。 
具体的には以下の意図が含まれるものとした。 

状況把握、情報発信、伝達、情報共有、報告、指

示、意思決定支援、協議、相談、専門的支援、課

題共有、要請、調整、現場支援、物資等提供、支

援人材確保、支援協力確保 
災害時の保健活動推進のために必要な、所属機

関の異なる各保健師間の連携の内容と方法さらに

関係機関との連携を系統的・体系的に今後調査研

究を進めるために、以下①～④の観点から「何の

ためにどのような方法による連携が必要か」に関

する項目を検討することが重要である。 

①発災後の各時期における連携②連携の発動者 
③災害時の連携の基盤となる平時の連携 
④圏域（都道府県）内の関係機関（関係団体）か

らの支援人材及び支援協力の確保 
 
２．分担研究２ 
災害時に統括的立場の保健師に期待される役割

として、情報集約、意思決定などの責務が定着し

てきている。一方、特に市町村の自治体内で多様

な部署に分散配置がなされている場合において、

連絡の窓口としての役割は果たせるが、平時と異

なる体制のリーダーとしての責務と権限に限界が

あることが、連携上の困難であった。 
第一線の被災地である市町村では、災害支援や

支援関連団体の活用に関する認識が十分ではない

ことが影響し、受援の判断を含むプロセスには課

題が認められた。市町村保健師との日頃の関係性

を構築するための、関連団体の主催する研修会な

どへの保健師の参加の工夫や、地域支部単位での

連携などの強化が、災害時の連携のために有効で

はないかと示唆された。 
  
３．分担研究３ 
災害時の連携の基盤として必要な連携体制や関

係として、ア. 災害対策マニュアル等の存在と共

有・認知、イ. 保健所長の保健師活動への理解と

発言、ウ. 保健所統括保健師の保健活動裁量権、

エ. 保健所保健師応援体制の明確化、オ. 市町村

および市町村保健師の災害対応力、カ. 災害時に

保健所保健師と市町村保健師が一緒に動くことに

より醸成される共通認識、キ. 日常業務で培われ

た保健所保健師と市町村保健師の顔の見える信頼

関係、ク. 県内保健師等応援体制、ケ. 被災地保

健師の活動(連携含む)の質を担保する外部災害エ

キスパートの存在と配置体制、が抽出された。 
 

４．分担研究４ 
超急性期には保健所主導による連携、急性期か

ら亜急性期にかけては、保健所による関係団体間

での避難所支援の完結化など支援チームの整理な

どの連携、慢性期から復旧復興期にかけては、災

害時対応の振り返りのための連携が重要であるこ

とが示唆された。課題としては、平時からの相手

の人となりを知ることまでを含めた間柄であるこ

とが大切であると考えられた。 
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５．分担研究５ 
保健所設置市は保健所機能と市町村機能を合わ

せもつ故に、感染症等への迅速な対応、地区組織

等との緊密な連携をもち、災害時には会議主催に

より連携の場を構築できる立ち位置にある。 
保健所設置市における災害時の保健師間及び関係

団体との連携に対する課題として、県本庁との間

の応援派遣者の受援及び情報共有の体制、災害時

の関係者会議の活用、持続性あるネットワークづ

くりへの連携の進展、が示唆された。 
 
６．分担研究６ 
 災害時の連携の基盤に平時からの連携があり、

保健師間では人材育成研修会や災害対応マニュア

ル等の検討等の場、関係団体においては保健事業

への実施協力、事例検討や協議会等への参加があ

った。災害時の保健師間の連携の課題として統括

保健師の機能強化、災害支援活動への知識、組織

間連の重要性への認識があり、関係団体との連携

の課題は個人の関係が組織やネットワークへと発

展しにくいこと、連携経験の伝承不足等があっ

た。連携項目リストが災害時保健活動の推進に役

立つためには、導出した連携項目と災害時保健活

動とのつながりを確認し連携を活動に位置づける

こと、項目をその体系や系統性から精査するこ

と、連携事象を加え精錬させていくことに取り組

む必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 文献調査、各所属機関の保健師及び関係団体へ

のヒアリング調査、研究者間の協議を通して導出

された災害時の保健師間の連携項目は、発災直前

の時期 3 項目（協議、確認等）、超急性期 15 項目

（状況把握等）、急性期・亜急性期 67 項目（状況

把握、意思決定支援、協議、現場支援等）、慢性期

17項目（協議、調整、相談等）、静穏期11項目（課

題共有）から成る内容であった。関係団体との連携

項目は超急性 4 項目（支援人材確保、支援協力）、

急性期・亜急性期19項目（支援人材確保、支援協

力、調整）、慢性期22項目（支援協力、調整）、静

穏期2項目（課題共有等）から成る内容であった。  
平時からの連携には、保健師間では人材育成や

マニュアル等の検討、関係団体においては事業の

実施協力、会議等への参加に見られた。災害時の保

健師間の連携の課題として、統括保健師の機能強

化、災害支援活動に対する知識や組織間連携の重

要性への認識の不足等があり、関係団体との連携

の課題には、個人の関係が組織やネットワークへ

と発展しにくいこと、連携経験の伝承不足等があ

った。 
連携項目リストが災害時保健活動の推進に役立

つためには、導出した連携項目と災害時保健活動

とのつながりを確認し連携を活動過程の中に位置

づけること、項目全体の体系や系統性から精査す

ること、連携事象を加えて精錬させていくことの

必要性が明らかになった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
・宮﨑美砂子:新型コロナウイルス感染症蔓延下に  
おける災害時の保健活動.健康de ねっと,秋田県 
市町村保健活動連絡協議会,7–9,2020.なし 

2.  学会発表 
・宮﨑美砂子:災害時における二次的健康被害防止   
と体制整備.災害治療学シンポジウム 抄録 
集,2020. 

・植村直子,宮﨑美砂子,奥田博子,春山早苗,石川麻 
衣,金吉晴:公衆衛生従事者を対象とした国内外 
の災害研修方法の概観.第79 回日本公衆衛生学 
会総会抄録集,441,2020. 

・宮﨑美砂子:統括的立場から健康危機管理におけ 
る保健師の役割と人材育成体制構築における課 
題と支援のポイント. 全国保健師長会企画ワー 
ショップ 地域に責任を持つ保健師の伝承～管 
理期の保健師による“みる・つなぐ・うごかす・ 
つたえる”を実践活動から考える～.第9 回日本 
公衆衛生看護学会学術集会講演集,131,2021. 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
 
＜引用文献＞ 
1) 埼玉県立大学編集：IPWを学ぶ-利用者中心の

保健医療福祉連携.中央法規、2009. 
2)Interprofessional Education Collaborative：

Core competencies for interprofessional 
collaborative practice: 2016 update. 
Washington, DC:Interprofessional Education 
Collaborative.2016.  
https://hsc.unm.edu/ipe/resources/ipec-2016-
core-competencies.pdf(2021.5.22調べ) 

3)山本勝：保健・医療・福祉のシステム化  
と意識改革.新興医学出版社、1997. 

https://hsc.unm.edu/ipe/resources/ipec-2016-
https://hsc.unm.edu/ipe/resources/ipec-2016-
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4) 公益社団法人 日本看護協会：災害支援ナース. 
https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/saigai
/index.html. 

5) 宮﨑美砂子、奥田博子、春山早苗ほか：統括保

健師のための災害に対する管理実践マニュア

ル・研修ガイドライン，厚生労働科学研究費補助

金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）災害

対策における地域保健活動推進のための管理体

制運用マニュアル実用化研究（研究代表者 宮﨑

美砂子）平成 28-29 年度総合研究報告書別冊、

2018.3月． 
6) 宮﨑美砂子、奥田博子、春山早苗ほか：保健師

の災害時の応援派遣及び受援のためのオリエン

テーションガイド.厚生労働科学研究費補助金

（健康安全・危機管理対策総合研究事業）災害対

策における地域保健活動推進のための実務担当

保健師の能力向上に係わる研修ガイドラインの

作成と検証（研究代表者宮﨑美砂子）平成30年

度-令和元年度総合研究報告書別冊、2020.3 月． 
7)中村誠文、岡田明日香、藤田千鶴子：「連携」と

「協働」の概念に関する研究の概観-概念整理と

心理臨床領域における今後の課題.鹿児島純心女

子大学大学院人間科学研究科紀要、第 7 号、3-
13､2012. 

8) 日本公衆衛生協会/全国保健師長会：災  
害時の保健活動推進マニュアル.令和元年度地域  
保健総合推進事業「災害時の保健活動推進マニ 
ュアルの周知」報告書、p12、令和2年3月. 

9) 奥田博子：統括保健師及び統括保健師を補佐す

る保健師が災害時に取り扱う情報の管理と活用

に関する現状調査-地域活動拠点別の事例調査. 
厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理

対策総合研究事業）災害対策における保健活動

推進のための管理体制運用マニュアル実用化研

究（研究代表者 宮﨑美砂子）、平成28年度総括・

分担研究報告書、5-36、2017. 
10)宮﨑美砂子、奥田博子、春山早苗、金谷泰宏：

統括役割を担う保健師の災害時のコンピテンシ

ー、役割・権限、育成方法に関する意見調査.厚
生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対

策総合研究事業）災害対策における保健活動推

進のための管理体制運用マニュアル実用化研究

（研究代表者 宮﨑美砂子）、平成28年度総括・

分担研究報告書、78-139、2017. 
 
 
＜参考文献＞ 
1)本莊雄一・立木茂雄：東日本大震災における自治

体間協力の 「総合的な支援力」の検証－神戸

市派遣職員の事例から－, 地域安全学会論文

集, No19 , pp.51-60, 2013 
2)内閣府（防災）.市町村のための人的応援の受け 

入れに関する受援計画作成の手引き.令和 2 年 4
月. 
www.bousai.go.jp/taisaku/chihogyoumukeizok   
u/pdf/jyuen_guidelines.pdf(2021.
４.30.acssessd.) 

3)古屋好美．地域保健の現場の視点から健康危機管  
理を展望する ̶あらゆる大規模災害への対策・対

応の強靭化を目指して̶．保健医療科学.Vol.68 
No.2  2019．p.111－125 

4)厚生労働省健康局長通知．地域における保健師 

の保健活動について（保健師活動指針）2013年

4月 
5)厚生労働省健康局健康課保健指導室．令和２年度   
保健師活動領域調査(領域調査) 結果の概要．

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hoke
n/katsudou/09/dl/ryouikichousa_r02_1.pdf(202
1.４.30.acssessd.) 

6)宮崎美砂子．大災害時における市町村保健師の公  
衆衛生看護活動．保健医療科学Vol.62 No.4.2013.   
p.414－420.   

 
 
 

 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/chihogyoumukeizok
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令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における都道府県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市区町村の各機関の 

保健師間の連携と応援人材の確保に関する仮説的枠組の作成 
 

研究分担者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科・教授） 
研究分担者 奥田 博子（国立保健医療科学院・上席主任研究官） 
研究分担者 雨宮  有子（千葉県立保健医療大学・准教授） 
研究分担者 時田 礼子（東京情報大学・助教） 
 

研究要旨 
災害時における都道府県本庁、県型保健所、市町村、保健所設置市といった所属機関の異なる被災地

の保健師間の“連携”、及び災害時において外部支援者となり得る被災都道府県内（圏域）の地元の関係

機関（関係団体）と保健師との“連携”を検討するために、本研究で扱う連携の前提すなわち仮説的枠

組みを文献検討により明らかにする。それにより①本研究課題が扱う連携の定義、②後続する分担研究

の調査の枠組、を導出する。 
 対象文献は、自然災害 53 件、その他の健康危機 12 件で、内訳は地震 32、水害（台風、豪雨、土砂

災害）13、放射線流出5、火山噴火3、感染症12であった。各文献から「災害時の健康支援対応におい

て、何かしらの目的をもって、所属機関の異なる保健師間、関係機関が接点をもった事柄」の記述を連

携にかかる事象として抽出し集約した。その結果、連携にかかる事象にみられた目的・意図は、(1)情報

の授受に関する連携として[状況把握][情報発信][伝達][情報共有][報告]、(2)活動の方向づけに関する連

携として[指示][意思決定支援][協議][相談][専門的支援][課題共有]、(3)活動に必要な資源の授受に関する

連携として[要請][調整][物資等提供][現場支援][支援人材確保][支援協力確保]であった。連携にかかる事

象の促進要因として、派遣保健師の受入れの準備状況、保健所における調整会議の迅速な立上げ、チー

ムを意識した平時からの活動体制等、阻害要因として、庁舎の被害、応援派遣の複数回の予定変更、本

庁支所及び分散配備の組織機構による統括の困難性等があった。管轄保健所と被災地市町村の平時から

の連携は災害時の連携にかかる事象の基盤にあり、ヘルスニーズ共有、保健事業や人材育成での連携、

連絡会や検討会の共同企等があった。 
以上に基づき、災害時における所属機関の異なる保健師間、関係機関との連携を調査研究するために

必要な連携の定義、調査項目を確定した。 
（研究協力者） 
相馬 幸恵（新潟県三条地域振興局健康福祉環境部地域保健課・参事（地域保健課長）） 
山田 祐子（福島県南相馬市健康福祉部・部次長兼長寿福祉課長） 
藤原 真里（高知県健康政策部 健康長寿政策課・主幹） 
井口 紗織（千葉大学大学院看護学研究科博士後期課程・大学院生）

Ａ．研究目的 
災害時において被災地への支援を推進する

うえで、関係者間の“連携”は重要な要素であ

る。  
本研究は、災害時の健康支援に対して発災直

後から復旧・復興、その後の平時の備えに至る

まで、一貫して中長期にかかわる自治体保健師

に注目し、災害時における都道府県本庁、県型

保健所、市町村、保健所設置市といった所属機

関の異なる被災地の保健師間の“連携”、及び

災害時において有力な外部支援者となり得る

被災都道府県内（圏域）の地元の関係機関（関

係団体）と保健師との“連携”に焦点をあてる。 
本分担研究では、まず、災害時における所属

機関の異なる保健師間の連携及び圏域内の地

元の関係機関（関係団体）と保健師との連携を
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検討するために、その前提となる連携の事象を

文献検討により明らかにする。それにより①本

研究課題が扱う連携の定義、②後続する分担研

究における調査の枠組、を導出する。  
 
Ｂ．研究方法 

「災害時の健康支援対応において、何かしら

の目的をもって、所属機関の異なる保健師間、

地元の関係機関と保健師が接点をもった事柄」

の記述を文献ら収集し、それらの整理に基づき、

連携として扱う事象の性質を特定する。 
１）文献の選定基準 
（１）災害種別：A．自然災害（激甚災害の指

定を受けた災害）のほか、B その他の健康危機

事例（感染症集団発生事例等）を取り上げる。

それにより災害時における連携の事象を多角

的に検討する資料を得る。 
（２）災害の発災時期：過去 20 年（2000 年 1
月～2020 年 7 月）に発生した自然災害災害及

びその他の健康危機の事例とする。 
（３）選定要件：災害時における保健師の実践

の報告が含まれている公表資料とする。研究論

文、学術集会抄録、対談記録、及び活動報告書、

書籍などから選定する。 
 
２）作業手順 
（１）災害事例のリストアップと文献の選定 
前述１）の(1)(2)の基準を充たす自然災害及

びその他の健康危機の事例をリストアップし

（表１）、各事例に関して前述１）(3)の要件を

充たす資料を選定する。 
（２）記述の特定：選定した資料から、「何か

しらの目的をもって、所属機関の異なる保健師

間、関係機関が接点をもった事柄」に相当する

記述を、文脈の単位で特定する。 
（３）データの抽出：A．自然災害、B．その他

の健康危機の資料ごとに、上記（２）において

特定した記述から、下記調査項目についてデー

タを記載する（表２）。 
①基本情報：出典、災害（健康危機管理）名、

災害種別、発生年 
②記述の転記 
③誰と誰の連携か：保健師の立場（所属； 
都道府県本庁、保健所設置市本庁、保健所、

市町村、及び職務；統括的な立場、管理的立

場、実務保健師の立場）、都道府県内（圏域）

の関係者 
④連携に関する項目 

・目的・意図 
・発災後の時期（Ⅰ超急性期、Ⅱ急性期・亜

急性期、Ⅲ慢性期、Ⅳ静穏期） 
・内容、方法（工夫点） 
・課題、成果 
・背景（促進・阻害）要因（(例)同じ所属組

織内の連携など） 
⑤関連する平時からの所属機関の異なる保健

師間の連携、平時からの関係機関との連携 
（４）分析方法 
災害発災後の時期別（Ⅰ超急性期、Ⅱ急性期・

亜急性期、Ⅲ慢性期、Ⅳ静穏期）に、連携の目

的・意図、内容・方法の各データを集約する。 
 
Ｃ．研究結果 
１．調査対象事例及び選定文献（表１及び表２） 
 リストアップした災害は、A．自然災害 24 事

例、B．その他の健康危機 5 事例であり、それ

らの事例に関する文献を探索し、選定要件を充

たした文献は、それぞれ 53 件、12 件で、内訳

は地震 32、水害（台風、豪雨、土砂災害）13、
放射線流出 5、火山噴火 3、感染症 12 であっ

た。 
 
２．文献から抽出した連携にかかる事象の内

容（表３） 
 「災害時の健康支援対応において、何かし

らの目的をもって、所属機関の異なる保健師

間、関係機関が接点をもった事柄」の記述を

文献から抽出し、集約した結果、その目的・

意図の点から下記の事項を導出した。 
 状況把握、情報発信、伝達、情報共有、報

告、指示、意思決定支援、協議、相談、専門

的支援、課題共有、要請、調整、現場支援、

物資等提供、支援人材確保、支援協力確保 
 これらは目的・意図の性質の点から、以下

の(1)～(3)の内容に整理できた。 
(1)情報の授受に関する連携 
(2)活動の方向づけに関する連携 
(3)活動に必要な資源の授受に関する連携 
 以下に、これらの性質別に結果を示す。 
(1) 情報の授受に関する連携 
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これには[状況把握][情報発信][伝達][情報共

有][課題共有][報告]の目的・意図を含む。 
1)所属機関の異なる保健師間にみられた連携

の内容 
① 県本庁と被災地の管轄保健所 
 県本庁が発動者となり、Ⅰ超急性期におい

て、支援ニーズ及び応援派遣の必要性の把握

といった[状況把握]及び情報の[伝達]により、

被災地の管轄保健所との連携が開始されてい

た。Ⅱ急性期・亜急性期は、管轄保健所から

[報告]を受ける接点をもち、Ⅲ慢性期になる

と、県本庁が発動者となり、応援調整、連絡

会議や対策本部等の[情報共有]があった。 
② 県本庁と被災町村 

県本庁が発動者となり、Ⅰ超急性期におい

て、被災市町村の情報収集により[状況把握]
を行う、があった。 
③ 県本庁と被災保健所設置市 
 被災保健所設置市が発動者となり、Ⅰ超急

性期において、被害状況の[報告]があった。 

④ 県本庁と被災地外の保健所・市町村 

 県本庁が発動者となり、Ⅰ超急性期におい

て、被災地外の保健所・市町村に対して、保

健師の応援派遣の照会による[状況把握]があ

った。 

⑤ 管轄保健所と被災市町村 
 管轄保健所が発動者となり、Ⅰ超急性期に

おいて、被災市町村に対して、被害状況、避

難所設置状況、支援ニーズ及び応援派遣の必

要性の把握といった[状況把握]があった。Ⅱ

急性期・亜急性期では、被災市町村が発動者

となり、管轄保健所へ活動日報の[報告]があ

った。 

 
2)各所属機関の保健師と地元の関係機関（関

係団体）との間にみられた連携の内容 
①被災地の管轄保健所と関係団体 

感染症事例おいて、被災地の保健所が発動

者となり、医療機関、医師会、学校等に対し

て[情報発信][状況把握]があった。 
②被災市町村の保健師と関係機関 

被災市町村の保健師が発動者となり、発災

後の全時期を通して情報の授受に関して地元

の関係機関と以下に示す接点が形成されてい

た。 

Ⅰ超急性期では、自治会や民生委員、医療

介護の専門職とつながることを通して、医療

介護依存度の高い要配慮者の個別の安否や避

難状況の[状況把握]を行っていた。Ⅱ急性

期・亜急性期では、介護福祉の専門職等を通

じて要配慮者の安否確認及び支援のための[状
況把握]をしていた。Ⅲ慢性期では、県看護協

会、社会福祉協議会、民間団体等とつながる

ことを通して、被災経過が慢性化する中での

被災者の[状況把握]を行っていた。 
③被災保健所設置市と関係機関 

 感染症事例において、保健所設置市が発動

者となり、Ⅰ超急性期及びⅡ急性期・亜急性

期のそれぞれにおいて、医師会、教育委員

会、児童福祉施設、商工会議所、学習塾等に

[情報発信]が行われていたされて。 
 
(2)活動の方向づけに関する連携 
これには[指示][意思決定支援][協議][相

談][専門的支援][課題共有]の目的・意図を含

む。 
1)所属機関の異なる保健師間にみられた連携

の内容 
①県本庁と被災地の管轄保健所 
 県本庁が発動者となり、Ⅰ超急性期におい

て、被災地の管轄保健所に対して、医療依存

度の高い要配慮者への対応、避難所巡回、調

整拠点の設置等について通知を出す等の[指
示]があった。Ⅲ慢性期において、県本庁が発

動者となり、管轄保健所に対して出張所設置

等の[指示]があった。  
②県本庁と被災市町村 
 県本庁が発動者となり、Ⅱ急性期・亜急性

期において、被災市町村に対して、応援要請

を判断するための[意思決定支援]があった。 
③管轄保健所と被災市町村 
 管轄保健所が発動者となり、Ⅰ超急性期に

おいて、派遣応援要請に対する[意思決定支

援]があり、被災市町村が発動者となり、避難

所の医療救護、要介護者の調整窓口設置の[相

談]があった。Ⅱ急性期・亜急性期は、管轄保

健所が発動者となり、被災市町村の統括保健

師の補佐を行うことによる[意思決定支援]、

支援ニーズへの対応についての[協議]があっ

た。Ⅲ慢性期では、管轄保健所が発動者とな
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り、役割の整理、活動方針の検討、長期計画

策定等の[協議]、受援終了の判断の[意思決定

支援]、また被災市町村が発動者となり、健康

被害に関する[相談]があった。 

 
2)各所属機関の保健師と地元の関係機関（関

係団体）との間にみられた連携の内容 
①県本庁と関係機関 

 県本庁が発動者となり、Ⅱ急性期・亜急性

期及びⅢ慢性期において、地元の大学に対し

て健康調査の[専門的支援]を得る、があっ

た。 
②被災地の管轄保健所と関係機関 
 いずれも管轄保健所が発動者となった関わ

りであった。感染症事例において、Ⅰ超急性

期及びⅡ急性期・亜急性期に、医療機関、医

師会、保育施設、教員委員会等との[協議]が
あった。感染症事例ではⅡ急性期・亜急性期

及びⅢ慢性期において国立感染症研究所から

[専門的支援]を得る、があった。またⅢ慢性

期の[専門的支援]は、自然災害事例において

も、精神保健福祉センターから[専門的支援]
を得る、があった。Ⅳ静穏期では、感染症事

例において、医療機関、教育委員会等と今後

の対策に向けて[課題共有]する、があった。 
③被災保健所設置市と関係機関 
 いずれも感染症事例であり、保健所設置市

が発動者となり、Ⅲ慢性期での医師会との[協
議]、国立感染症研究所からの[専門的支援]、
Ⅳ静穏期での医師会、福祉施設、教育委員会

等との[協議]があった。 
 
(3)活動に必要な資源の授受に関する連携 

これには[要請][調整][物資等提供][現場支

援][支援人材確保][支援協力確保]の目的・意

図を含む。 
1)所属機関の異なる保健師間にみられた連携

の内容 
①県本庁と被災地の管轄保健所 
 管轄保健所が発動者となり、Ⅰ超急性期及

びⅡ急性期・亜急性期において応援の保健師

や看護職の[要請]があり、県本庁が発動者と

なり市町村への派遣の[調整]があった。 
②県本庁と被災市町村 
 県本庁が発動者となり、Ⅱ急性期・亜急性

期において応援派遣者の受入れの[調整]、Ⅲ

慢性期では市町村の理念確認のための会議設

置の[調整]があった。 
③県本庁と被災保健所設置市 
 保健所設置市が発動者となり、Ⅰ超急性期

において人的物的支援の[要請]があった。 
④管轄保健所と被災市町村 
 Ⅰ超急性期は、被災市町村が発動者となり

保健師の応援派遣の[要請]、管轄保健所が発

動者となり避難所支援や被災者の状況把握に

対する[現場支援]及び消毒薬、活用様式等の

[物資等提供]があった。Ⅱ急性期・亜急性期

は、被災市町村が発動者となり、保健師の応

援派遣のほかミーティングのコーディネー

ト、要配慮者への共同支援に対する[要請]、
管轄保健所が発動者となり業務役割や担当の

明確化等の[調整]、感染症対策、健康調査等

に対する[現場支援]があった。Ⅲ慢性期では

管轄保健所が発動者となり、外部支援者の受

援の[調整]、仮設住宅や在宅避難者への調

査、ハイリスク者等への調査等の[現場支

援]、被災市町村の業務再開のため保健所スペ

ースの提供といった[物資等提供]があった。 
⑤被災地と被災地外の保健所 
 被災地の管轄保健所が発動者となり、Ⅰ超

急性期において県内の保健所や市町村、事業

所の保健師の協力の[要請]、Ⅱ急性期・亜急

性期において支援チームや協働活動の[調整]
があった。また被災地外の保健所が発動者と

なり、Ⅱ急性期・亜急性期には、カウンター

パートとなる保健所の決定と支援、リエゾン

保健師の被災市町村への配置による[調整]、
Ⅲ慢性期には、健康調査の企画、心のケアの

実施といった[現場支援]があった。 
⑤被災地と被災地外の市町村 
 被災地外の市町村が発動者となり、Ⅰ超急性

期において現地入りして[現場活動]を行う、Ⅱ

急性期・亜急性期において個人ネットワーク活

用による[現場活動]、Ⅲ慢性期において、中長

期の派遣、長期派遣による通常業務再開の支援

といった[現場支援]があった。また被災市町村

が発動者となり、看護チーム本部を設置してミ

ーティングを重視といった[調整]があった。 
 
2)各所属機関の保健師と地元の関係機関（関
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係団体）との間にみられた連携の内容 
①県本庁と関係機関 
 県本庁が発動者となり、Ⅰ超急性期には退

職保健師に対して、Ⅱ急性期・亜急性期には

県立看護学校、県立看護大学、県立病院看護

師、保険協会県や保健衛生協会の県支部に対

して、Ⅲ慢性井には看護協会、栄養士会、歯

科衛生士会といった職能団体の県支部に対し

て、[支援人材確保]のかかわりがあった。ま

た県本庁が発動者となり、Ⅲ慢性期におい

て、交付金や事業費の確保といった資金面の

[物資等提供]を得る、があった。 
②被災地の管轄保健所と関係機関 
  [支援人材確保]に対して、管轄保健所が発

動者となり、Ⅱ急性期・亜急性期は県看護協

会、日赤県支部から、Ⅲ慢性期は保健所 OB
に対してかかわりがあり、またⅢ慢性期で

は、関係機関として退職保健師が発動者とな

り支援を提供していた。またⅡ急性期・亜急

性期において管轄保健所が発動者となり医師

会、日赤医療班、県看護協会の[調整]があっ

た。感染症事例において、管轄保健所が発動

者となり、Ⅰ急性期に県衛生研究所から[支援

人材確保]があった。 
②被災市町村と関係機関 
 被災市町村が発動者となり、Ⅰ超急性期、

Ⅱ急性期・亜急性期、Ⅲ慢性期にわたって[支
援協力確保]が関係機関との接点によりあっ

た。以下に発災後の時期ごとに示す。 
 Ⅰ超急性期は、＜安否確認・避難誘導＞の

ため集落の区長等に対して、＜入院・施設入

所の手配＞のため居宅介護事象所、医療機関

等に対して、＜母子や乳幼児への支援＞のた

め NPO の助産師会に対してかかわりがあっ

た。 
 Ⅱ急性期・亜急性期は、＜医療救護＞のた

め医師会、薬剤師会、県内医療機関に対し

て、＜避難所の保健活動＞のため県看護協

会、精神保健福祉センターに対して、＜要配

慮者の安否確認・支援＞のため地域包括支援

センター、民生委員、介護支援専門員、社会

福祉士会、退職保健師に対して、＜要配慮者

の避難所設置＞のためデイサービスセンター

に対して、＜サロン活動＞のため老人クラブ

に対してかかわりがあった。 

 Ⅲ慢性期は、＜避難所からの移動支援＞の

ため県社会福祉士会、＜仮設住宅・応急公営

住宅入居者への支援＞のため社会福祉協議

会、民生委員、ボランティア、自治会、PTA
に対して、＜恒久住宅での支援活動＞のため

老人クラブに対して、＜高齢者の健康生活支

援＞に対して民生委員、生活援助員、安否サ

ポート員に対して、＜母子・学童への支援＞

に対して子育て支援センター、保育所、児童

相談所、児童精神科医、学校教諭に対してか

かわりがあった。 
③被災保健所設置市と関係機関 
 被災保健所設置市が発動者となり、Ⅱ急性

期・亜急性期において、＜透析者のリスト作

成＞のため医療機関に対して、＜避難所支援

＞のためまちづくり協議会に対して、＜避難

所からの救急搬送＞のため災害拠点病院に対

して、感染症事例における＜検体回収＞のた

め医療機関に対してかかわりがあった。 
 
３．連携にかかる事象の背景及び平時からの

連携（表４－１、表４－２） 
１）所属機関の異なる保健師間 
 連携にかかる事象の促進要因として、派遣

保健師の受入れの準備状況、保健所の調整会

議の迅速な立上げによる被災市町村及び保健

医療福祉支援への早期介入、市町村における

平時からのチームを意識した活動体制、県と

市町村保健師のペア体制による共同方法、自

己完結型の県保健師の応援、市町村保健師の

負担軽減を図るための保健所による組織的介

入、公用車・携帯電話の借上げ等があった。 
 連携の阻害要因として、庁舎の被害、応援

派遣の複数回の予定変更、台帳・記録類の活

用不可、活動マニュアルの未整備、本庁支所

や分散配備の組織機構による活動統括の困難

性、医療と介護の連携不足、があった。 
 連携の基盤にあった平時からの連携のとし

て、管轄保健所と被災市町村におけるヘルス

ニーズ共有、意識的な関係づくり、協力体制

の構築、保健事業や人材育成での連携、連絡

会や検討会の共同企画、個人的なネットワー

ク、があった。  
 
２）各所属機関の保健師と関係団体 
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 連携の促進要因として、県本庁での大学有

識者の活用、医療機関の稼働状況、役割分担

の明確性、サービス調整チーム等の平時の既

存事業実績から培った市町村内の保健医療福

祉のネットワークがあった。 
 連携の阻害要因としては、市町村合併後の

地区活動の停滞、分散配置等による情報共有

不足、があった。 
 連携の基盤にあった平時からの連携とし

て、保健所と関係機関においては、在宅医療

体制づくりや思春期の心の健康活動等の事業

を通した連絡会議や研修会、市町村において

は日々の活動を通じた住民や関係者との顔の

見える関係や共同活動、学校保健会といった

組織的な連携があった。 
 
Ｄ．考察 
 連携は、その目的・意図と、その目的・意

図をもって活動の推進を図ろうとする発動者

の存在、連携により協働する相手との関係が

あって成立することが確認できた。 
１．目的・意図からみた連携の特徴 

目的・意図からみた連携の性質として、(1)
情報の授受に関する連携、(2)活動の方向づけ

に関する連携、(3)活動に必要な資源の授受に

関する連携があり、各連携の特徴を考察す

る。 
（1) 情報の授受に関する連携にかかる事象の

特徴 
保健師間の連携では、Ⅰ超急性期において

ニーズ把握を主とする[状況把握]がまず連携

の最初の事象としてみられ、続いてⅡ急性

期・亜急性期には[報告]による連携、Ⅲ慢性

期には[情報共有]のかたちで情報の授受が継

続するところに特徴がある。 
各所属機関の保健師と地元の関係機関との

連携では、発災後の各時期を通して情報の授

受という点て、被災市町村の保健師と関係機

関との間で持続的な連携があった。医療介護

度の高い要配慮者の安否確認や被災者の継続

的な[状況把握][情報発信]の目的・意図をも

ち、自治会役員、民生委員、地元の医療介護

福祉職、学校関係者等と繋がるところに特徴

がある。 
連携活動は、二重構造になっており、問題

解決のサイクルとその内側にチームのサイク

ルがあるという 1)。問題解決のサイクルにお

ける状況把握とチームのサイクルにおける情

報把握、伝達、情報共有は連動して稼働する

という 1)。このことから、災害時における保

健師間及び関係機関との連携における情報の

授受は、チームのサイクルを回すと共に、そ

の外側にある災害時の問題解決のサイクルを

まわすことに直結していると考えられ、その

ことを意識した災害時の活動が重要である。 
 
(2)活動の方向づけに関する連携 
保健師間の連携では、Ⅰ超急性期及びⅡ急

性期・亜急性期は、要配慮者の安否確認等、

出張所設置等の［指示］、応援者要請の［意思

決定支援］、Ⅲ慢性期では被災地の支援ニーズ

についての［協議］や健康被害の［相談］に

よる連携の目的・意図をもつことにより、活

動推進にむけた方向づけがなされていたとこ

ろに特徴がある。 
各所属機関の保健師と地元の関係機関との

連携では、Ⅱ急性期・亜急性期、Ⅲ慢性期に

おいて、大学や研究所等からの［専門的支

援］、活動に関係する複数の地元関係機関との

［協議］、Ⅳ静穏期において複数の地元関係機

関との［課題共有］により、活動推進に向け

た方向づけがあった。とくに［協議］は発災

後の複数の時期で行われており、どのような

関係者と何について[協議]するかは、連携者

間の目的の共有をもたらし、活動の方向づけ

を図るうえで重要となる。 
 連携におけるチームのサイクルにおいて、

チームがめざす目的と目標の共有、討議によ

る合意形成の重要性が述べられている 1)。災

害時における保健師間及び関係機関との連携

は、[協議][意思決定支援][相談]等により目

的・目標を合意し、方向づけを確認して、互

いに協働するチームとして、それぞれが役割

を果たしていく上で大事なプロセスといえ

る。 
 
(3)活動に必要な資源の授受に関する連携 
保健師間の連携では、Ⅰ超急性期及びⅡ急

性期・亜急性期において、応援派遣者の［要

諦］、応援派遣者や業務担当の［調整］、［現場
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活動］があった。 
各所属機関の保健師と地元の関係機関との

連携では、[支援人材の確保][支援今橋梁の確

保][物資等提供]にかかわる内容であり、県本

庁や管轄保健所は職能団体、保健福祉関係等

団体の県支部、看護系の学校や大学といった

県内を統括する組織に対して、一方、被災市

町村は、平時の保健活動を通じた培った関係

性に基づいて、自治会、民生委員、地元の医

療機関、地域包括支援センター、訪問看護ス

テーション、介護支援事業所、老人クラブ等

の生活圏域を活動拠点とする組織や団体と連

携することで支援協力を確保しているところ

に特徴がある。 
 

２．連携の発動者 
保健師間の連携においては、情報の授受、

活動の方向づけ、活動に必要な資源の授受の

いずれにおいても、連携の動きをつくる発動

者として、県本庁及び被災地の管轄保健所で

ある場合が被災市町村である場合に比べて多

い傾向にあった。 
連携するチームを動かす力としてリーダー

シップ、マネジメント、調整機能（コーディ

ネーション）、促進させる機能（ファシリテー

ション）」が必要であるという 1)。 
保健師間の連携の発動者は、都道府県本庁

及び被災地の管轄保健所のみならず被災市町

村の保健師においても、連携を通してチーム

として活動を推進する力の発揮を意識するこ

とが重要と考える。 
 
３．連携により協働する相手との関係  

連携の目的・意図をみると、＜状況把握と

報告＞、＜指示と協議や相談＞、＜要請と調

整＞のように、相互に呼応する作用があっ

た。この相互作用を通して、信頼関係が築か

れ、相手の立場を尊重した対等な関係に基づ

く協働により、連携が問題解決を促進する意

義あるものになると考える。 
一方、連携の背景及び平時からの連携の結

果から、保健師間の連携、保健師と関係機関

との連携のいずれにおいても、連携を促進す

る要因、阻害する要因、連携の基盤となる平

時からの連携の実績があった。連携を活動推

進につなげるためには、連携を効果的に進め

るための環境づくりが、平時及び災害発生時

のそれぞれにおいて必要と示唆された。  
連携のコア・コンピテンシーとして、相互

の尊敬、価値観を共有する環境の維持、自身

の役割の自覚、連携を意識したコミュニケー

ション、チームやチームワークの意識化があ

る 2)。 
自組織内のみならず、組織外の連携相手も

災害時においては協働するチームメンバーで

あると捉えることが重要である。個人間、組

織間のそれぞれのレベルにおいて、チームと

しての機能するための持続的なかかわりとチ

ームであることを意識する場づくりが重要と

いえる。 
地域関係者間における連携の阻害要因とし

て山本は、全体調整機能（総合的な見方・進

め方、適切な機能分担、共通の目的・理念・

原則）、信頼関係（意思疎通、相互信頼、能

力・意欲・問題意識の違い）、協調関係（参加

意欲、縦割構造、規則・職務へのこだわり）、

制度・支援体制・基盤（マンパワー、予算、

支援体制、制度・規則の未整備）を挙げてい

る 3)。これらの中で、災害時における連携の

目的・意図の形成には「全体調整機能」が、

連携の発動者には「協調関係」が、連携によ

る関係性には「信頼関係」がそれぞれ関与し

ていると考えられる。連携を成立させるため

には、その環境づくりとして、さらに、制

度・体制・基盤の観点からの充足も考慮する

必要があると示唆される。 
  
４．連携の仮説的枠組みの作成 
 文献検討から整理した、災害時における保

健師間及び関係機関との間の連携の結果を図

に示した（図）。 
 また本研究で扱う連携の前提すなわち仮説

的枠組みとして以下を整理した（表５）。 
１）連携の定義 
 被災地の健康支援を推進するために、所属機

関の異なる保健師間、または各所属機関の保健

師と都道府県内（圏域）の関係機関との間にお

ける、一方から他方に対する意図をもった関わ

りの行為、とする。 
具体的には以下の意図が含まれる。 
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状況把握、情報発信、伝達、情報共有、報告、

指示、意思決定支援、協議、相談、専門的支援、

課題共有、要請、調整、現場支援、物資等提供、

支援人材確保、支援協力確保 
 

２）連携の詳細を検討するための調査項目 
災害時の保健活動推進のために必要な、所属

機関の異なる各保健師間の連携の内容と方法

さらに関係機関との連携を系統的・体系的に今

後調査研究を進めるために、以下①～④の観点

から「何のためにどのような方法による連携が

必要か」に関する項目を検討することが重要で

ある。 
①発災後の各時期における連携 
②連携の発動者 
③災害時の連携の基盤となる平時の連携 
④圏域（都道府県）内の関係機関（関係団体）

からの支援人材及び支援協力の確保 
 

E．結論 
 災害時における所属機関の異なる被災地の

保健師間の“連携”、及び被災都道府県内（圏

域）の地元の関係機関（関係団体）と保健師と

の“連携”を検討するために、本研究で扱う連

携の前提すなわち仮説的枠組みを文献に基づ

き検討した。 
 その結果、連携にかかる事象にみられた目

的・意図は、(1)情報の授受に関する連携として

[状況把握][情報発信][伝達][情報共有][報告]、
(2)活動の方向づけに関する連携として [指
示][意思決定支援][協議][相談][専門的支援][課
題共有]、(3)活動に必要な資源の授受に関する

連携として[要請][調整][物資等提供][現場支

援][支援人材確保][支援協力確保]であった。連

携にかかる事象の促進要因として、派遣保健師

の受入れの準備状況、保健所における調整会議

の迅速な立上げ、チームを意識した平時からの

活動体制等、阻害要因として、庁舎の被害、応

援派遣の予定変更、本庁支所及び分散配備の組

織機構による統括の困難性等があった。管轄保

健所と被災地市町村の平時からの連携は災害

時の連携にかかる事象の基盤にあり、ヘルスニ

ーズ共有、保健事業や人材育成での連携、連絡

会や検討会の共同企等があった。 
以上に基づき、災害時における所属機関の異

なる保健師間、関係機関との連携を調査研究す

るために必要な連携の定義、調査項目を確定し

た。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
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https://hsc.unm.edu/ipe/resources/ipec-
2016-core-competencies.pdf(2021.5.22 調
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3)山本勝：保健・医療・福祉のシステム化  
と意識改革.新興医学出版社、1997. 
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表１ 調査対象事例と選定文献 

A.自然災害事例 

 
災害

種別 
発生

年 災害名 
選定

文献

数 

 
文 献 

１ 台風 R１ 令和元年東日本

台風（台風 19号） 
なし ― 

2 台風 R1 令和元年房総半

島台風（台風 15
号） 

なし ― 

3 地震 H30 北海道胆振東部

地震 
3 1 今井喜代子他.【災害対策・対応の最前線を探る-受援に必要な視点とは

何か】むかわ町の取り組み 平成 30 年北海道胆振東部地震の経験を踏

まえた新たな受援体制構築(解説/特集) (1348-8333) 保健師ジャーナル

75 巻 12 号 Page1016-1021(2019.12)  
2 山本純子.災害時の保健師活動 北海道胆振東部地震災害における支

援 活動 ( 会 議録 ) 日本 災害看 護学 会誌  (1345-0204)21 巻 1 号 
Page79(2019.08)   
3石井安彦他.2018年北海道胆振東部地震における保健師活動 市町村・

保健所・災害派遣の保健師の受援と支援(座談会) (1348-8333) 保健師ジ

ャーナル 75 巻 8 号 Page678-687(2019.08 
4 豪雨 H30 平成 30年７月豪

雨（広島） 
2 1 広島県健康福祉局健康福祉総務課保健師チーム統括班.平成 30 年 7 月

豪雨災害における広島県災害時公衆衛生チーム（保健師チーム）活動の

まとめ.平成 31 年 2 月  
2 服多美佐子、山下十喜、東久保ちあき.平成 30 年 7 月豪雨災害におけ

る広島県災害時公衆衛生チーム活動報告.日本公衆衛生学会学術集会講

演集.2020.1.ｐ.165 
5 豪雨 H30 平成 30年７月豪

雨（岡山） 
4 1 山本実季(岡山県庁 保健福祉部医療安全課), 角 紗綾果：平成 30 年 7

月豪雨災害の保健活動 呼吸器患者の支援者への聞き取り．日本公衆

衛生学会総会抄録集(1347-8060)78 回 Page459(2019.10) 
2 大角 晴美(岡山県倉敷市保健所)：難病患者の災害への備えと看護・

保健活動 H30 年 7 月西日本豪雨災害における難病患者さんの経験か

ら学ぶ災害への備え．日本難病看護学会誌(1343-1692)24 巻 1 号 
Page15(2019.07) 
3 倉敷市保健所：平成 30 年 7 月豪雨災害 保健活動報告書. 平成 31 年

3 月．

http://www.city.kurashiki.okayama.jp/secure/44055/H30hokenjohouk
oku.pdf 
4 内閣府：2011 年（平成 23 年）台風 12 号による災害.  

6 豪雨 H30 平成 30年７月豪

雨（愛媛） 
なし ― 

7 地震 H30 大阪府北部地震 1 1．白井千香；【災害対策・対応の最前線を探る・受援に必要な視点とは

何か】枚方市保健所の取り組み−災害時における健康危機管理，保健師

ジャーナル，75(12)，1028-1033，2019． 
8 豪雨 H29 平成 29年 7月九

州北部豪雨 
2 1．池邊淑子；【災害と地域保健・科学的危機管理の視点から】大分県

西部保健所の取り組み−受援体制構築に向けて−DHEAT の受入れとリ 
エゾン保健師の役割，保健師ジャーナル，74(12)，1031-1035，2018． 
2．江藤聖美ら；九州北部豪雨災害における保健所保健師の果たした役

割と課題（第 1 報），日本公衆衛生学会総会抄録集，77，500，2018． 
9 地震 H28 熊本地震（熊本

市以外） 
2 1 市原幸ら；【熊本地震に学ぶ，支援と受援の体制づくり】熊本地震の特

徴と県の災害対応を振り返って支援体制・受援方針と保健師活動の課題

を考える，保健師ジャーナル，73(2)，106-111，2017． 
2 沼田豊子；【熊本地震における看護】報告 2 保健所、避難所での支援

体制づくりを通して保健活動の方向性を示す，看護，68(15)，77-79，
2016． 

10 地震 H28 熊本地震（熊本

市） 
3 1 高村 麻希(熊本市東区役所 保健子ども課), 永野 智子, 山本 三枝, 小

川 真奈美, 田中 千穂：平成 28 年熊本地震における保健活動の初動体

制(フェーズ 0～1 について)．日本公衆衛生学会総会抄録集(1347-
8060)76 回 Page605(2017.10) 
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2 谷 昭子(熊本市健康づくり推進課)：「平成 28 年熊本地震を経験して」

これだけは伝えておきたいこと、災害における保健活動体制について.国
立病院看護研究学会学術集会集録集(1349-6050)14 回 Page31(2016.11) 
3 谷 昭子(熊本市健康福祉局保健衛生部健康づくり推進課)：大規模災害

時の地域中核病院の役割 熊本大地震を振り返って 災害における保

健活動体制について . 聖マリア医学 (0285-0699)42 巻  Page17-
19(2017.08) 

11 地震 H26 長野県神城断層

地震 
1 1 小林 洋子(日本赤十字豊田看護大学)、前田久美子(日本赤十字社幹部

看護師研修センター)、村木 京子(埼玉県看護協会)：白馬村における長

野県神城断層地震災害支援活動報告． 日本赤十字看護学会災害看護活

動委員会、2015 年 4 月． 
http://plaza.umin.ac.jp/jrcsns/publication/report-20150401/ 

12 土 砂

災害 
H26 平成 26年８月豪

雨による広島市

土砂災害 

1 1 渋井哲也：広島土砂災害における DPAT の活躍 : 保健師の活動を中心

に.地域保健  0385-2229、東京法規出版  2015-07 46  7  54-61 

13 豪雨 H27 平成 27年 9月関

東・東北豪雨 
なし ― 

14 火 山

噴火 
H27 口永良部島噴火 なし ― 

15 台風 H23 平成 23年台風第

12 号 
2 １芝 祐子(堺市立堺病院), 西上 あゆみ：和歌山県台風 12 号水害におけ

る保健師のネットワーク. 日本災害看護学会誌(1345-0204)14 巻 1
号 Page211(2012.07) 
２西内義雄：台風 12 が央豪雨災害における和歌山県新宮市からの教訓.
地域保健（2019.9）70－7 

16 地震 H23 東 日 本 大 震 災

（岩手） 
7 1 佐々木亮平.【「東日本大震災」現地レポート(3)】東日本大震災が警鐘

する地域保健活動のこれから 岩手県陸前高田市での活動から見えて

きた津波災害への対応(解説/特集)  
2 佐々木亮平.未来を描きつつ先の見える支援を <陸前高田市での支援

活動第 3 報>  地域保健 2011.7   
3 佐々木亮平.復旧でも復興でもない「住居確保期」というフェーズ<復
興へ向かう陸前高田市の今第 6 報>  地域保健 2011.10.  
4 田口喜美子.被災地で支援活動を行う保健師の思いと活動の実際 岩

手・宮城内陸地震の体験から(原著論文) 日本災害看護学会誌 (1345-
0204)16 巻 2 号   
5 上林美保子.岩手県における東日本大震災時の母子保健活動の実態と

課題(原著論文) 岩手県立大学看護学部紀要 (1344-9745)16 巻 Page19-
28(2014.03)   
6 花崎洋子.【東日本大震災から 1 年 保健師が受け止めたもの】【被災

地の保健師から】岩手県大船渡保健所 有事に備える準備力と組織力を

(一般 /特集 ) 保健師ジャーナル  (1348-8333)68 巻 3 号  Page172-
176(2012.03)  
7 藤山明美、島香聖子、佐藤由理、斎藤恵子.知元保健師の立場から語る

被災から現在そして今後に向けて.保健師ジャーナル 68.3.2012.164- 
所 

17 地震 H23 東 日 本 大 震 災

（宮城） 
4 1 佐藤 弥生子, 橋本 朱里 .みなし仮設住宅入居者健康調査から考える

被災者支援のあり方について 保健師ジャーナル (1348-8333)74 巻 3 号 
Page200-206(2018.03)   
2 髙橋 祥恵.医療・介護の連携を通じた復興支援—宮城県気仙沼保健福祉

事務所の取り組み  1 保健師ジャーナル  Vol.72  No.03  20161348ｐ
197-    
3 及川艶子.【東日本大震災から 1 年 保健師が受け止めたもの】【被災

地の保健師から】宮城県仙台市 復興に向けた,市民の健康を守る活動の

あり方とは (一般 /特集 ) 保健師ジャーナル  (1348-8333)68 巻 3 号 
Page177-182(2012.03)  
4 前田千恵子.列島ランナー 東日本大震災を経験して 気仙沼の保健

師として(一般) 公衆衛生 (0368-5187)76巻2号 Page163-166(2012.02) 
18 地 震

＋ 
H23 東 日 本 大 震 災

（福島）※含、放

射線流出事故 

5 1 花積めぐみ；【東日本大震災から 3 年-福島からの報告】被災から 3 年

目を迎える福島の保健師活動 避難・移転を経験した市町の保健師から

(座談会 /特集 )．保健師ジャーナル  (1348-8333)70 巻 3 号 ,P180-
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186(2014.03)  
2 齋藤 澄子, 吉田 和樹；東日本大震災における保健師の支援活動と役

割 NPO 法人 A 地域包括支援センターの実践(解説)．茨城キリスト教

大学看護学部紀要 (1883-9525)3 巻 1 号 P57-64(2012.02)  
3 吉田 和樹, 齋藤 澄子, 弓屋 結, 大葉 隆, 谷川 攻一, 後藤 あや；地

震・津波・原子力発電所の事故の影響を受けた被災地の避難所支援 地

域包括支援センター保健師の経験から見える健康危機管理への示唆(解
説)．地域保健 (2424-0826)51 巻 2 号 Page78-81(2020.03)  
4 大石 万里子；【精神障害のある人の自立支援とこれからの社会～すべ

ての人にやさしい街づくり～】地震、津波、原発事故 南相馬市の保健

師等の経験から(解説/特集)．心と社会 (0023-2807)45 巻 2 号 P34-
41(2014.06)  
5 大石 万里子；【東日本大震災から 1 年 保健師が受け止めたもの】

【被災地の保健師から】福島県南相馬市 原発事故への対応から市民生

活の復興をめざして(一般/特集)．保健師ジャーナル (1348-8333)68 巻 3
号 P183-190(2012.03) 

19 地震 H23 東日本大震災（そ

の他都道府県） 
なし ― 

20 地震 H19 新潟県中越沖地

震 
6 1 山田秀子.新潟県中越沖地震：現地での実際 保健所の役割. 保健師ジ

ャーナル  Vol . 64 .No. 4  2008. 
2 坪川トモ子.県庁の役割.新潟県中越沖地震―県内 2 度目の全国保健師

派遣支援の実際.保健師ジャーナル Vol . 64  No. 4  2008.3 28 
3 奥田博子. 新潟県中越沖地震：県内 2 度目の全国保健師派遣支援の実

際. 保健師ジャーナル Vol . 64  No. 4  2008.314-318 
4 内藤康子.刈羽村の対応.地域保健.2008.8.63-67 
5 砂塚一美.災害時要援護者への対応. 乳幼児.地域保健.2008.8.38-44 
6 藤巻真理子，井倉久美子. 災害時要援護者への対応.高齢者・障碍者.地
域保健.2008.8. 

21 地震 H19 能登半島地震 2 1 兼間佳代子；能登半島地震における看護活動の経験を今後に生かすた

め 被災地自治体の保健師として，日本災害看護学会誌，9(3)，57-61，
2008 
2 山崎恭子ら；能登半島地震における保健活動第 1 報，北陸公衆衛生学

会誌，34 巻学会特集，20，2007． 
22 地震 H16 新潟県中越地震 3 1 宇田優子. 新潟県中越地震の経験から.地域保健.2008.8.52-61 

2 内藤晴子.どう育てる災害対応能力 新潟県中越大震災における県地

域機関(保健所)の保健師としての経験から(解説) 日本災害看護学会誌 
(1345-0204)9 巻 3 号 Page46-52(2008.05) 
3 厚労省健康局総務課保健指導室.新潟県中越地震における保健師活動

について中間報告書.H17.1 
23 豪雨 H16 平成 16年 7月福

井豪雨 
2 1 長谷川 まゆみ；災害・事故と公衆衛生活動 災害と保健師活動 福井

豪雨災害における保健所活動から(会議録) ．日本公衆衛生学会総会抄録

集 (1347-8060)65 回 P86(2006.10) 
2 長谷川 まゆみ；福井豪雨災害と保健師活動 県型保健所における市町

村支援(解説) 地域保健 (0385-2229)35 巻 10 号 P62-74(2004.11)  
24 火 山

噴火 
H12 有珠山噴火 3 １羽山 美由樹(岩見沢保健所 企画総務課), 大道 淑恵：【災害・被害を受

けた住民への支援 暮らしとコミュニティの再建をめざして】有珠山噴

火災害 保健所と町の保健師の連携が鍵 .保健師ジャーナル (1348-
8333)60 巻 4 号 Page336-341(2004.04)  
２羽山 美由樹(室蘭保健所)：有珠山噴火災害における保健活動 室蘭保

健所 平成 12 年有珠山噴火における保健医療活動報告書より.北海道公

衆衛生学雑誌(0914-2630)15 巻 2 号 Page187-198(2002.03) 
３石川麻衣ほか：自然災害発生時における市町村保健師の活動の特徴ー

噴火災害の一次例分析からー.千葉大学看護学部紀要 第 26 号 P85－
91 

計 53  
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表１ 調査対象事例と選定文献（つづき） 
B.その他の健康危機事例 

 
種別 発生

年 事例名 
選定

文献

数 

 
文 献 

1 感 染

症 
複数 腸管出血性大腸

菌感染症集団発

生 

1 1 吉村 高尚. 保育所での腸管出血性大腸菌 O157集団感染事例にみる健

康危機管理. 大阪市勤務医師会研究年報. 2007. 17-20  

2 感 染

症 
複数 感染性胃腸炎集

団発生 
なし ― 

3 感 染

症 
複数 麻疹集団発生 10 １仲宗根 正(那覇市保健所)：【外国人への健康支援の最前線】外国人旅

行者からの麻疹流行における那覇市保健所の対応 ガイドラインは有

用です.保健師ジャーナル(1348-8333)75 巻 1 号 Page41-47(2019.01) 
２仲宗根 正(那覇市保健所)：2018 年麻疹流行における那覇市保健所の

対応 医療現場との連携 .那覇市医師会報 (0286-1828)46 巻 3 号 
Page90-94(2018.07) 
３新 玲子(千葉県松戸健康福祉センター)：【麻疹を見直す】千葉県松戸

保健所管内における麻疹発生時の保健所の危機管理対応。小児科(0037-
4121)58 巻 4 号 Page323-331(2017.04) 
４和田 行雄(京都府山城北保健所)：【保健所のアウトブレイク対応 Up-
to-Date】京都府南部における麻疹アウトブレイク .INFECTION 
CONTROL(0919-1011)23 巻 11 号 Page1128-1130(2014.11) 
５犬塚 君雄(岡崎市保健所)：地域における麻疹アウトブレイク対策 輸

入例と小学校、福祉施設での感染のひろがり.小児科(0037-4121)53 巻 3
号 Page359-366(2012.03) 
６羽場 町子(長野県須坂看護専門学校), 小松 仁：地域における麻しん

流行時の対応 .信州公衆衛生雑誌 (1882-2312)3 巻 2 号  Page41-
45(2009.02) 
７田中 敦子(八王子市保健所), 上野 曜子, 中山 順子, 高橋 雅江, 長谷

川 由美, 草深 明子, 石川 玲子, 上木 隆人：保健所における麻しん対応 

大学での集団感染事例を通して .公衆衛生 (0368-5187)71 巻 12 号 
Page1003-1006(2007.12) 
８本多 めぐみ(茨城県竜ヶ崎保健所)：【2012 年 麻疹排除に向けて】麻

疹排除に向けた取り組み 保健所での麻疹対策の実際 2006 年の麻疹

流行時の保健所の取り組みについて.臨床と微生物(0910-7029)35巻 1号 
Page51-55(2008.01) 
９中村 礼子(石川県石川中央保健福祉センター), 谷村 睦美, 中村 辰
美, 川島 ひろ子：忍び寄る麻疹ブレイク 保健所における成人麻疹集団

発生の経験.公衆衛生(0368-5187)67 巻 12 号 Page955-959(2003.12) 
10 井上 孝夫(千葉県柏保健所), 郷右近 初女, 岩崎 巧：社会小児科学 

高等学校における麻疹の集団発生 感染症危機管理としての今後の課

題.小児科(0037-4121)42 巻 11 号 Page1821-1825(2001.10) 
4 感 染

症 
H21 新型インフルエ

ンザ 
1 1 春山早苗；健康危機管理における公衆衛生上の緊急課題と地域看護活

動−新型インフルエンザ発生時の保健所保健師の活動と役割−従来の活

動を活かし今後につなげるためには，日本地域看護学会誌，13(1)，32-
26，2010．― 

5 汚 染

物質 
H23 放射線汚染（福

島県以外の地域

における風評被

害、適切な知識

普及の対応） 

なし ― 

計 12  
 
表２ 災害種別文献数とデータ数 

 地震 水害（台風、豪雨、土砂） 原発事故 噴火 感染症 
文献数 32 13 5 3 12 

抽出データ数 106 48 22 39 61 
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表３ 災害時の連携にかかる事象の内容 ※発動者：連携の行動を起こした者 

連携の性質 連携の行動 

連携の内容 
所属機関の異なる保健師間 各所属機関の保健師と地元の関係機関の連携 

【管轄保健所と被災市町村の保健師】 
Ⅰ超急性期 
[状況把握]管内の被害状況、避難所設置状況、支援ニーズ、応援派遣
の必要性（電話、現地訪問）＊発動者：管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[報告]避難所活動の日報＊発動者：被災市町村 
 

【被災地の管轄保健所の保健師と関係機関（※感染症事例）】 
Ⅰ超急性期 
※[情報発信]医師会、歯科医師会、薬剤師会＊発動者：管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
※[状況把握]医療機関、学校、児童福祉施設＊発動者：管轄保健所 
 
【被災市町村の保健師と関係機関】 
Ⅰ超急性期 
[状況把握＜住民の被害状況把握＞]自治会や民生委員＊発動者：被災
市町村 
[情報発信＜医療介護依存度の高い要配慮者の情報提供＞]介護支援専
門員、病院看護師長＊発動者：被災市町村 
[状況把握＜安否確認・避難誘導＞]集落の区長、訪問看護ステーショ
ン＊発動者：被災市町村 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[状況把握]＜要配慮者の安否確認・支援対応＞地域包括支援センタ
ー、民生委員、地域包括支援センター、社会福祉士会、退職保健師、
介護支援＊発動者：被災市町村 
Ⅲ慢性期 
 [状況把握]＜被災者の状況確認＞県内の健診団体、訪問看護ステー
ション、県看護協会、社会福祉協議会、NPO、民間団体等、地域の保
健医療職＊発動者：被災市町村 
 
【被災保健所設置市の保健師と関係機関】（※感染症事例） 
Ⅰ超急性期 
※[情報発信]医師会、教育委員会＊発動者：保健所設置市 
Ⅱ急性期・亜急性期 
※[情報発信]医療機関、医師会、学校、大学、児童福祉施設、幼稚
園、商工会議所、学習塾 
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(2)活動の方向
づけに関する
連携 

[指示] 
[意思決定支
援] 
[協議] 
[相談] 
[専門的支援] 
[課題共有] 

【県本庁と被災地の管轄保健所の保健師】 
Ⅰ超急性期 
 [指示]医療依存度の高い要配慮者の安否確認、保健所内に調整拠点
の設置、避難所巡回の通知の発出＊発動者：県本庁 
Ⅲ慢性期 
 [指示]保健師派遣、保健所に出張所を設置＊発動者：県本庁 
【県本庁と被災市町村の保健師】 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[意思決定支援]応援要請を判断＊発動者：県本庁 
Ⅲ慢性期 
[協議]市町村の理念を確認するため連絡会議を設置*発動者：県本庁 

【県本庁の保健師と関係機関】 
Ⅱ急性期・亜急性期 
 [専門的支援＜健康調査＞]地元の大学＊発動者：県本庁 
Ⅲ慢性期 
 [専門的支援＜健康調査＞]地元の大学＊発動者：県本庁 
 

【管轄保健所と被災市町村の保健師】 
Ⅰ超急性期 
[意思決定支援]派遣応援の要請＊発動者：管轄保健所 
[相談]避難所の医療救護の必要性、要介護者の調整窓口設置の相談 
＊発動者：被災市町村 
Ⅱ急性期・亜急性期 
 [意思決定支援]市町村統括保健師の補佐＊発動者：管轄保健所 
[協議]支援ニーズへの対応（リエゾン派遣、会議体の設置） 
＊発動者：管轄保健所 
Ⅲ慢性期 
[協議]役割の整理、活動方向の検討、長期計画策定（リエゾン（連絡
調整要員）派遣、地区担当者設置、会議体設置、地区活動日誌作成） 
＊発動者：管轄保健所 
[意思決定支援]受援の終了の判断＊発動者：管轄保健所 
[相談] 降灰による健康被害＊発動者：被災市町村 

【被災地の管轄保健所の保健師と関係機関】（※感染症事例） 
Ⅰ超急性期 
※[協議]医療機関、保育施設、学校、教育委員会、医師会＊発動者：
管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期  
※[専門的支援]国立感染症研究所＊発動者：管轄保健所 
※[協議]医療機関、学校、児童福祉施設、医師会＊発動者：管轄保健
所 
Ⅲ慢性期 
※[専門的支援] 国立感染症研究所＊発動者：管轄保健所 
 [専門的支援]精神保健福祉センター＊発動者：管轄保健所 
Ⅳ静穏期 
※[課題共有]医療機関、保育施設、学校、教育委員会、医師会＊発動
者：管轄保健所 
 
【被災保健所設置市の保健師と関係機関】（※感染症事例） 
Ⅲ慢性期 
※[協議]市医師会＊発動者：保健所設置市 
※[専門的支援]国立感染症研究所＊発動者：保健所設置市 
Ⅳ静穏期 
※[協議]、福祉施設、市医師会、市民病院、児童相談所、小学校関係
者、小中学校養護教諭、市教育委員会＊発動者：保健所設置市 

(3)活動に必要
な資源の授受
に関する連携 

[要請] 
[調整] 
[支援人材確
保] 
[支援協力確
保] 
[物資等提供] 
[現場支援] 

【県本庁と被災地の管轄保健所の保健師】 
Ⅰ超急性期 
 [要請]保健師派遣※発動者：管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
 [要請] 保健師派遣、避難所支援のための看護職の派遣※発動者：管
轄保健所 
 [調整]市町村への派遣調整（個人携帯）*発動者：県本庁 
【県本庁と被災市町村の保健師】 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[調整]応援派遣者の受け入れ※発動者；県本庁 
【県本庁と被災保健所設置市の保健師】 
Ⅰ超急性期 

【県本庁の保健師と関係機関】 
Ⅰ超急性期 
[支援人材の確保]退職保健師＊発動者：県本庁 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[支援人材の確保]県立看護学校、県立看護大学、県立病院看護師、全
国保険協会県支部、県保健衛生協会＊発動者：県本庁 
Ⅲ慢性期 
[物資等提供]交付金や事業費の確保＊発動者：県本庁 
[支援人材の確保]県看護協会、県栄養士会、県歯科衛生士会＊発動
者：県本庁 
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 [要請]人的物的支援を要請※発動者：被災保健所設置市  
 
 
 
 

【管轄保健所と被災市町村の保健師】 
Ⅰ超急性期 
[要請]保健師派遣＊発動者：被災市町村 
[現場支援]避難所支援、被災住民の状況把握＊発動者：管轄保健所 
[物資等提供]消毒薬等の物資、活動時の様式、リスク情報＊発動者：
管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[要請]保健師派遣、ミーティングのコーディネート、要配慮者への共
同支援*発動者：被災市町村 
[調整]保健師派遣、被災市町村の業務役割・担当の明確化＊発動者：
管轄保健所 
[現場支援]感染症対策、予防活動、避難所活動、避難所調査、健康調
査＊発動者：管轄保健所 
Ⅲ慢性期 
[調整]外部支援者の受援調整＊発動者：管轄保健所 
[現場支援]仮設住宅・在宅避難者の調査、要支援者・ハイリスク者へ
の支援、母親へのストレス調査、避難所の個別健康管理表の引継ぎ 
＊発動者：管轄保健所 
[物資等提供] 被災市町村の業務再開のため保健所のスペースの提供 
＊発動者：管轄保健所 
【被災地と被災地外の保健所の保健師】 
Ⅰ超急性期 
 [要請]他保健所や市町村、事業所保健師の協力を要請※管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
 [調整]被災地外の支援チームの統括、混成チームによる避難所支
援、避難所活動の協働＊発動者：管轄保健所 
[調整]カウンターパートの保健所の決定と支援、被災市町村へのリエ
ゾン保健師配置＊発動者：被災地外の保健所 
Ⅲ慢性期 
[現場支援]健康調査の企画、心のケアの実施＊発動者：被災地外の保
健所 

【被災地の管轄保健所の保健師と関係機関】（※感染症事例） 
Ⅰ急性期 
※[支援人材の確保]県衛生研究所＊発動者：管轄保健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[調整]医師会、日赤医療班、県看護協会＊発動者：管轄保健所 
[支援人材の確保]県看護協会、日本赤十字社県支部＊発動者：管轄保
健所 
Ⅲ慢性期 
[支援人材の確保]社協の生活支援相談員、保健所 OB＊発動者：管轄
保健所 
[支援人材の確保]保健所の退職保健師＊発動者：関係機関 
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【被災地と被災地外の市町村の保健師】 
Ⅰ超急性期 
 [現場活動]現地入りして活動＊発動者：被災地外の市町村 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[調整]看護チーム本部を設置しミーティングを重視＊発動者：被災市
町村 
[現場支援]個人のネットワークを活用して支援 ＊被災地外の市町村 
Ⅲ慢性期 
[現場支援]中長期の派遣実施、長期派遣により通常業務再開に向け支
援＊被災地外の市町村 
 
 

【被災市町村と関係機関】 
Ⅰ超急性期 
[支援協力確保＜安否確認・避難誘導＞]集落の区長、訪問看護ステー
ション＊発動者：被災市町村 
[支援協力確保＜入院・施設入所の手配＞]デイサービスセンター、居
宅介護支援事業所、医療機関＊発動者：被災市町村 
[支援協力確保＜母子や乳幼児への支援＞]NPO の助産師＊発動者：
被災市町村 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[支援協力確保＜医療救護＞]医師会、薬剤師会、県内の医療機関＊発
動者：被災市町村 
[支援協力確保＜避難所の保健活動＞]県看護協会、精神保健福祉セン
ター＊発動者：被災市町村 
[支援協力確保＜要配慮者の安否確認・支援＞]地域包括支援センタ
ー、介護支援専門員、民生委員、社会福祉士会、退職保健師、＊発動
者：被災市町村 
[支援協力確保＜要配慮者の避難所の設置＞]デイサービスセンター＊
発動者：被災市町村 
[支援協力確保＜サロン活動＞]ボランティア＊発動者：被災市町村 
Ⅲ慢性期 
[支援協力確保＜避難所からの移動支援＞]県社会福祉士会＊発動者：
被災市町村 
[支援協力確保＜恒久住宅での支援活動＞]老人クラブ＊発動者：被災
市町村 
[支援協力確保＜仮設住宅・応急公営住宅入居者への支援＞]社会福祉
協議会、民生委員、ボランティア、自治会、PTA＊発動者：被災市町
村 
[支援協力確保＜高齢者の健康生活支援＞]民生委員、緊急雇用事業の
軽度生活援助員、安否サポート員＊発動者：被災市町村 
[支援協力確保＜母子・学童への支援活動＞]子育て支援センター、保
育所、児童相談所、児童精神科医、学校教師＊発動者：被災市町村 
【被災保健所設置市の保健師と関係機関】（※感染症事例） 
Ⅱ急性期・亜急性期 
[支援協力確保＜透析者のリスト作成＞]医療機関＊発動者：被災保健
所設置市 
[支援協力確保＜避難所からの救急搬送＞]災害拠点病院＊発動者：被
災保健所設置市 
[支援協力確保＜避難所支援＞]まちづくり協議会 ＊発動者：被災保
健所設置市 
※[支援人材確保＜検体回収＞]医療機関＊発動者：保健所設置市 
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表４－１ 連携にかかる事象の背景及び平時からの連携（所属の異なる保健師間） 
 背景 平時からの連携 

①県本庁と

被災地の保

健所 

Ⅱ急性期・亜急性期 
・地元の保健師が派遣保健師を受け入れる準備ができ

ていた（促進） 

 

②県本庁と

被災市町村 
Ⅰ超急性期 
・県庁舎が地震により立入りできず、電話や携帯電話

もつながりにくい状態 
Ⅱ急性期・亜急性期 
・原発事故の影響で応援派遣が見合わせとなり、配置

予定先の市町村等への連絡調整にあたった 

 

③管轄保健

所と被災市

町村 

Ⅰ超急性期 
・発災当日、保健所の調整会議にて迅速な対応を念頭

に被災市町・被災者への保健医療福祉支援を検討し避

難所・被災地での保健師活動の早期介入を決定 
・役場や保健センターも避難地域となったため、健康

管理台帳や記録を持ち出すことができず、特別許可を

得て数日後に持ち出した（阻害） 
・在宅医療患者や視力障害者等の支援者リストが整備

されておらず、避難対応が一部となった（阻害） 
Ⅱ急性期・亜急性期 
・被害状況を知る町保健師が道案内することで県と町

のペアによる全数訪問調査がスムーズにできた（促進） 
・県保健師が町に対して自己完結型で保健師を派遣

（促進） 
・これまでの災害派遣の経験をいかした（促進） 
・情報収集を始めたが電話連絡がとれず、携帯電話が

唯一通じる手段だった（阻害） 
・災害時保健活動マニュアルがなかった（阻害） 
・保健所保健師は、町の保健部門の保健師と連絡が取

れないまま役割を担った。当初、避難所設置・巡回、

鳴りやまない住民からの電話等に対応するだけで精一

杯の数か月。障害をもつ人たちの集団避難の混乱を予

測したが対応できず。 
Ⅲ慢性期 
・町保健師は人口に対して比較的多いが、行政面積が

広いこと、活動が本庁と支所に分かれていること、健

康部門と介護部門に分散配置されていることから、全

体としての保健師活動の統括が難しく、子育て世代の

保健師が多いこともあり、災害時に十分に活動できな

い状況にあることを保健所保健師は判断 
・ 医療救護を行うにしても、対象者がどこにいるかを

知っているのは介護関係者であり、医療関係者だけで

は専門性を発揮することができなかったことで、多職

種で連携する必要性を体感するきっかけになった。 
・ 震災後の活動をきっかけに、医療職と介護職が接す

る機会が増え、話ができる雰囲気ができた  
・市保健師が日を追ってストレスが高まった。主な原

因は、庁内の連絡調整や 報告が優先され住民への直接

・「町の保健活動で何を大切にし、チー

ムとしての活動体制を整備しているか」

「統括保健師が全体を把握して調整で

きる機能を持っているのか」「誰が見て

も分かるように書類等を整備している

のか」などの日常の積み重ねが、災害時

にもチームで活動する力になり、支援の

ス ムーズな受け入れにつながった 
・管轄保健所の保健師は、災害時には、

町のニーズを一緒に考え、県や国との調

整をしてもらうことになるため、日ごろ

から、地区担当保健師は把握した町の現

状について情報共有するなど、密接な関

係づくりが大切と町保健師は考えて関

係構築をしてきた 
・普段から保健所と市町村の保健師の

関係性は良好で協力体制が確立してい

る 
・医療の敷居が高い地域で、医療と介

護・福祉の連携が希薄な地域であり、医

療と多職種での連携も進んでいない地

域であった 
・日頃からの市と保健所の良好な関係

性がある。以前から県と市町村の保健師

の連携強化が図られている（保健事業で

の連携、新任期人材育成での連携、連絡

会・検討会を共同で企画） 
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支援が制限されたこと、保健師の意思に関係なくさま

ざまな支援機関が活動すること、また分散配置や役職

の違いから 保健師間のコミュニケーションが十分取

れないことと思われたため保健所が関与した 
・高齢者のケア関係者とのネットワーク基盤ができて

いたことで、災害時の介護保険サービス提供に役立っ

た（促進） 
④県内の保

健所 
Ⅱ急性期・亜急性期 
・公用車、携帯電話の借り上げができたこと、避難所

の近隣に派遣者の宿泊確保ができたことにより、保健

所と県内保健所保健師との共同による避難所活動が推

進した（促進） 

 

⑤県内の市

町村 
Ⅱ急性期・亜急性期 
・携帯電話が使用できたため個人的なネットワークが

生かされ近隣市町村が町に対し支援活動を行ったた

（促進） 
Ⅲ慢性期 
・地域の実情も県外保健師よりも比較的把握しやすい 

・普段からのつながり、個人的なネット

ワークがあった 

 
表４－２ 連携にかかわる事象の背景及び平時からの連携（各所属の保健師と関係機関） 

 背景 平時からの連携 
①県本庁と

関係機関 
Ⅲ慢性期 
・市町村から、支援が必要かどうかの判断基準

を県で設定するよう要望があり、大学の有識者

を交えて検討した 

 

②被災地の

保健所と関

係機関 

Ⅱ急性期・亜急性期 
・医療機関が平常に近い状況で診療を行ってい

た。 

・保健所と医師会は、従来から在宅医療での連

携があった。 
・保健所では、思春期の心の健康活動としての

関係者連携会議や関係者研修が既存事業とし

てあった 
③被災市町

村と関係機

関 

Ⅱ急性期・亜急性期 
・市が避難所でこころのケアが必要な被災者を

ピックアップし、DPAT 保健師がケアにあたっ

た。市の保健師と DPAT 保健師の役割分担が明

確だった（促進） 
・事前に市保健師から情報を得ることで、DPAT
保健師の対応に余裕ができた（促進） 
・市保健師が区長を訪ねて情報を得てから動い

た。合併から 6 年経っても旧自治体の地理に不

案内で地区に出る活動ができていない（阻害） 
・個人情報保護や分散配置の影響で情報を共有

できなかった（阻害） 
Ⅲ慢性期 
・介護保険制度がスタートする時期に起きた災

害。居住場所が変わり、入院入所を希望する人

が増加するなどサービス提供が難しくなった

（阻害） 
・高齢者サービス調整チーム会議の実績、介護

保険モデル事業の実績があり、町内の保健医療

福祉ネットワークが培われていた（促進） 

・日頃の保健活動で、住民や関係者との顔の見

える関係づくりができていたことが災害対応

でも強みとなった。 
・民生委員とは日常的に一緒に活動しており

信頼関係ができていた。震災後すぐに民生委員

との同行訪問ができた 
・従来から町は学校保健会と連携があった（促

進） 
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→の起点は連携の発動者を示す 
[ ]は連携の目的・意図を示す 
 
図 文献から整理された災害時における所属機関の異なる保健師間及び関係団体との連携 
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表５ 連携の仮説的枠組み 

連携の仮説的枠組 

本研究の目的（所属機関の異なる保健師間の“連携”の内容と方法、各所属機関の保健師と

都道府県内（圏域）の関係機関との“連携”の内容と方法、を検討するために、枠組と項目例

を作成する。項目例は「何のために、どのような方法による連携が必要か？」に関するリスト

として作成する）を達成するために、文献調査のまとめから、連携の内容の特徴を整理し、ヒ

アリング調査（分担研究 2~5）に向けて、本研究で扱う連携の定義を明らかにし、調査事項の

検討につなげる。 
 
１．本研究で扱う連携の定義 
 被災地の健康支援を推進するために、所属機関の異なる保健師間、または各所属機関の保健

師と都道府県内（圏域）の関係機関（関係団体）との間における、一方から他方に対する意図

をもった関わりの行為、とする。具体的には以下の意図が含まれる。 
所属機関の異なる保健師間においては、状況把握、情報発信、情報共有、課題共有、要請、

意思決定支援、物資等提供、現場支援、協働、相談、指示、報告、協議、調整 
各所属機関の保健師と関係機関においては、支援人材の確保、専門的支援、住民組織及び地元

の医療・介護・福祉・教育機関・職能団体等からの支援協力の確保 
 
連携にかかる事象は、さらに、目的・意図の性質により、以下に整理てきる。 
(1)情報の授受に関する連携 
 [状況把握][情報発信][伝達][情報共有][報告] 
(2)活動の方向づけに関する連携 
[指示][意思決定支援][協議][相談][専門的支援][課題共有] 
(3)活動に必要な資源の授受に関する連携[要請][調整][物資等提供][現場支援][支援人材確保][支
援協力確保] 
  
２．連携に対する調査項目 
災害時の保健活動推進のために必要な、都道府県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市区

町村による、所属機関の異なる各保健師間の連携の内容と方法を系統的・体系的に検討するた

めに、以下①～④の観点から「何のためにどのような方法による連携が必要か」に関する項目

を検討する。 
①発災後の各時期における連携 
②連携の発動者 
③災害時の連携の基盤となる平時の連携 
④圏域（都道府県）内の関係機関（関係団体）からの支援人材及び支援協力の確保 
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令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における保健師間の連携と応援人材の確保 

調査１：都道府県本庁の保健師及び関係団体へのヒアリング調査 

 
研究分担者 奥田 博子（国立保健医療科学院 上席主任研究官） 

 
研究要旨 
近年、自治体内部の職員のみの対応では人員不足が生じる甚大な被害をもたらす災害が頻発

化している。本研究では、このような災害発生後のフェーズにおける、都道府県本庁保健師に

よる応援支援人材確保のための組織内外の連携の実態、及び平時の関係者間の連携について把

握し、今後の災害発生時、本庁保健師による応援人材の確保や、効果的な支援活動のための連

携の在り方について示唆を得ることを目的とした。調査期間は 2020 年 12 月から 2021 年 3 月

である。調査協力者は近年、国内で発生した自然災害時の応援人材の確保や調整業務に従事経

験のある本庁保健師 4 名と、本庁と連携を図った支援関係組織団体の担当者１名である。調査

データの収集は、新型コロナウイルスの蔓延状況を考慮し WEB 会議機能を用いたヒアリング調

査を実施し、得られたデータは質的に分析した。結果、本庁統括保健師を拠点とした自治体内

部の行政組織間においては、各部署の統括保健師との連携が核となり、情報収集や人材確保の

ための調整が実施されていた。しかし各組織間の見解の相違、意思決定の憂慮などが生じた際

には、直接現地へ出向き、実態を把握した上で、関係者が賛同する場を設けることや、上位の

意思決定者へ働きかけるなどの工夫を図っていた。県内の支援人材組織団体と本庁統括保健師

とは、平時の良好な関係性が災害時の連携にも効果的であった。しかし、人材を必要とする市

町村自治体では、受援体制の整備が十分ではなく災害後の早期の調整は困難であった。今後の

災害に向けて、自治体間では統括保健師間の連携の明確化と身近な支援人材関係団体との良好

な連携が災害時にも有効である。そのため、平時の支援関係団体と市町村との連携の強化や、

受援体制の整備が求められる。 

Key words：災害、本庁保健師、応援支援人材、連携 
 
Ａ．研究目的  

甚大な被害をもたらす災害発生時は、

急速に増大する支援ニーズに対し、地

元職員などの人材による対応には限界

が生じる。そのため、近年の災害時にお

いては、災害の発生後、自治体外の応援

人材を要請し、支援者との協働支援活

動が行われることが多くなり１）自治体

の防災部署に対し受援計画の作成の手

引が示されている２）。しかし、大災害時

の、行政組織内の分野間連携や需要・供

給のミスマッチが課題と指摘されてい

る３）。加えて、2019 年末、中国武漢地

域を起源に世界的規模で蔓延をもたら

している COVID-19 のような新興感染症

の発生時には、同時多発的に広域地域

での患者数の急速な増加や、支援者に

よる感染拡大のリスクなどの観点から、

複合災害時には自治体外部からの専門

人材の確保には限界が生じる。そのた

め、身近な地域で専門職の人材確保や、

効率的な支援体制整備を図ることが重

要となる。今後の我が国で発生が危惧

される大規模災害時や、令和 2 年度に

生じた、自然災害と新興感染症の複合

災害は、今後も危惧される現象である。

そのため、人材確保や体制整備の在り

方を解明する必要性は喫緊の課題とい
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える。そこで本研究では、近年、国内で

発生した災害時、都道府県本庁の保健

師を拠点とした、所属機関の異なる保

健師間の連携と、組織内外の人材確保

のための調整や、平時の関係者間の連

携の実態を把握し、今後の災害時の自

治体本庁保健師による応援人材確保や

効果的な連携のための示唆を得ること

を目的とする。 

 
Ｂ．研究方法  
１．調査対象  

近年発生した自然災害時に、応援人

材の確保やその調整に従事した経験を

有する都道府県本庁の保健師および、

本庁の保健師と都道府県内（圏域）の

関係団体との間における、支援人材の

確保・調整のための意図をもった関わ

りを担った、関連団体の関係者をヒア

リング調査の対象者とした。  
 

2. 調査内容  
２－１．都道府県本庁の保健師  

１）調査協力者の基本属性  
所属部署、職位、担当部署業務内容、

統括的立場の保健師の有無、所属の

保健師数など  
 ２）本庁と県型保健所、市町村間の連

携の実際  
被災後のフェーズ別における都道

府県本庁と県型保健所及び市町村の

各保健師間の連携の実際 

   なお、被災後のフェーズは「超急

性期」、「急性期・亜急性期」、「慢性

期」、「復旧復興期」に区分した。 

   また、連携の実際は、連携の発動

者、意図・目的、連携内容・方法（工

夫）、連携による成果、連携の背景に

ある組織体制、連携による課題、平

常時の連携についてたずねた。 

２－２．関係機関の職員 

１）調査協力者の基本属性 

機関名称、組織概要、職種、職位、担

当部署業務内容など 

２）組織団体から自治体への応援人材

の提供の経緯と活動の実際 

（１）応援人材の提供の経緯 

（２）応援人材の提供の期間、人数、活  

動内容 

（３）平時の自治体との連携 

（４）応援人材の提供に対する連携上

の課題や、応援人材の提供や連携

に必要な条件 

 

3. 調査データ収集期間  
2020 年 12 月～2021 年 3 月  

 
4. データ収集・分析方法  

インタビューは、調査協力者の許可

を得て録音し、録音データを逐語録に

おこし、質的記述的研究法を用い分析

を図った。なお調査データの収集にお

いては、新型コロナウイルス感染症の

発生状況を踏まえて、調査協力者と相

談の上、データ収集は WEB 会議機能を

用いたアリングを活用した。  
 

（倫理的配慮）  
インタビューの協力依頼にあたり、

調査協力者および、所属上司に対し研

究の趣旨、参加の任意性、データの管

理・保管の徹底、個人および組織に関

する守秘義務などについて文書を用い

て説明し、調査協力の承諾を得た。調

査日時や方法については、国内の新型

コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、

流動的に対応した。さらに、調査当日、

インタビュー開始前に、再度、研究の

趣旨、データの取り扱い、調査協力後

の事後撤回の保障と、その手続き方法

について説明した。得られた調査デー

タの分析においては、自治体名や回答

者などの個人が特定されることのない

よう、匿名性の確保に留意しデータを

処理した。なお、本研究の実施にあた

っては、研究代表者の所属する研究機

関の研究倫理審査委員会の承認を得た。 
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Ｃ．研究結果  
１．対象事例と調査協力者（表 .１）  
 近年発生した災害時において、支援人

材の確保をはかった、下記の 3 つの水害

時の本庁の保健師 4 名と、本庁保健師と

連携を図り専門職の支援人材を投入した

県内関係機関の担当者 1 名（事例 No.２）

の協力を得た。  
 
表１．調査事例と調査協力者  
事例 No １  ２  ３  
災害  
種別  

豪雨  
水害  

台風  豪雨  
水害  

発生年  2018 年  2019 年  2020 年  
 
保健師

１  

統 括 的

立 場 の

保健師  

課 長 補

佐 兼 看

護係長・

統 括 保

健師  

課 長 補

佐・統括

保健師  

保健師

２  
 係長   

地 元 関

係 団 体

協力者  

 職 能 団

体  
担当者  

 

 
2. 都道府県本庁と県型保健所の保健師

の連携 

１）超急性期 

①発動者・連携相手 

被災直後の発動者は全事例において

本庁統括保健師であった。事例１と

２では、県下全保健所の統括的立場

の保健師へ状況把握を行っていた。

一方、事例３は水害による被害が、県

下の一部エリアに限局されているこ

とがニュースなどの情報から事前に

把握できていたため、被害が想定さ

れる地域の保健所の統括保健師への

連絡に重点をおき初期情報を求めて

いた。 

②目的・方法 

・目的：全ての事例が被害の把握と、

応援の必要性の確認 

・方法：本庁からの架電による情報収

集であった。 

③連携による成果 

初期状況把握、応援人材調整可否

の判断に必要な情報の入手と手続き

の開始。 

④連携の背景にある組織体制 

・保健所統括保健師の明確化 

・災害時、保健師要請などに係る連絡

体制の明確化（県下・保健所―市町

村間） 

・本庁統括保健師は、前任者から引継

ぎの際に、緊急事態に備え、県下の

全保健所課長の連絡先（個人用携帯

電話番号）を集めておくように示唆

を受け、把握していた。 

⑤連携による課題 

・保健所の総務課（事務職）と、保健

師(専門職)間の災害支援に関する認

識の差による初期判断や対応の遅れ 

・被害が甚大な保健所との連絡は通

信網の被害により、かろうじて可能

な状況であった。（タイミングや被害

規模によっては不通となった可能性

が極めて高い状況であった） 

２）急性期・亜急性期 

①発動者・連携相手 

・被災直後の発動者はいずれの事例

も本庁統括保健師であり、連携先は

保健所統括的立場の保健師であった。 

②目的・方法 

目的 

・保健所統括保健師を介し、管内市町

村の被害や応援人材要否に関する情

報集約 

・超急性期の回答において、応援人材

は不要と回答のあった被害の甚大な

保健所への応援要否の再確認 

・超急性期に被害保健所管内のみに

連絡した事例３では、このフェーズ

で県下全保健所の統括保健師へ連絡

し、被害状況の確認と、応援可否の確

認 

方法 

・本庁からの架電 
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③連携による成果 

・県内応援人材の確保や方針の確立 

・被災保健所の状況や、初期判断の

変更の有無の確認と、その結果によ

る再調整 

④連携の背景にある組織体制 

・保健所の統括保健師は、管内市町村

の担当窓口となる統括保健師を把握

している 

⑤連携による課題 

・多様な応援スキームによる応援人

材調整の混乱 

３）慢性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は、本庁保健師 

・連携相手の主は、応援人材を要する

規模の被害のある被災市町村を管轄す

る保健所の統括保健師 

・本庁内から市町村統括保健師支援の

ために出向いた応援保健師 

②目的・方法 

目的 

・支援経過、課題、今後の方針などの把

握 

・関連する情報提供（県の方針、他保健

所や市町村の情報など含む） 

・応援派遣支援人材の調整 

方法 

本庁保健師からの架電 

③連携による成果 

・情報の共有 

・応援支援人材の調整 

・今後の活動方針の明確化 

・状況の変化に応じた人員（人数・体

制）調整 

④連携の背景にある組織体制 

・前フェーズと同様 

⑤連携による課題 

・把握実態（被害規模など）と現地職

員の支援ニーズとの乖離 

・被災地の担当者の心情を聴くことや、

方針決定には直接の対話ができる架電

が望ましい連絡方法であったが、電話

による対話が長時間になりがちであっ

た。 

４）復旧復興期 

①発動者・連携相手 

・発動者は、本庁保健師 

・連携相手の主は、前フェーズまでの

段階で、応援派遣人員を投入している

被災市町村を管轄する保健所統括保健

師や市町村統括保健師 

②目的・方法 

目的 

応援派遣終了にかかる調整 

方法 

架電、報告書（書式）、アウトリーチ、

支援経過などの検証のための研修会の

開催など 

③連携による成果 

・応援支援人材投入の終了 

・情報共有 

・活動の総括、検証 

④連携の背景にある組織体制 

・前フェーズと同様 

⑤連携による課題 

・支援者や第三者から、派遣終了が望

ましいと判断されるが、被災地は支援

継続の要望があるなど、見解の相違が

生じ本庁による直接的な調整を要した。 

・人材応援に関する市町村の統括保健

師の意向は、自治体組織（首長、人事

課、危機管理課など）の判断や意向も

反映され調整が複雑化した 

 

3. 都道府県本庁と市町村保健師の連携  

１）超急性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は、本庁保健師 

・連携相手は、中核市統括保健師 

②目的・方法 

・目的は、市内被害状況の把握と、

応援人材の必要性の確認 

・連携方法は架電 

③連携による成果 

・初期情報の把握 

④連携の背景にある組織体制 
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・中核市統括保健師との連絡体制 

・関係機関間の立地条件（本庁と保健

所設置市が近接していたためアウト

リーチが容易であった） 

⑤連携による課題 

・本庁からの人員要請に関する照会

より早期の段階で、現地では多数の

外部支援関連団体の Push 型支援に

よって混乱が生じていた。  
 

２）急性期・亜急性期 

 ①発動者・連携相手 

・発動者は本庁保健師、県内市町統

括保健師（市町村保健師協議会代表

者、受援経験被災地統括保健師数名） 

・連携相手は、県保健所統括保健師

を経由して市町保健師 

②目的・方法 

目的 

・被害状況の把握 

・応援人材調整 

・市町村の災害時保健活動内容の把

握（活動内容が不十分と考えられた

ため） 

・市町村保健師協議会代表者、受援

経験被災地統括保健師は、過去の災

害時の受援経験を踏まえ、被災地の

ニーズの確認、応援支援の申し出

（push 型）のため 

方法 

・架電 

③連携による成果 

・県と中核市、各々の役割分担  
・組織間連携方法の確立  
・必要な保健活動や活用できる資源

（県保健所連携、外部応援など）の

理解  
④連携の背景にある組織体制 

・県・市合同会議開催 

・受援経験のある市町保健師 

⑤連携による課題 

・非被災市町の保健師から応援の申

し出が早期に入ったが、本庁として

は市町村保健師の応援体制の調整を

行う余裕はない時期であった。  
・県内応援市町村保健師は支援実日

数が１～３日と短期交代であるため、

受援側のニーズ（同一者による長期

支援）とは乖離が生じるため、導入

は困難であった。  
 

３）慢性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は被災保健所統括保健師、 

本庁保健師 

・連携相手は、本庁統括保健師 

受援市町村統括保健師 

②目的・方法 

・目的：居住地域（市）をこえた

避難所への避難者や、みなし仮設

住宅入居者などへの支援方針につ

いて検討する必要が生じたため 

・方法：災害救助法を適応した市

町の統括保健師を対象とした、本

庁主催による市町統括保健師会議

の開催 

③連携による成果 

・被災地活動に関する情報提供、各

地域の状況の共有  
・直接、率直な意見を傾聴する機会

を設けることによる心理的サポート

効果  
・管内保健所と市町村間の連携に課

題が生じていたため、保健所の参加

は意図的に設けず、そのことで率直

な意見交換や、仲間意識、共感、情報

共有、市町間の連携が良好となる効

果が認められた。 

・応援保健師などの受援（オリエン

テーションなど）準備、依頼業務や

体制の整理と受援開始 

④連携の背景にある組織体制 

・自治体間応援協定 

⑤連携による課題 

・県内の非被災市町との温度差。

（被害が限局的な保健所保健師から
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会議開催の要望があるが、被災の影

響の大きな保健所保健師は会議参加

などへの物理的・心理的に余裕がな

い。） 

・市町統括保健師会議は、保健所と

管内市町村の相互の信頼関係が崩れ

ていたため、合同では実施できなか

った。 

・政令市と県本庁間の連携はない 

 

４）復旧復興期 

①発動者・連携相手 

・発動者は本庁保健師 

・連携相手は、保健所保健師、市町村   

統括保健師 

②目的・方法 

目的 

・災害支援活動など状況の共有 

・受援終了判断含む今後の活動方針

の検討 

方法 

記録、電話、支援者報告など 

③連携による成果 

・情報共有、人員要請に関する方針の

合意形成がスムーズになった。 

・今後の活動方針の明確化 

④連携の背景にある組織体制 

・発災後、半年程度の時間が経過して

おり、振り返りの機運が持てる時期

であった 

⑤連携による課題 

・特になし 

 

4. 都道府県本庁と関係団体との連携 

１）超急性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は本庁保健師 

・連携相手は県職能団体支援調整担

当者 

②目的・方法 

・目的：応援人材要請に向けた情報

共有 

・方法：電話 

③連携による成果 

・被災地市町村自治体へ、関連団体支

援人材の必要性の把握の開始 

④連携の背景にある組織体制 

・自治体と団体間の災害協定締結 

・担当者同士の平時の良好な関係性 

⑤連携による課題 

・要請の判断を求められた被災市町

村が支援人材活用について知識が乏

しく判断する余裕がなかった 

 

２）急性期・亜急性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は保健所統括保健師から本

庁保健師への照会 

②目的・方法 

・目的：被災地支援を開始している

DPAT から、保健師に対し、避難所を

巡回するように指示があるが、どの

ように対処すればよいのか当惑して

いるため照会があった 

・方法：電話 

③連携による成果 

・情報共有 

本庁は保健所からの照会によって、

被災地の外部支援の実態を把握した 

・支援方法や方向性の確認 

④連携の背景にある組織体制 

・県自治体内の災害支援計画 

（受援調整の原則） 

⑤連携による課題 

・多様な支援団体の早期 push 型支援

や、それらの実態に関する本庁内で

の共有不足 

 

３）慢性期 

①発動者・連携相手 

・発動者は保健所保健師（市経由） 

・連携相手は、県職能団体支援調整担

当者 

②目的・方法 

・目的：支援団体の避難所における活
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動の位置づけの確認 

・方法：電話 

③連携による成果 

・県からの要請に基づく災害支援活

動として位置づけを明確にする 

（費用の求償対象となるよう手続き

の開始） 

④連携の背景にある組織体制 

・災害時協定締結 

⑤連携による課題 

・支援組織と協定に基づく災害時の

具体的な方法が共有されていなかっ

たため、県の要請を待たず支援団体

の独自判断で直接避難所での支援活

動が開始されていた。 

 

４）復旧・復興期 

①発動者・連携相手 

・連携の発動者は災害医療コーディ

ネータ 

②目的・方法 

・目的：甚大な被害のあった市町村へ

の、継続的な支援のための調整 

・方法：担当者からの提言 

③連携による成果 

・甚大な被害のあった市町村に継続

的な支援体制が必要と判断し、救護

班として保健師の１か月避難所巡回

のため人材派遣の提案を受けた 

・他都市などの派遣保健師終了後、支

援団体による切れ目のない支援が受

けられた 

④連携の背景にある組織体制 

・県災害医療コーディネータ 

（地元の顔の見える関係性） 

・豊富な災害支援実績 

⑤連携による課題 

・特になし 

 

5. 平時の保健師間の連携、関係団体と

の連携 

１）本庁と県型保健所・市町村情報共有 

・毎年度当初、災害時の調整役割担

当窓口の確認、市町村情報（人口規

模 避難所、場所などの地区情報）

について県型保健所を通じ管内の全

市町村の情報を集約し、一覧を作成

し県下の自治体へ共有 

２）本庁と政令市・中核市 

・本庁保健師の所掌業務が、災害対

応と人材育成であり、平時から人材

育成に関し、県と政令市の統括保健

師が協議する機会があった。 

３）本庁と保健所保健師間 

県内人材育成、マニュアル検討など 

４）本庁と市町村管理的立場の保健師間 

・平時事業（市町村管理者フォロー

アップ研修会など）の企画・実施を

通し、顔の見える関係性が構築され

ていた 

５）保健所と市町村保健師間 

・管内保健師研修会 

・圏域単位での災害マニュアル作成

や改定 

６）本庁と県内支援団体 

・支援従事者研修（支援関連団体主

催） 

・過去の災害支援実績 

・災害対策委員会の委員を本庁所管

課の職員が務めている 

（委員相互の交流） 

７）本庁と大学など教育機関 

・教育実習指導、研修、研究など 

 

6. 災害時における保健師間の連携、人

材の確保と活用に対する関係団体と

の連携における課題 

１）統括保健師に関する課題 

・本庁統括保健師の機能強化 
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・保健所統括保健師の受援や調整

に係る役割の理解（本庁、市町村

との連携役割含む） 

・市町村統括保健師の分野横断役

割体制整備、所属の理解 

２）保健師に関する課題 

・災害支援活動や受援に関する知

識不足 

・組織間連携の重要性やその方法

に関する認識不足 

・分散配置されている市町村保健

師の災害時の体制整備の困難性 

・被災地自治体保健師による、外

部支援者に対するイニシアティブ

の不足 

３）情報の集約に関する課題 

・現地の状況や課題について、タ

イムリーな本庁への情報集約が困

難 

・保健所統括保健師の、本庁への

報告の必要性に対する認識不足 

・県外応援の多様なルート、早期

push 型支援による混乱 

４）受援の仕組みに関する課題 

・総務課（事務職）と、保健師間

の災害支援に関する認識の差 

・政令市や保健所設置市は、独自

の方針や受援が行われるため、全

県下の把握や方針の決定が困難 

・中核市が医療圏域上、一般市に

相当し、災害時の医療体制整備に

おいて複雑性が生じる 

・感染症と災害対策の複合災害時

は、人員確保の困難性が高まる 

５）関係団体に関する課題 

・支援団体との災害協定に関する

認識の相違 

 

7. 連携に必要な条件や工夫 

・県下の全体像（課題、今後のニー

ズ）の把握を目的とした報告の仕組

み 

・全県を調整する統括保健師の機能

強化体制（複数の職員によるチーム

体制） 

・自治体関係機関間の立地条件（物

理的距離）、物理的に近接関係であ

ることは本庁からのアウトリーチを

容易にし、結果、良好な連携が可能

となる 

・県、保健所、市町村、各所の統括

保健師間の日頃の良好な関係性 

・外部専門家の活用。（第三者によ

る助言が、本庁所管部の方針に反映

され、人事サイドを含め協力が得ら

れ具体的な進展につながった。） 

 

８．県内関連団体から自治体への応援人

材の提供の経緯と活動の実際 

１）応援人材の提供の経緯 

・被災後、本庁保健師が県下の自治体

へ関連団体応援人材の要請に関する照

会を行うが、いずれの市町においても

支援要請はなかった。 

・要請不要との回答であったが、組織

の副会長（市退職保健師）が市の統括

保健師へ直接連絡し、支援人材の活用

をすすめた。あわせて本庁保健師から

も支援制度の説明と推奨を図った。こ

のことが、市の保健師トップの意思決

定の後押しとなり、関連団体の応援人

材の支援が開始された。 

２）応援人材の提供の期間、人数、活動
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内容について 

①期間：発災 1 週間後～避難所閉鎖時

期 

②人数：看護師 2 名/1 組 

③支援活動拠点：市内に開設された 3

か所の避難所のうち最も避難者数の多

い避難所（学校体育館） 

④目的：避難住民の健康管理 

⑤活動内容：住民の健康管理、必要時

受診調整、個別カルテ作成・様式の改

訂、ミーティング参加など 

⑥自治体と支援団体の連携： 

・関連団体組織代表者と本庁統括 

・応援人材看護師と関連団体組織担

当者 

・応援人材看護師と被災市保健師

（避難所担当保健師） 

・連携方法：ミーティングや記録を

用いた情報共有 

⑦応援人材の提供による成果 

・避難住民の健康管理、二次的健康

被害の予防（感染症対策、ADL 低下

防止、こころのケアなど） 

・市保健師の避難所固定配置の解消

（本来業務への移行） 

⑧応援人材の提供を可能とした背景 

・自治体と関連団体組織間の災害協

定 

・関連団体組織主催の養成研修 

・支援看護師、所属機関の理解 

・協会副会長（元市 PHN）と県保健師

による市保健師の意思決定の後押し 

⑨課題 

・市の受援体制整備の不備 

・市保健師の支援人材に関する理解

不足 

・市保健師の受援判断・意志決定の遅

れによる、支援人材の投入の遅れ 

・活動に関する情報共有の機会（必要

性の認識不足） 

・最も大きな被害が生じたが支援人材

の活用を不要とした市があり、その判

断の適否については事後検証が必要で

あると思われた 

３）平時の自治体の保健師との連携の機

会や場面 

・  支援団体と県庁統括保健師は、委託

事業（打ち合わせ・運営）、県の研修

会場としての施設の提供、情報交換

を行う機会は日常的にあり、双方の

意志疎通は良好である。 

４）災害時における、応援人材の提供に

対する連携上の課題 

・自治体保健師の支援組織や制度に関

する理解の向上 

・情報共有、支援の方向性の明示 

・支援団体組織代表などによる保健対

策本部などへの参画の必要性 

・リーダーの受援の意思決定力 

・専門職としての判断力と事務職等へ

の提言力の向上 

・  平常時に、支援従事者養成研修、フ

ォローアップ研修会を定期的に開催

しているが、保健師の参加は低い。 

５）応援人材の提供や連携に必要な条

件、可能な工夫や対応とは 

・保健師の災害時の受援の想定（支援

関連団体、支援スキームなどに関する

理解の強化） 

・看護職間、協働による成果の理解 

他者に頼らず、自組織で頑張る、とい

う考え方も重要ではあるが、住民のた

めに本来の業務の考慮、状況に応じた

支援者の有効活用についての理解や、

受援のための適切な意思決定力の向上

が望まれる。 

・支援団体組織と市町村の連携の工夫 
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支援団体の支部長や支援人材登録看護

師などが、自治体の主催する訓練に参

画するなどを平時の連携の機会の創設 

 

Ｄ．考察 

１．本庁統括保健師の連携先および連携

の手段・方法について 

本庁の統括保健師の主な連携相手は、

自治内部においては、保健所の統括保健

師であった。また、自治体内の支援関連

組織団体との連携先は、支援組織の調整

担当者であった。 

災害時の関係者間の連携の手段は電話

が主であった。しかし、ライフラインの

被害の甚大な災害時には、不通になるリ

スクがあることや、休日や夜間の発災時

は、所属部署への連絡は困難であり、個

人の携帯など、連絡先を把握するまでの

平時の連携が直後の連絡に功を奏してい

た。また、人材活用の状況や、方針に関

する齟齬が生じた際には、本庁から直

接、現地へ出向くアウトリーチの手法を

とることや、関係者間の集う会議などを

開催し情報共有の工夫を図っていた。ま

た都道府県本庁の連携先は先述のとお

り、主は県保健所である。県保健所が管

内市町村の状況の把握や調整を行い、そ

の結果が本庁へ集約される連携が主であ

ったが、保健所と市町村間の意思疎通な

どの課題が生じた場合や、より強力な介

入が必要と判断した場面でが、本庁から

ダイレクトに市町村へ介入する必要があ

った。保健師の支援人材の確保や活用に

関して、市町村内部の総務部や防災部署

などとの見解の相違に対しても、本庁に

よる直接の介入が必要な場合が生じてい

た。 

 

２．支援人材確保のための関係機関間

の効果的な連携 

１）本庁と県内自治体間 

 本庁統括保健師の主な直接の連携者は

県型保健所の統括保健師であったが、保

健所設置市や市町村との連携を要する場

合も、連携者は統括的立場の保健師であ

った。統括保健師は、厚生労働省健康局

長通知「地域における保健師の保健活動

について」４）が改定時に必要性が示さ

れ、全国の自治体においても配置に向け

た整備が進められてきている５）。災害時

に統括的立場の保健師に期待される役割

として、情報集約、意思決定などの責務

が定着してきているといえよう。一方、

特に市町村の自治体内で多様な部署に分

散配置がなされている保健師を分野横断

的に災害時の体制に切り替えることの困

難性は課題として挙げられ、連絡の窓口

としての役割は果たせるが、平時と異な

る体制のリーダーとしての責務と権限に

限界があることが、連携上の困難であっ

た。このことは、過去の市町村保健師の

災害時の活動の検証からも指摘されてい

る６）。そのため平時から、自治体内部の

関係者間の理解と、災害時の対応方針・

計画としてのより明確な位置づけが必要

と考えられる。 

 

２）自治体と支援関連団体間 

 都道府県本庁保健師と、県内支援関連

団体の担当者間は、日常の業務を通じた

接点も多く、顔の見える関係性が構築さ

れていた。このことが、災害後の受援に

かかるコミュニケーションをスムーズに

する要因となっていた。しかし、第一線

の被災地である市町村では、災害支援や

支援関連団体の活用に関する認識が十分

ではないことが影響し、受援の判断を含

むプロセスには課題が認められた。市町

村保健師との日頃の関係性を構築するた

めの、関連団体の主催する研修会などへ

の保健師の参加の工夫や、地域支部単位

での連携などの強化が、災害時の連携の

ために有効ではないかと示唆された。ま

た、災害時、本庁保健などの部署で設置

され、保健医療調整本部会議などへ、支

援団体代表者として参画した事例はみら

れなかった。しかし、関係団体の代表者

にはその必要性の認識があった。本庁は

県内自治体や県内外の多様な支援関係者
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との連携に終始しがちであるが、多様な

関係者間の意思疎通や全体像の理解がよ

り効果的な支援人材の確保と調整に有効

であると思われた。 

 

Ｅ．結論 

災害時、都道府県本庁保健師による応

援支援人材確保のための組織内外の連携

の実態や、平時の関係者間の連携につい

て把握し、今後の災害発生時の必要な人

材確保や、効果的な支援活動のための連

携の在り方についての示唆を得ることを

目的に、応援支援人材の調整に従事経験

のある本庁保健師や支援団体関係者を対

象としたヒアリング調査を実施した。 

結果、本庁統括保健師を拠点とした自

治体内部の行政組織間においては、本庁

保健師と各部署の統括保健師との連携が

核となり、情報収集や、人材確保のため

の調整が実施されることが一般的であっ

た。しかし各組織間の見解の相違、意思

決定の憂慮などが生じた際には、本庁よ

り直接現地へ出向いて実態を把握するこ

とや、関係者が賛同する場を設けること、

あるいは、保健師の上位の立場にある意

思決定者へ働きかけるなどの工夫が必要

であった。 

県内の支援人材組織団体においては、

日頃より支援人材の教育・研修に加え、

都道府県本庁の所管部署の保健師とは、

平時の連携の機会を通じ連携は良好であ

った。そのため、災害時の人材確保にか

かる初動も早期に行われた。しかし、人

材を受け入れる必要のある被災市町村は、

支援人材への理解が乏しく、受援判断が

困難な状況にあった。関係団体と、市町

村との平時の連携体制の強化が一層必要

である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 

 

 

 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 
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災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における保健師間の連携と応援人材の確保－調査２：都道府県型保健所の保健師

及び関係団体へのヒアリング調査 
 

研究分担者 雨宮 有子（千葉県立保健医療大学・准教授） 
 
研究要旨 
 本分担研究の目的は、連携を活かして災害時の保健活動推進を図った都道府県型保健所の対応

事例（好事例）を対象にヒアリングを行い、保健師間の連携内容・方法、同都道府県内の関係団

体からの人材確保と活用および、それらの実現に必要な基盤となる体制や関係を明らかにするこ

とである。そのため、都道府県型保健所の統括的立場にある保健師と地元関係団体の連携調整者

に半構成インタビューを行った。結果として、3 自治体 7 保健所 9 名の保健師から聴取できた。

災害の種類は、風水害 2 件と地震 1 件であった。地元関係団体の連携調整者は、地震において災

害支援ナースの派遣に携わった看護協会の看護師 2 名から聴取できた。連携内容としては、A.ス
ムーズな災害対応開始、B 状況・実態把握、C 保健師役割の自覚化、D 応援・受援体制整備、E
災害活動拠点の立ち上げと機能強化、F メンタルヘルスケア、G 災害サイクルに合わせた活動・

受援の見直し、H 将来の災害時保健師活動のアシスト、I 被災経験から保健師活動を学び確認し

強化すること、J 災害時に保健活動しやすい自治体の体制整備、という目的に向かい 54 の連携

内容が整理された。また、災害時の連携の基盤として必要な連携体制や関係は、ア. 災害対策マ

ニュアル等の存在と共有・認知、イ. 保健所長の保健師活動への理解と発言、ウ. 保健所統括保健

師の保健活動裁量権、エ. 保健所保健師応援体制の明確化、オ. 市町村および市町村保健師の災

害対応力、カ. 災害時に保健所保健師と市町村保健師が一緒に動くことにより醸成される共通認

識、キ. 日常業務で培われた保健所保健師と市町村保健師の顔の見える信頼関係、ク. 県内保健

師等応援体制、ケ. 被災地保健師の活動(連携含む)の質を担保する外部災害エキスパートの存在

と配置体制、が抽出された。 
 
 

Ⅰ．研究目的 
 本研究の最終目標は、災害時の保健活動の推

進のために、都道府県及び保健所設置市等の本

庁、保健所、市区町村による、所属機関の異な

る各保健師間の連携において強化すべき内容、

方法を、圏域（都道府県）内の関係団体との連

携による人材活用を含めて明らかにし、災害時

の連携体制の構築に役立つガイドラインを作

成することである。 
この最終目標に向けて、本分担研究では、連

携を活かして災害時の保健活動推進を図った

都道府県型保健所の対応事例（好事例）を対象

にヒアリングを行い、保健師間の連携内容・方

法、同都道府県内の関係団体からの人材確保と

活用および、それらの実現に必要な基盤となる

体制や関係を明らかにする。 
 
Ⅱ．研究方法 
1．調査対象 
 都道府県本庁、保健所、市町村の各活動拠点

間の連携を活かして災害時の保健活動推進を

図った対応事例（好事例）を、先行文献検討お

よび研究組織のメンバー間（分担者及び協力者）

の協議により候補事例として選定した。その際、

過去 5 年以内に発生した激甚災害の指定を受

けた自然災害及び東日本大震災を選定基準と

した。そして、以下の 1）及び 2）を調査対象

者とした。 
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1） 統括的立場にある自治体保健師 
候補事例において、所属機関の異なる保健師

間の連携調整および活動全体の統括を担った、

保健所保健師（統括的立場あるいは管理的立場

の保健師）で、本調査への協力に同意が得られ

る者。 
2） 地元関係団体の連携調整者 
候補事例に対して応援人材を提供した被災

地都道府県内の関係団体において、保健所保健

師との間の連携調整に携わった者で、本調査へ

の協力に同意が得られる者。 
 
2．調査方法 
1）インタビュー調査 
まず、自治体（保健活動拠点）へ行い、次い

で、保健活動推進にかかる人材確保と活用にお

いて連携した関係団体 2 か所程度を選定し行

った。その際、新型コロナウイルス感染症蔓延

下にあることを考慮し、対面、WEB 面接、電

話による聞き取りのいずれか、あるいは併用を、

インタビュー候補自治体および関係団体と相

談の上、決定した。 
2）調査内容 
保健所保健師の立場、関係団体の立場から、

連携の実際（連携の発動者、連携の意図・目的、

内容、方法（工夫）、成果（災害時の保健活動

への寄与）、連携にあたっての組織的な体制、

課題、平時からの連携、に焦点を当て、聴取し

た。 
（1）事例の基本情報：①ヒアリング対象者の

属性（機関・部署、職種・職位、経験年数、組

織構成）、②既存資料からの収集：災害の特性

（災害種別、発生年、災害の大きさ、地域特性、

被害規模（死者数、負傷者数、避難者数）） 
（2）調査事項 
 連携項目、発災後の時期、保健師の立場（統

括保健師、実務保健師など）に着眼しながら調

査を行った。 
①連携の実際：発災後の各時期における保健師

間、圏域内の関係団体との連携の実際（連携

の発動者、連携の意図・目的、内容、方法（工

夫）、統括保健師、管理的立場にある保健師、

実務保健師の各立場における連携、成果（連

携による保健活動への寄与、連携の背景にあ

る組織的な体制、課題 

②圏域内からの人材の確保と活用：上記①の圏

域内の関係団体との連携の実際のうち、人材

確保と活用にかかわる連携、活動拠点の異な

る保健師間の連携の実際と課題 
③平時からの連携：所属機関の異なる保健師間、

各所属保健師と関係機関 
④連携における課題：所属機関の異なる保健師

間、各所属保健師と関係機関 
3）分析方法 
（1）異所属の保健師間で「何のためにどのよ

うな方法（工夫）による連携が必要か」をデー

タとして抽出し、内容を、発災後の時期別に、

意図・目的、連携の主体を項目化して構造的に

整理した。圏域内の関係団体との連携による人

材確保と活用は、別途整理し統合した。 
（2）「（1）の基盤として必要な組織体制や平時

からの関係は何か」をデータとして抽出し、内

容を整理した。 
 
（倫理的配慮） 
1） 研究協力施設の許可を得る手続き 
候補事例の都道府県型保健所の長宛に紙面

により研究協力依頼を行い、統括的立場等にあ

る保健師へのインタビューの実施について許

可を得た。 
候補事例に対して応援人材を提供した団体

の機関長（代表者）宛に紙面により研究協力依

頼を行い、保健活動拠点の保健師との間の連携

調整に携わった者へのインタビューの実施に

ついて許可を得た。 
2） 研究対象者の承諾を得る手続き 
研究者より、統括的立場等にある自治体保健

師および関係団体の連絡調整者に対して、研究

の目的、調査方法、倫理的配慮（研究協力は自

由意思によること）について、口頭（電話）及

び文書により説明を行った。2 週間以上経過し

た後に、最終的な研究協力の諾否を確認すると

共に、同意書を取り交わした。 
なお本調査は、研究代表者の所属する千葉大

学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認

を得て実施した（承認番号 R2-36）。 
 
Ⅲ．研究結果 
1．対象者の概要 
 3 自治体 7 保健所 9 名の保健師から聴取で
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きた。災害の種類は、風水害 2 件と地震 1 件

であった。 
地元関係団体の連携調整者は、地震におい

て災害支援ナースの派遣に携わった看護協会

の看護師 2 名から聴取できた。 
 
2．連携状況 
1）災害時の異所属の保健師間の連携内容・方

法 
 災害時の保健活動推進のために必要な、同

都道府県内異所属の保健師間の連携の内容

は、発災後の時期別・主な連携目的別・連携

発動者別に、表 1 のように整理された。以

下、表 1 における主な連携目的は「」、連携内

容は『』で示す。 
（1）発災直前 
A. スムーズな災害対応開始 
災害対応開始 
 風水害においてのみ「発災直前」の連携内

容が聴取できた。台風等の風水害は気象予報

等で事前に予測ができるため、事前に準備す

ることが可能であり、そこでの連携した準備

が有効であることが明らかになった。特に同

シーズンに重ねて風水害が生じる場合、数日

間の時間的余裕をもって、保健所応援体制や

応援要請の手続き・要請様式など、より具体

的に必要なことの再確認ができるため満を持

して風水害に向かえていた。 
（2）超急性期 
B. 状況・実態把握 

発災当日は、災害の規模が大きいほど、行

政保健師自身が被災していたり、通勤経路お

よびその交通機関が遮断されていたり、停電

等により通信手段も途絶えていたりすること

があった。そのため、発災当日、まず地域の

被災状況確認のための連携が保健所保健師か

らされていたが、即時の網羅的で詳細な状況

把握は困難で、発災後数時間後もしくは翌日

に電話での状況把握や情報共有が限界となっ

ていた。また、それを実施できるのは、保健

所にたどり着けた者になるため、近隣に居住

している保健師、概して年齢の若い（保健師

経験が浅い）保健師になることが多いことも

わかった。 
（3）急性期・亜急性期 

B. 状況・実態把握 
全調査対象保健師が、「被災地に身を置いての

実態把握による課題共有から必要な支援活動

を見出すこと」の重要性を回答した。『半日～

1 日程度、被災市町村に滞在して保健師の話

を聴き、一緒に動き、課題を共有すること』

が必須であり、それは課題の抽出ではないと

述べられた。また、『そこで捉えた被災状況と

保健師の気持ちや活動の大変さをもとに受援

の必要性や内容を具体的に伝え少し背中を押

し、各市町村の受援体制を整えていく』と、

課題共有をもとに少し押すことの必要性も語

られた。そして、これらは、統括保健師だけ

でなく被災市町村支援にあたる全保健所保健

師の基本的な態度・連携の仕方であると述べ

られた。災害の規模が大きい時の被災状況・

実態把握に関する保健師間の連携について

は、DMAT 等の情報を活用することで早く進

められることも示された。 
C. 保健師役割の自覚化 

市町村保健師が、災害支援活動や受援をす

るにあたり、「市町村保健師自身の災害時保健

師役割の理解と適切な実践」を意図した連携

が必要とされた。ここでは、マニュアルに示

されていないから市町村保健師の仕事ではな

いという発言や、やっぱりマニュアルに書い

てあったという訂正があったこと、その間、

誰も避難所管理を担わず感染対策がされてい

ない状況があったことが報告された。 
D. 応援・受援体制整備 
応援・受援体制整備のための連携は、応援

保健師等の所属や災害の規模により多様であ

った。 
特に「応援最優先以外の自治体支援」で

は、他と比べ被害が少ない自治体の保健師自

身が不安や困難を抱えていても遠慮するこ

と、保健所保健師も実態把握が不十分なまま

県外応援を導入し応援が機能しないことや混

乱が生じたことが報告された。 
「局所限定的被災時の市町村保健師の災害

支援体制整備」では、被災規模が局所限定で

あり通常業務を実施できる状況に対し、通常

業務はスタッフ保健師が行い、災害対応を保

健師リーダーだけが担う体制をとった結果、

スタッフ保健師は被災状況や災害支援方法・
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内容を全く知らず、リーダー保健師のみが疲

弊した状況が起きていたことが報告された。 
また、「適切な受援導入」では、保健師活動

の応援人材としての災害支援ナース 1）の導入

が全調査対象自治体において実施されてい

た。調査対象 2）の看護協会看護師によれ

ば、災害支援ナースは過去の災害で複数の活

動実績があり、全国・都道府県の両レベル

で、看護師の実践力強化および災害支援ナー

ス自身と派遣元医療機関へのケアも含めた応

援体制も整備されている。また本庁と応援に

関する契約がされている自治体も多く、シス

テム化された応援がスムーズに行われる現状

にあることが明らかになった。 
E. 災害活動拠点の立ち上げと機能強化 
 特に、大規模災害においては、「早期の災害

活動拠点づくりと強化」に関する連携が必要

であることが述べられた。災害規模が大きい

ほど、全体の被害状況の掌握が困難であり、

同時に多種多様な多くの応援者が多様なルー

トで随時五月雨式に入ってくる。そこで、実

際に、発災後 3 日目に被災自治体内に活動拠

点を定め、応援者約 20 団体 100 名程度が一

堂に会し自己紹介を行う機会を作ることで、

一体感が生まれ『心を一つにして主体的効果

効率的に活動できる』ことへつながったこと

が報告された。結果的にその集まりは 2 時間

程度かかったが、その時に初めて皆が仲間に

思え、これでもう大丈夫、皆に相談すればで

きるのだと心強くなったと述べられた。そし

て、その活動拠点が、その後の「被災市町村

保健活動支援ニーズの吸い上げと全体調整」

の要の場となり、被災地保健所保健師と市町

村保健師の効果効率的連携に大きく機能した

ことが報告された。 
（4）慢性期 
F. メンタルヘルスケア 
 亜急性期から、「市町村職員のメンタルヘル

ス支援」のための連携が必要とされた。ここ

では、『本庁保健師は被災地保健所保健師へ、

災害対応の長期化に伴う市町村職員の疲弊が

あることを伝え、それへの対応として PSW
の配置を提案し、調整を依頼する』。また、

『被災地保健所統括保健師は市町村保健師リ

ーダーへ、メンタルヘルスを保持するための

方法を伝え、実施できるようにする』という

ように、重層的に進められていた。一方で、

被災地自治体職員には、災害支援中に休むこ

とへの抵抗感・罪悪感が生じることがあり、

他地域では交代で休みながら支援している事

実を伝えることで休養を取る体制整備が進ん

だことも報告された。 
（5）復興期 
G. 災害サイクルに合わせた活動・受援の見直

し 
 災害サイクルの慢性期から復興期への進展

に伴い、「保健所役割の確認」や「応援体制の

再編」、「受援終了」「復興期支援活動へのシフ

ト」に関する連携が必要とされた。 
H. 将来の災害時保健師活動のアシスト 
 一連の災害支援活動における連携内容とし

て、「保健師は、現在の災害時にしっかりと連

携して保健師活動を行うことで、他者から保

健師の役割機能の理解と信頼を得て、将来の

保健師活動の機能・協働を促進する」ことが

示された。 
（6）復興期から平時 
I. 被災経験から保健師活動を学び確認し強化

すること 
 復興期から平時にかけて、「被災経験から災

害保健活動を学び共に育つ」ために、保健所

管内・都道府県内または全国の報告会や学会

で、活動報告や学びの共有を複数回行うこと

が示された。それらは、保健所統括保健師が

異動した先の保健所管内でも実施されている

ことが、調査対象の全自治体で報告された。

そして、平時の「保健師力強化」を目的とし

て、『保健師対象の避難訓練』、『日頃の活動の

中での災害時の想定』、『災害時に機能するソ

ーシャルキャピタル醸成や住民主体活動の意

義や必要性、具体的な醸成方法や関係づくり

方法の伝授』に加え、『多くの保健師が応援経

験を積めるように応援体制を組む』こともさ

れていた。 
この『多くの保健師が応援経験を積めるよ

うに応援体制を組む』に関連して、急性期・

亜急性期の D「応援・受援体制整備」のため

の「局所限定的被災時の市町村保健師の災害

支援体制整備」、慢性期から復興期の G「災害

サイクルに合わせた活動・受援の見直し」の
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ための「応援体制の再偏」においても、同様

の教育的配慮がされていた。 
J. 災害時に保健活動しやすい自治体の体制整

備 
 この目的に向かい、『保健所統括保健師、市

町村保健師リーダーの双方の立場から市貯村

防災担当課担当者へ必要性を伝える』必要性

が示された。 
 
2）圏域内の関係団体との連携による人材確保

と活用 
 調査対象 3 自治体において、災害時に応援

人材を派遣し、被災地の保健活動を応援する

役割をとった被災都道府県内の関係団体（以

下、地元関係団体）は、風水害において 1 自

治体で 3 か所（看護協会、社会福祉士会、病

院）、地震において 1 自治体で 2 か所（看護

協会、社会福祉協議会）であった。 
 
3）災害時の連携の基盤として必要な組織体制

や関係 
 災害時の保健活動推進のために必要な同都

道府県内異所属の保健師間の連携の基盤とし

て必要な組織体制や関係（以下、連携基盤）

は、9 つのカテゴリに分類された（表 2）。各

連携基盤に関わる連携者別にみると、6 種類

に整理できた。 
表 2 における活動基盤のカテゴリは、表 1

に統合して示した。ただし、表 1 の連携内容

の基盤として必要なものとして語られたもの

だけを対応させており、すべてを再分析した

ものではない。 
 
Ⅳ．健康危険情報 
   なし 
 
Ⅴ．研究発表 
 1.  論文発表 
  なし 
 
 2.  学会発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
  なし 
 
Ⅵ．知的財産権の出願・登録状況 
  なし 
 
＜引用文献＞ 
1）公益社団法人 日本看護協会：災害支援ナ

ース. 
https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/s
aigai/index.html. 
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表１. 保健所保健師の立場からみた同都道府県内保健師間の連携内容（発災後の時期別、主な連携目的別、連携発動者別） 

時
期 

同都道府県内保健師間の連携内容：何のためにどのような方法（工夫）による連携が必要か 

活
動
基
盤 

主な連携目的 連携内容 

連携発動者：●被災地保健所統括保健師、〇被災地保健所保健師、 

■被災市町村保健師リーダー、▲本庁統括保健師、✕地元関係団体 

下段の「・」：連携時のポイントや具体的内容 

相
手 

発
災
直
前 

Aスムーズな 

災害対応開始 

●台風被害発生時に即時スムーズに必要な活動ができるように、台風上陸 2日前に、保健

所統括保健師等が管内市町村保健センターを訪問し、市町村保健師リーダーと、以前の被

災体験での課題を踏まえ予測できる必要な対応（避難所運営・保健活動・保健所保健師の

応援体制）について打ち合わせる。 

・保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダーへ、県外応援保健師を要請可能であるこ
とを伝え、応援要請用紙を渡し、必要時すぐ要請することを確認する 

・保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダーへ、在宅療養難病患者（避難行動要支援
者）の災害対応準備の状況確認をする 

■
 ア 

超
急
性
期 

Ｂ 
状
況
・
実
態
把
握 

可能な範囲の

状況把握・情

報共有 

〇発災当日、出勤できた被災地保健所統括保健師等は、管内の被災状況や応援の要否を確

認するために、管内市町村保健師リーダー等へ電話し、状況把握・情報共有する。 

・発災当日、出勤できた被災地保健所保健師は、在宅療養難病患者等（在宅避難行動要支
援者）の状況を確認するために、管内市町村保健師リーダー等へ電話し、状況把握・情
報共有する 

■
 ア 

イ 
ウ 
エ 

〇発災当日、被災地保健所統括保健師等は、必要な保健活動ができるように、本庁統括保

健師へ、管内の被災状況・保健活動状況・応援の要否を FAX・電話で連絡する。 
▲ 

▲発災当日、本庁統括保健師は、被災地保健所統括保健師が既定の本庁への報告や受援の

必要に気付けるように、被災状況報告を電話で求め応援の必要性を確認する。 
● 

急
性
期
・
亜
急
性
期 

被災地に身を

置いての実態

把握による課

題共有から必

要な支援活動

を見出すこと 

▲本庁統括保健師は、被災地保健所統括保健師等が既定の本庁への報告や受援の必要に気

付けるように、在宅避難行動要支援者の状況や応援の要否を電話で確認する。 
● ア 

イ 
ウ 
エ 
カ 
キ 

●急性期に、保健所として組織的包括的に市町村保健活動支援をするために、被災地保健

所統括保健師は、自ら最優先で市町村へ行き状況を見て必要な応援を見積り資源に確実に

つなげ、結果を保健所長へ報告する。 

■
 

●被災地保健所統括保健師等は、管内の被災状況を具体的に把握し必要な応援を判断する

ため、身の安全を確保しながら、まず管内市町村を訪問し市町村保健師リーダー等と話す。 

・急性期に、保健所統括保健師等は、管内市町村保健師等の不安や心細さを緩和するため、
身の安全を確保しながら、まず訪問し話す 

■
 

 

●被災地保健所統括保健師等は、身の安全を確保しながら、まず管内市町村を訪問し、半

日～1日程度滞在して市町村保健師リーダー等の話を聴きいて実際の活動や動きを見る。 

■
 

●そこで捉えた被災状況と保健師の気持ちや活動の大変さをもとに受援の必要性や内容

を具体的に伝え少し背中を押し、各市町村の受援体制を整えていく。 

・日頃、関わりがあり声をかけやすい保健師に声をかけ一緒に動く 

 
 

〇被災地保健所保健師は、混乱しているときほど、まず被災市町村へ行き市町村保健師と

一緒に動き、課題を共有し、課題解決するために、それぞれがその場でできることで動い

ていく。残る課題は持ち帰り検討して動く。 

■
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●■保健所と市町村の協働支援体制を整え活動をスムーズに展開でき。るように、保健所

統括保健師と市町村保健師リーダーは、できるだけ毎日連絡を取り活動を共有し状況を確

認する 

■
● 

甚大災害時の

状況把握と保

健活動 

●激甚/大規模災害の急性期に、まず被災地保健医療体制を支援するため、被災保健所統

括保健師は、DMATを活用して管内被災状況を知り、被害が大きい市町村へ優先的に入り

実態・問題を直に捉えながら、市町村保健師リーダー等が蓄積している地域資源情報を生

かした最適な解決策を一緒に具体的に考え実現させていく。 

■
 ケ 

Ｃ 
保
健
師
役
割
の
自
覚
化 

市町村保健師

自身の災害時

保健師役割の

理解と適切な

実践 

●市町村保健師が適切な災害保健活動をできるように、保健所統括保健師等は、市町村保

健師リーダーへ、災害時の行政保健師の覚悟や役割を具体的に伝える。 

・自分（市町村保健師）が住民・避難者の健康を守るという思いを持つ必要性重要性を伝
える 

・応援終了後に知らないことがないように、動かすのは自分たちであるという自覚を持つ
必要性を伝える 

・保健師が避難所へ行き管理する必要性を伝える 

■
 オ 

●適切な感染対策の即時実施・継続のため、保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダ

ーへ、避難所の感染対策の必要性と具体的方法を伝え体制を整え実現（実施）する。 

■
 

Ｄ 
応
援
・
受
援
体
制
整
備 

適切な受援導

入 

●被災地保健所統括保健師等は、市町村が必要な保健師応援をスムーズに受援できるよう

に、市町村保健師リーダーへ、順次、具体的に情報提供し、希望を確認して相談し受援

調整する（メール・電話・相互訪問・会議）。 

・災害支援ナースの応募方法と依頼方法を情報提供する 
・県内保健所応援保健師の応援希望を確認し必要時調整する 
・県内保健所応援保健師の市町村への導入にあたり保健所がオリエンテーションを行い送
り出すことを、市保健師と相談して実施する 

・県外応援保健師の応援希望を確認し必要時調整する 

■
 ウ

エ
ク
ケ 

●現実的実効性のある市町村応援が実現するように、被災保健所統括保健師は、本庁統括

保健師を通して県としての支援内容を是正する 
▲ 

■市町村保健師リーダーは、必要な支援・応援が受けられるように、保健所統括保健師等

へ、随時の状況報告と市への協力要請をして具体的な相談をする。 

・高齢者全戸訪問実施のためのマンパワーを確保するための相談をする 
・県内応援保健師を要請する 
・県外応援保健師を要請する 
・福祉施設の現状とニーズ調査報告をする 
・役場等、公共施設の一般開放状況を周知する 

● 

✕都道府県災害支援ナース派遣組織（都道府県看護協会、等）は、被災地本庁保健師の求

めに応じ、必要な看護職を派遣する。 

・派遣時に、災害支援ナースがスムーズに災害支援に入れるようオリエンテーションと引
き継ぎをする 

・派遣終了時に、災害支援ナースのメンタルヘルスサポートも含め、直接報告を受け十分
にねぎらい、各災害支援ナースの所属の看護管理者へ派遣されたナースの休養時間確保
を依頼する 

▲ 
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保健所保健師

による応援 

●効果的で安全な保健所保健師応援体制を整えるために、被災地保健所統括保健師は、被

災市町村の被害状況・過去の被災経験・保健師マンパワーと保健所保健師の経験・力量を

勘案し、保健所保健師応援体制を組む。 

・単独で市町村滞在型 
・単独で市町村訪問型 
・ペアで市町村訪問（ミーティング参加）型 

■
 エ

ケ 

●保健所統括保健師は、管内市町村の状況報告を保健所保健師から定期的に受け、保健師

がパニック状態の市町村へ「大変でしょう」と言って入り、市町村保健師リーダー等に、

状況や困っていることを確認する。 

■
 

県内保健師に

よる応援 

●急性期に、被災地保健所が被災市町村保健師へ支援すべきことが実現できるように、被

災保健所統括保健師は、県内保健所保健師応援体制を使い管内市町村保健師への支援をカ

バーする。 

■
 ク

ケ 

●被災地保健所統括保健師は、県内応援保健師が効果的に応援活動できるように、被災地

保健所保健師と応援保健師がペアを組んで活動するようにする。 

■
 

●被災地保健所統括保健師は、県内応援保健師が効果的に応援活動できるように、保健所

で朝晩のミーティングを行い役割確認と情報共有を行う。その結果を本庁統括保健師へ報

告する。 

▲ 

●地元の保健師が災害時の状況を復興期以降に通常業務の中に生かせるように、被災地保

健所統括保健師は、市町村保健師が災害支援活動に出られるように県内外の応援保健師の

応援配置を采配する。 

■
 

県外保健師に

よる応援 

●急性期に、県外応援保健師をスムーズに受け入れ効果的に活動してもらうため、被災地

保健所統括保健師は、市町村保健師リーダーと、双方にある資料等を活用してオリエンテ

ーションやミーティングの企画・準備をする。 

・市町村：平時に作成している市町村の地区資料、地図 
・保健所：防災活動ガイドラインにある記録用紙 

■
 ケ 

応援最優先以

外の自治体支

援 

●応援最優先自治体以外にも必要な応援が入りしっかり機能するように、被災保健所統括

保健師は、管内全市町村を回り、被害の少ない市町村保健師リーダーとも時間をとって話

を聴き状況を見て具体的に必要な応援内容を確認する。それをもとに先を見据えて受援へ

少し背中を押し受援体制を整えていく。 

■
 ク
ケ 

●被災保健所統括保健師は、応援保健師へ、市町村保健師の大変さや先を見据えて必要な

支援内容を具体的に伝えきちんと依頼する（つなぐ）。 

局所限定的被

災時の市町村

保健師の災害

支援体制整備 

●局所限定的な被害の災害時、被災市町村保健師が適切な災害支援を実施・マネジメント

できるように、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師リーダーに、スタッフ保健師を

動かす仕組みのコツを伝え一緒に動く。 

・災害支援は数日交代を避け 1週間程度交代にする 
・災害支援は 1人体制を避け 2人以上体制を組む 

■
 オ 
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●災地保健所統括保健師は、今後の災害時に動ける保健師を育てるために、被局所限定的

被害の災害でも、保健師経験年数に関わらず多くの保健師が災害支援活動のコツをつかめ

る災害支援経験を積める必要性と具体的な方法を、市町村保健師リーダーへ伝える。 

・若い保健師も継続的に複数人で災害支援活動に入る 
・災害対策会議を保健センター内で行い、多くの保健師が見学・参加できるようにする 
・遠方での災害対策会議に、会議メンバー以外の保健師を同行する 

■
 

受援継続 ●亜急性期～慢性期に、市町村が継続的に適切な保健師応援を受けられるように、被災地

保健所統括保健師は、市町村保健師リーダーから、県内外応援保健師の要否を定期的に電

話やメールで受け、本庁統括保健師へ連絡し結果をフィードバックする。 

▲ ア
ク
ケ 

●亜急性期～慢性期に、市町村が適切な保健師応援を受けられるように、被災地保健所統

括保健師は、急な県外保健師応援について、市町村保健師リーダーと具体的な受け入れ内

容を相談する。 

■
 

Ｅ 
災
害
活
動
拠
点
の
立
ち
上
げ
と
機
能
強
化 

早期の災害活

動拠点づくり

と強化 

●特に大規模災害の急性期（初期）に、多様な応援者が心を一つにして主体的効果効率的

に活動できるようにするため、被災保健所統括保健師は、各市町村保健師リーダー、

DMAT/JMATコーディネータと相談し、応援者を一堂に集め応援活動拠点を各市町村に作

る。 

・市町村保健師リーダーは、地元関係者に一堂に集まること（活動拠点）を周知して参加
を求める 

・保健所統括保健師は、活動拠点になる場の初回の進行をする 

■
 ケ 

●市町村保健師がその時その場で問題解決していけるように、被災地保健所統括保健師

は、必要な人材や資源を活動拠点に投入して支援体制を整備する。 

■
 

●市町村保健師が医療に関する問題解決を即時していけるように、被災保健所統括保健師

は、応援の医師を各市町村保健師リーダーにつなぐ。 

■
 

●組織的に災害支援が行えるように、被災地保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダ

ーへ、保健医療調整会議へ参加するように声をかける。 

■
 

●市町村保健師が誹謗・中傷を避けて活動しやすくなるように、被災地保健所統括保健師

は、公の会議の場や市町村保健師の上司の前等で、市町村保健師の活動を擁護・代弁する。 

■
 

被災市町村保

健活動支援ニ

ーズの吸い上

げと全体調整 

●包括的に状況やニーズを捉え管内全市町村が必要な物的・人的支援をタイムリーに得ら

れるように、被災保健統括保健師は、各市町村保健師のニーズを吸い上げ対応する体制を

整える。 

・保健師リーダーの報告や要求を代行する応援人材の配置 
・情報が共有される公式の場に参加して情報を得る 
・各地域の情報を持っているリエゾン保健師から情報を得る 

■
 ケ 

●管内全体で応援の質を担保するために、被災保健所統括保健師自身が直接、市町村保健

師リーダー等から愚痴や応援活動の問題も含めて状況を聴きニーズを吸い上げ、全体で調

整する。 

■
 

●被災地保健所統括保健師は、市町村保健師が効果効率的に活動できるように、その支障

となる市長の方針の見直し・適応を試みる  

■
 

慢
性 

Ｆ 
メ
ン 

市町村職員の

メンタルヘル

▲市町村職員の心身の健康保持のため、本庁統括保健師は、被災地保健所統括保健師へ、

災害対応の長期化に伴う市町村職員の疲弊があることを伝え、それへの対応として PSW
● ア 
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ス支援 の配置を提案し、調整を依頼する。 

●亜急性期から、市町村職員がメンタルヘルスを保てるように、被災地保健所統括保健師

は、市町村保健師リーダーへ、メンタルヘルスを保持するための方法を伝え、実施できる

ようにする。 

・交代で休みを取る体制を作る、他地域（自治体）で行政職員が休みを取っていることを
伝える 

・メンタルヘルスを保持する方法についての研修会開催 

■
 

Ｇ 
災
害
サ
イ
ク
ル
に
合
わ
せ
た
活
動
・
受
援
の
見
直
し 

異所属保健師

の協働支援 

●地元市町村保健師と応援保健師の双。方が活動しやすいように、被災地保健所統括保健

師は市町村保健師リーダーと共に、双方の活動を共有し調整する。 

■
 エ

オ
カ
ク 

保健所役割の

確認 

●保健所の役割を明確化して実施するため、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師リ

ーダーとともに、毎日行われる県外応援チームの活動報告・問題の吸い上げを目的とした

ミーティングへ参加し、保健所の役割を相談しながら見出す。 

■
 

応援体制の再

偏 

●未収束地域への重点応援と保健所保健師の現任教育を兼ねて、被災地保健所統括保健師

は、市町村保健師リーダーと相談し、保健所保健師が未集束地域の応援に入るように派遣

体制を再編する。 

■
 

●県外応援保健師の入り方を現状に合わせて調整するため、被災地保健所統括保健師は市

町村保健師リーダーと収束状況に合わせた受援計画の変更を一緒に考え本庁統括保健師

へ報告する。 

▲ 

●同時に、管轄内他市への余剰応援の転用を提案し、他エリアに入っている県リエゾン保

健師と相談し調整する。 

復
興
期 

受援終了 ●応援保健師の受援終了を決めるため、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師リーダ

ーへ状況や気になることを尋ね、大丈夫であると確認し本庁統括保健師へ報告する。 
▲ 

復興期支援活

動へのシフト 

●住民のメンタルヘルス対策へシフトしていくために、被災地保健所統括保健師は、市町

村保健師リーダーと相談し、必要な保健事業を相談する。 

■
 

H 将来の災害時保

健師活動のアシス

ト 

●保健師は、現在の災害時にしっかりと連携して保健師活動を行うことで、他者から保健

師の役割機能の理解と信頼を得て、将来の保健師活動の機能・協働を促進する。 

■
 カ 

Ｉ 
被
災
経
験
か
ら
保
健
師
活
動
を
学
び
確
認
し
強
化

 

被災経験から

災害保健師活

動を学び共に

育つ 

●災害時に動ける保健師を多く育てるために、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師

リーダー等と相談し、多様な機会に様々な方法で被災・受援経験や支援・応援活動の振り

返りや学びの共有を実施する。 

・まず各市町村の保健師の中で活動共有と振り返りをする 
・各市町村の活動や学びを文字にして、管内・県内報告会や学会で発表していく 
・次年度以降、異動先の保健所・保健センターで、当事者からの活動報告・学びの共有の
場を持つ 

・若い世代の保健師を含めて災害保健活動を検証していく 

■
 カ

キ 

▲復興期・平時に、非被災保健所・市町村も含め災害対策と災害時保健活動力強化ができ

るように、本庁統括保健師は、被災保健所統括保健師や市町村保健師リーダーへ、全県で

の活動報告を依頼する。 

●■
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平
時 

保健師力強化 ●管内保健師が保健師活動の理解を深め災害保健活動力を強化できるように、保健所統括

保健師は市町村保健師リーダー等と相談し、多方面から現任教育の具体策や機会を企画し

実施する。 

・応援が来るまで地元保健師が自力で動ける力をつけるため、災害を想定した保健師対象
の避難訓練を行う 

・日頃の活動の中で、災害時を想定した話を具体的に伝えていくことで災害時に生かせる
ようにする 

・災害時に地区特性に合わせ地区資源を活用した活動ができるように、各保健師が日頃の
地区活動の中で災害を意識する 

・地区担当保健師として、地区の多様な場に参加しネットワークを強化する 
・災害時に機能するソーシャルキャピタル醸成や住民主体活動の意義や必要性、具体的な
醸成方法や関係づくり方法を市町村保健師へ伝える 

・多くの保健師が応援経験を積めるように応援体制を組む 

■
 カ

キ 

J 災害時に保健活

動しやすい自治体

の体制整備 

●市町村保健師が災害時活動拠点を準備できるように、保健所統括保健師は、市町村保健

師リーダーへ、その必要性を伝え具体的に相談する。 

■
 ア

カ 

●■市町村保健師が災害時保健師活動を確実に実施できるように、保健所統括保健師と市

町村保健師リーダーは、それぞれの立場から市町村防災計画担当課担当者へ、保健師の役

割と適切な配置場所や活動拠点確保の必要性を伝える。 

 

＊活動基盤は、表 2のカテゴリの内容に対応する 
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表２. 災害時の連携の基盤として必要な組織体制や平時からの関係 

カテゴリ 内容 連携者 

所属 

ア. 災害対策マニュア

ル等の存在と共有・認

知 

①災害時保健活動（応援要請含む）において必要な事項（連携含む）・手続き（様式）

が、本庁保健師・保健所保健師・市町村保健師間で共有され認識されていること：

災害対策マニュアル、災害時保健活動ガイドライン等 

本庁- 

保健所- 

市町村 

②災害時保健活動（応援要請含む）において必要な事項（連携含む）・手続き（様式）

が、ガイドライン等として共有され活用できる状態で手元にあること 

イ. 保健所長の保健師

活動への理解と発言 

③被災地保健所統括保健師が発災直後に市町村へ出向く必要性を理解し「行ってきて

ください」と言える保健所長がいること。 

保健所 

ウ. 保健所統括保健師

の保健活動裁量権 

④被災地保健所統括保健師が、災害時の保健師活動の関する保健所内での決定権を持

っていること 

エ. 保健所保健師応援

体制の明確化 

⑤保健所の災害応援体制を踏まえ、発災時の保健所保健師の応援体制や個々の役割分

担が自他ともに明確化していること 

オ. 市町村および市町

村保健師の災害対応

力 

⑥被災市町村が、平時に自治体内で災害対策会議を継続定期開催し、保健所も含めた

近隣関係機関と災害対応の検討や避難訓練等を実践的に行い、主体的に動ける状況・

体制であること 

市町村 

⑦発災時に、市町村保健活動主管課以外（少し余裕がある）の部署にリーダー役割が

取れる力量の保健師が配置されていること 

カ. 災害時に保健所保

健師と市町村保健師

が一緒に動くことに

より醸成される共通

認識 

⑯災害時に動きながら互いにやり取りして一緒に行い共通認識を培うプロセス 

・何かのついでにやり取りする 
・毎日の定例ミーティング時に課題を明確化し相談して方向づける 

保健所- 

市町村 

⑰過去の発災時に、連携活動を行った経験（支援・応援・受援） 

⑱過去（前回）の被災後に、保健所統括保健師と市町村保健師リーダーが、災害時の

保健師活動や連携に関する課題を一緒に整理し、それぞれが行うことを具体的に共

有していること 

⑲災害時に、保健所統括保健師と市町村保健師リーダーが、災害支援・受援経験の振

り返りと学びの共有の必要性を語り合い共通認識していること 

キ. 日常業務で培われ

た保健所保健師と市

町村保健師の顔の見

える信頼関係 

⑧平時の保健所統括保健師と市町村保健師リーダーとの顔の見える協働・信頼関係 

⑨被災地保健所保健師が、日頃の関わりの中で知っている（顔がつながっている）市

町村保健師がいること 

・保健所統括保健師と市町村保健師 
・保健所新任期保健師（教わる立場）と市町村保健師 

ク. 県内保健師等応援

体制 

⑩県内保健師応援体制が整っていること：保健所保健師、市町村保健師 保健所- 

県内看護

職団体 

⑪都道府県の災害支援ナース派遣体制が整っていること 

・都道府県看護協会等は、発災時、即時派遣できるように、平時に、都道府県と契
約を結ぶ 

・災害支援ナース等の養成とナース等所属機関の派遣体制整備をサポートする 
・全国で災害支援活動実績と課題を共有し災害支援活動力の組織的向上に努める 

⑫県内/管内看護職応援組織の存在と平時の関係構築：助産師会等  
ケ. 被災地保健師の活 ⑬地域保健医療調整本部の存在 保健所- 
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動(連携含む)の質を

担保する外部災害エ

キスパートの存在と

配置体制 

⑭災害対応経験が豊富で、管内全体の災害支援活動（主に管理・調整）について具体

的に適切な判断行動がとれる外部組織・人の存在と支援 

・DMAT/JMAT災害医療コーディネーター、DHEAT 

災害支援

チーム 

⑮災害対応経験が豊富で、災害保健活動について具体的に適切な判断行動がとれる外

部保健師の存在と支援 

・DHEAT 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



51 
 

令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における保健師間の連携と応援人材の確保 
−調査３：市町村保健師及び関係団体へのヒアリング調査− 

 
研究分担者 時田 礼子（東京情報大学・助教） 

 
研究要旨 
  本研究の目的は、連携を活かして災害時の保健活動推進を図った市区町村及び関係団体を対

象にヒアリング調査を行い、連携内容・方法、平時からの連携体制に関する項目の抽出を行う

ことである。３市町村の保健師４名、１関係団体の保健師１名、看護部長１名より、災害時の

対応における県型保健所、関係団体等との連携の実際、災害時における連携の課題等について、

半構造的面接により聴取した。その結果、抽出された項目を災害時期別に見ると、超急性期は

４、超急性期から急性期・亜急性期にかけては２、急性期・亜急性期は 17、慢性期は 14、復旧

復興期は３、課題は 15 であった。それらの項目から、超急性期には保健所主導による連携、急

性期から亜急性期にかけては、保健所による関係団体間での避難所支援の完結化など支援チー

ムの整理などの連携、慢性期から復旧復興期にかけては、災害時対応の振り返りのための連携

が重要であることが示唆された。課題としては、平時からの相手の人となりを知ることまでを

含めた間柄であることが大切であると考えられた。 
 
 
Ａ．研究目的  
  本研究の目的は、連携を活かして災害

時の保健活動推進を図った市区町村及び

関係団体を対象にヒアリング調査を行い、

連携内容・方法、平時からの連携体制に

関する項目の抽出を行うことである。  
 
Ｂ．研究方法  
１．調査対象  
  研究者のネットワークを活用し、本研

究の趣旨、協力に同意の得られた 3 市町

村の保健師及び、当該市町村に応援人材

を提供した圏域内の 1 関係団体を調査対

象とした。１関係団体においては、２つ

の災害に応援人材を提供しているため、

それぞれについて調査対象とした。  
 
２．調査方法  
  市町村保健師に対しては、災害時の対

応における、県型保健所との連携、都道

府県庁保健師との連携、圏域内の関係団

体との連携の実際、災害時における連携

の課題等について、半構造的面接により

聴取した。  
  関係団体に対しては、自治体への応援

人材の提供の経緯と活動の実際、災害時

における連携の課題等について、半構造

的面接により聴取した。  
 
３．調査時期  
  令和２年 12 月〜令和３年３月  
 
（倫理的配慮）  
  当該市町村保健師及び関係団体職員に

対して本研究の趣旨、プライバシーの保

護、自由意思に寄る研究参加、研究辞退

の自由等について口頭及び文書にて説明

し、研究参加の同意を得られたものを調

査対象者とした。千葉大学大学院看護学

研究科倫理審査委員会にて承認を受け、

調査を実施した。  
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Ｃ．研究結果  
  調査対象市町村及び関係団体の連携の

実際について、以下に示す。  
１．Ａ市  
１）災害事例  
  Ａ市の災害は、台風災害であった。  
２）Ａ市及び調査対象者概要  
  人口約 33,000 人、インタビュー保健

師は２名で、災害時の所属部署は保健部

門１名、福祉部門１名であった。  
３）調査データ及び事象番号  
（１）事象の抽出  
  Ａ市の連携の実際において、全部で

13 の事象が見いだされた。それぞれを

以下に示す。  
①県型保健所保健師との連携（表１）  
  県型保健所保健師との連携の実際にお

いて、７つの事象が見出された。  
  被災時期別に見ると、超急性期におい

ては１事象であり、保健所の統括的立場

の保健師から市町村保健師に対しての連

携で、主な目的は情報収集であった。超

急性期から急性期・亜急性期においては

１事象であり、保健所の統括的立場の保

健師から市町村保健師に対しての連携

で、主な目的は市町村支援であった。急

性期・亜急性期においては４事象であっ

た。保健所の統括的立場から市町村保健

師に対しての連携が２つ、保健所から市

町村に対しての連携が１つ、市町村保健

師から保健所若手保健師に対しての連携

が１つで、主な目的は市町村支援、保健

師の人材育成であった。慢性期において

は１事象であり、市町村保健師から保健

所の統括的立場の保健師に対しての連携

で、主な目的は次回へ経験を活かすこと

であった。  
②都道府県本庁保健師との連携  
  都道府県本庁保健師との連携はなかっ

た。  
③関係団体との連携  
  連携をとった関係団体は、４つであっ

た。それぞれの連携内容を以下に示す。  
ア）民間病院（表２）  
  民間病院との連携の実際において、３

つの事象が見出された。  
被災時期別に見ると、超急性期から急性

期・亜急性期においては１事象であり、

病院の災害対策調整室専属の事務職や医

師から市町村に対しての連携で、主な目

的は状況把握と市町村支援であった。  
急性期・亜急性期においては２事象であ

り、いずれも病院から市町村に対しての

連携で、主な目的は住民支援、市町村支

援であった。  
イ）看護系大学（表３）  
  看護系大学との連携の実際において、

１つの事象が見出された。被災時期別に

見ると、慢性期に１事象であり、看護系

大学から市町村に対しての連携で、主な

目的は市町村支援であった。  
ウ）市立病院（表４）  
  市立病院との連携の実際において、１

つの事象が見出された。被災時期別に見

ると、急性期・亜急性期に１事象であ

り、市立病院から市町村に対しての連携

で、主な目的は住民支援であった。  
エ）市内ケアマネジャー（表５）  
  市内ケアマネジャーとの連携の実際に

おいて、１つの事象が見出された。被災

時期別に見ると、慢性期に１事象であ

り、市町村保健師から市内ケアマネジャ

ーに対しての連携で、主な目的は要援護

者の安否確認であった。  
（２）事象から項目リストの抽出（表

６）  
  被災時期別に見ると、超急性期に１

つ、超急性期から急性期・亜急性期に２

つ、急性期・亜急性期に７つ、慢性期に

３つであった。  
  超急性期には「保健所の統括的立場の

保健師から市町村保健師に対して、状況

確認及び情報収集を目的とした、早急な

直接当該市町村への来訪」という項目が

抽出され、その基盤は、保健所の支所と

市町村保健センターの物理的距離の近さ

であった。  
  超急性期から急性期・亜急性期には

「保健所の統括的立場の保健師から市町

村保健師に対して、情報共有及び市町村
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支援を目的とした、頻繁な来訪とタイム

リーかつ的確な情報提供」「民間病院の

災害対策調整室専属の事務職や医師等か

ら市町村に対して、状況把握及び市町村

支援を目的とした、当該市町村への直接

の来訪」という項目が抽出され、それら

の基盤は、保健所の統括的立場の保健師

の災害支援の経験や、平時から会議や研

修などを通してよく知っている間柄であ

ることであった。  
  急性期・亜急性期には「保健所の統括

的立場の保健師から市町村保健師に対し

て、市町村支援を目的とした、他県から

の派遣保健師受け入れの情報提供と勧

め」「市町村保健師から保健所の若手保

健師に対して、住民支援及び保健所保健

師の人材育成を目的とした、訪問メンバ

ーの調整」「民間病院から市町村に対し

て、住民支援を目的とした、病院の医師

による介護施設へのアウトリーチ」「公

立病院から市町村に対して、住民支援を

目的とした、病院近隣の地区への安否確

認の訪問の申し出」などの項目が抽出さ

れ、それらの基盤は、平時から会議や研

修などを通してよく知っている間柄であ

ることであった。  
  慢性期には、次の台風災害が来るとい

う事情に沿った「看護系大学から市町村

に対して、市町村支援を目的とした、大

学における母子避難所の開設と運営」

「市町村保健師から市内ケアマネに対し

て、要援護者の安否確認を目的とした、

次の災害に備えた要援護者の安否確認の

依頼」という２つの項目と、「市町村保

健師から保健所の統括的立場の保健師に

対して、災害時対応の経験を次回に活か

すことを目的とした、災害時対応の振り

返りの依頼」という１つの項目が抽出さ

れた。  
（３）災害時の連携の課題（表７）  
  Ａ市保健師が考える災害時の連携の課

題は３つあった。「平時からの築き上げ

た顔が見えて、それぞれの役割について

共通理解ができていることで、災害時に

支援に来てくれた時に安心感や心強さに

繋がる」「災害を想定した机上訓練時等

においても、課題を検討したり、訓練の

企画をするところから一緒に話し合った

りするプロセスを大切にしないと、実際

の災害時に主体的に動くことができない

と思う」「災害時にスムーズに連携する

ためには、平時から他機関や他部署と連

携を取る際は、その組織の中で誰がキー

パーソンなのか、どうすればその組織の

なかで担当者が動きやすいのかを考え

て、働きかけることが必要である」の３

つであり、いずれも平時からの連携の大

切さであった。  
 
２．Ｂ町  
１）災害事例  
  Ｂ町の災害は、台風災害であった。  
２）Ｂ町及び調査対象者概要  
  人口約 7,000 人、インタビュー保健師

は１名で、災害時の所属部署は保健部門

であった。  
３）調査データ及び事象番号  
（１）事象の抽出  
  Ｂ町の連携の実際において、全部で５

つの事象が見いだされた。それぞれを以

下に示す。  
①県型保健所保健師との連携（表８）  
  県型保健所保健師との連携の実際にお

いて、４つの事象が見出された。  
  被災時期別に見ると、超急性期におい

ては１事象であり、保健所から市町村保

健師に対しての連携で、主な目的は支援

ニーズの把握であった。急性期・亜急性

期においては２事象であった。保健所か

ら市町村保健師に対しての連携が１つ、

市町村保健師から保健所保健師に対して

の連携が１つで、主な目的は市町村支

援、役割分担であった。復旧復興期にお

いては１事象であり、市町村保健師から

保健所保健師に対しての連携で、主な目

的は災害対応のまとめであった。  
②都道府県本庁保健師との連携  
  都道府県本庁保健師との連携はなかっ

た。  
③関係団体との連携（表９）  
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  連携をとった関係団体は、県助産師会

のみであった。県助産師会との連携の実

際において、１つの事象が見出された。

被災時期別に見ると超急性期であり、県

助産師会から市町村保健師に対しての連

携で、主な目的は市町村支援であった。  
（２）事象から項目リストの抽出（表

10）  
  被災時期別に見ると、超急性期に２

つ、急性期・亜急性期に２つ、復旧復興

期に１つであった。  
  超急性期には「保健所から市町村保健

師に対して、支援ニーズの把握を目的と

した、直接当該市町村への来訪」「関係

団体から市町村保健師に対して、市町村

支援を目的とした、支援の申し出」とい

う項目が抽出され、その基盤は、当該関

係団体と市町村保健師が友達であること

であった。  
  急性期・亜急性期には「保健所から市

町村保健師に対して、市町村支援を目的

とした、他県からの応援保健師の派遣受

け入れの相談」「市町村保健師から保健

所保健師に対して、役割分担を目的とし

た、派遣チームに依頼した内容の相談」

という項目が抽出され、それらの基盤

は、派遣保健師による的確な指示であっ

た。  
  復旧復興期には、「市町村保健師から

保健所保健師に対して、災害対応のまと

めの作成を目的とした、支援依頼。」と

いう１つの項目が抽出された。  
（３）災害時の連携の課題（表 11）  
  Ｂ町保健師が考える災害時の連携の課

題は４つあった。「保健所は、母子保健

は小児慢性疾患ぐらいしか支援しておら

ず、特に保健所の若手の保健師は経験不

足の感が否めないため、母子保健のこと

で保健所を頼れない」「保健所との接点

が少ないため、特に市町村の若手の保健

師は、保健所の保健師の顔も知らず、ど

のような人がいるのか、その人がどのよ

うなキャラクターや人となりなのかもわ

からず、どのような時に保健所に相談し

てよいかわからない」「保健所が遠く、

かつ市町村職員の数が少ないため、災害

時に対策本部会議を保健所近辺で開催さ

れても、参加することができない」「今

回の災害を通して、保健所を始めとした

病院などとの関係が深まり、信頼できる

と感じたので、平時からフェイストゥフ

ェイスの交流ができるとよい」の４つで

あり、保健所との平時の連携の希薄さ

と、今後への期待であった。  
 
３．Ｃ町  
１）災害事例  
  Ｃ町の災害は、地震災害であった。  
２）Ｃ町及び調査対象者概要  
  人口約 33,000 人、インタビュー保健

師は１名で、災害時の所属部署は保健部

門であった。  
３）調査データ及び事象番号  
（１）事象の抽出  
  Ｃ町の連携の実際において、全部で５

つの事象が見いだされた。それぞれを以

下に示す。  
①県型保健所保健師との連携（表 12）  
  県型保健所保健師との連携の実際にお

いて、５つの事象が見出された。  
  被災時期別に見ると、超急性期におい

ては１事象であり、保健所から市町村に

対しての連携で、主な目的は市町村支援

であった。  
急性期・亜急性期においては４事象であ

った。保健所から市町村に対しての連携

が２つ、保健所から派遣された保健師か

ら市町村保健師に対しての連携が２つ

で、主な目的は市町村支援の強化、支援

チームの整理であった。  
②都道府県本庁保健師との連携  
  都道府県本庁保健師との連携はなかっ

た。  
③関係団体との連携  
  連携をとった関係団体は、５つであっ

た。それぞれの連携内容を以下に示す。  
ア）民間病院（表 13）  
  民間病院との連携の実際において、１

つの事象が見出された。被災時期別に見

ると、慢性期に１事象であり、民間病院
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の健康管理センター課長（保健師）から

市町村保健師に対しての連携で、主な目

的は職員に対する支援の相談であった。  
イ）県看護協会（表 14）  
  県看護協会との連携の実際において、

１つの事象が見出された。被災時期別に

見ると、急性期・亜急性期に１事象であ

り、保健所から市町村に対しての連携

で、主な目的は避難所支援及び町保健師

の負担軽減であった。  
ウ）キャンナス（表 15）  
  キャンナスとの連携の実際において、

１つの事象が見出された。被災時期別に

見ると、急性期・亜急性期に１事象であ

り、保健所から市町村に対しての連携

で、主な目的は避難所支援及び町保健師

の負担軽減であった。  
エ）退職保健師 OB グループ（表 16）  
  県看護協会との連携の実際において、

１つの事象が見出された。被災時期別に

見ると、慢性期に１事象であり、市町村

保健師から当該市町村保健師が仕事を始

めた時にお世話になった元県保健師に対

しての連携で、主な目的は避難所支援及

び町保健師の負担軽減であった。  
オ）NPO スポーツ団体（表 17）  
  NPO スポーツ団体との連携の実際に

おいて、１つの事象が見出された。被災

時期別に見ると、急性期・亜急性期に１

事象であり、スポーツ団体から市町村に

対しての連携で、主な目的は避難所支援

であった。  
（２）事象から項目リストの抽出（表

18）  
  被災時期別に見ると、超急性期に１

つ、急性期・亜急性期に７つ、復旧復興

期に２つであった。  
  超急性期には「保健所から市町村に対

して、市町村支援を目的とした、他県か

らの応援保健師及び保健所医師派遣」と

いう項目が抽出された。  
  急性期・亜急性期には「保健所から市

町村に派遣された保健師から市町村保健

師に対して、市町村保健師の負担の軽減

及び市町村保健師しかできないことに集

中するための環境づくりを目的とした、

支援チームによる避難所支援の完結化」

「保健所から市町村に対して、市町村支

援を目的とした、災害の影響で取り残さ

れた住民以外の人々に対する保健所から

の直接的な支援」「当該市町村内のスポ

ーツ団体から市町村保健師に対して、避

難所支援を目的とした、避難所支援の申

し出と実施」などの項目が抽出され、そ

れらの基盤は、他県からの応援保健師等

によるバックアップ体制の存在などであ

った。  
  慢性期には「当該市町村の産業保健を

担っている民間病院の健康管理センター

課長から市町村保健師に対して、市町村

職員に対する支援を目的とした、職員の

健康支援の申し出と実施。」「町保健師か

ら元県保健師への市町村支援の相談と、

それに対する元県保健師の支援仲間の集

結と支援の実施。」という２つの項目が

抽出され、それらの基盤は、関係団体と

市町村保健師の緊密かつ懇意な関係性で

あった。  
（３）災害時の連携の課題（表 19）  
  Ｃ町保健師が考える災害時の連携の課

題は３つあった。「保健所保健師や管内

市町村保健師が、会議出席の必要性や重

要性を、認識しておく必要がある」「OB
グループが組織として存在していない。

（地震前に OB グループはなく、今回の

地震発生時にグループができて活動し

た。地震後は、特に活動をしていな

い。）」「保健所保健師、民間病院の健康

管理センターの課長、OB 保健師は旧知

の間柄であるため連携をとりやすかった

が、今は保健所との関係も希薄で若手保

健師は保健所等との連携を取りづらい」

の３つであり、保健所との平時の連携の

希薄さや災害時の会議の重要性の認識の

低さであった。  
 
４．Ｄ民間病院産業保健活動部門  
１）災害事例  
  Ｄ民間病院のＥ部門が応援人材を提供

した災害は、地震災害であった。  
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２）調査対象者概要及び応援人材提供の

経緯、提供先の機関  
  インタビュー保健師は１名であった。  
  応援人材提供の経緯は、発災後に健康

管理部門独自でできることを検討してい

た。保健師学校の同期である、県内市町

村の保健師より大変であることを聞いた

ので、実際に見に行き、役所の職員の大

変さを実感した。その後、産業医、看護

部長と話し合い、産業医をしている立場

としての関わりのあった市町村に職員支

援を提案した。２市町村に応援人材を提

供した。  
３）調査データ及び事象番号（表 20）  
  Ｄ民間病院産業保健活動部門の応援人

材の提供の実際において、全部で７つの

事象が見出された。  
  被災時期別に見ると、亜急性期におい

ては１事象であり、市町村保健師に対し

て保健師を提供し、主な目的は職員の健

康保持であった。慢性期においては４事

象であった。すべて市町村に対して保健

師や産業医を提供し、主な目的は職員の

健康状態の把握及び健康管理、ハイリス

ク者への支援であった。復旧復興期にお

いては２事象であった。市町村に対して

保健師や産業医を提供し、主な目的は職

員の健康状態の把握と健康管理体制づく

りであった。  
４）事象から項目リストの抽出（表

21）  
  被災時期別に見ると、亜急性期に１

つ、慢性期に４つ、復旧復興期に２つで

あった。  
  亜急性期には「関係団体の保健師から

市町村保健師に対して、職員の健康保持

を目的とした、職員支援の提案。」とい

う項目が抽出され、その基盤は、当該市

町村の産業医及び健康管理を担当してい

たことであった。  
  慢性期には「関係団体の保健師と産業

医から市町村に対して、職員の健康状態

の把握を目的とした、健康度調査の実

施」「関係団体の保健師と産業医から市

町村に対して、ハイリスク者への健康支

援を目的とした、面談の実施」「関係団

体の保健師と産業医から市町村に対し

て、よりハイリスクな者への健康支援目

的とした、面談結果を元にした当該職員

への対策の提案と検討」「関係団体の保

健師と産業医から市町村に対して、上司

から部下へのケア体制の構築を目的とし

た、人事担当部門を通しての上司への指

導」という４つの項目が抽出され、それ

らの基盤は、産業医と当該市町村の総務

課、市町村保健師との関係性がとても良

好であり、また衛生管理者である当該市

町村の保健師により安全衛生の保健体制

が構築されていたことであった。  
  復旧復興期には「関係団体の保健師と

産業医から市町村に対して、職員の健康

状態の把握を目的とした、再調査の実

施」「関係団体の保健師と産業医から市

町村に対して、職員の健康管理体制づく

りを目的とした、衛生管理者である当該

市町村保健師への積極的な声かけの実

施」という２つの項目が抽出された。  
５）災害時の応援人材提供の課題（表

22）  
  Ｄ民間病院産業保健活動部門の保健師

が考える災害時の応援人材提供の課題は

２つあった。「災害時の自治体の支援マ

ニュアルが、病院内になくて大変だった

ので、今回の支援を契機に、作りたいと

思っている」「産業保健として自治体に

関わる立場として、自治体内で健康管理

活動を意識できるような働きかけが必要

だと思った」の２つであり、自組織内の

課題と、今後の産業活動の方向性への課

題であった。  
 
５．Ｄ民間病院  
１）災害事例  
  Ｄ民間病院が応援人材を提供した災害

は、豪雨災害であった。  
２）調査対象者概要及び応援人材提供の

経緯、提供先の機関  
  インタビュー対象者は看護部長１名で

あった。  
  応援人材提供の経緯は、県庁の災害対
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策本部より、ある市町村への保健師の支

援依頼があった。１市町村に応援人材を

提供した。  
３）調査データ及び事象番号（表 23）  
  Ｄ民間病院の応援人材の提供の実際に

おいて、全部で５つの事象が見出され

た。  
  被災時期別に見ると、すべて慢性期で

あり、市町村に対して保健師を提供し、

主な目的は住民や避難所支援であった。  
４）事象から項目リストの抽出（表

24）  
  被災時期別に見ると、５つすべてが慢

性期であり、「関係団体の保健師から市

町村に対して、スムーズな支援を目的と

した、関係団体内での情報共有や引き継

ぎを行うことによる、先を見据えた準

備」「関係団体の保健師から市町村に対

して、住民支援を目的とした、戸別訪問

の継続」「関係団体の保健師から市町村

に対して、避難所支援を目的とした、避

難所における感染予防支援、要フォロー

者個別支援等の実施」「関係団体の保健

師から市町村に対して、避難者への継続

的な支援を目的とした、避難者と当該市

町村の保健師をつなぐためのツールの設

置」「関係団体の保健師から市町村に対

して、避難者への支援を目的とした、新

しい避難所を開設する際の医療的アドバ

イスと実際の準備」という項目が抽出さ

れ、その基盤は、以前より病院の健康管

理部門の看護職は、健康相談や保健指導

に長けており、センターらしい災害救護

として、慢性期で力を発揮できると考え

ていたことであった。  
５）災害時の応援人材提供の課題（表

22）  
  Ｄ民間病院の看護部長が考える災害時

の応援人材提供の課題は３つあった。

「全国どこの系列病院でも、同じような

支援ができるようになるために、今回の

保健師支援の実施について系列病院にア

ピールを続けていきたい」「慢性期の災

害救護は、健康管理センターの看護職に

とって人材育成の場にもなる。今後も積

極的に慢性期の災害救護を行い、組織の

中で経験者が途切れないようにしていき

たい」「健康管理センターとしての保健

師支援のマニュアルや、災害用のリーフ

レットや媒体を作っていきたい」の３つ

であり、系列病院へのアピール、自組織

内の今後の方向性への課題であった。  
 
Ｄ．考察  
１．被災地の市町村保健師と県型保健所

保健師との連携の特徴  
  超急性期においては、いずれも市町村

からの連絡を待たずに、保健所からの直

接的な来訪やプッシュ型の支援などの支

援が重要であった。災害時には統括保健

師の役割・機能として、組織横断的な連

携による情報収集や情報共有を核にした

情報分析・判断、活動方針・対応方法の

決定等が期待されるが１）、市町村の保健

師にとっては「超急性期、市町村保健師

は、鳴り止まない電話、直接来訪する住

民や支援者への対応、避難所の開設、職

員のパニック状態などにより、保健所に

支援を依頼するという選択肢が思い浮か

ばない」といずれの市町村保健師も述

べ、期待されている役割を遂行できない

状態であった。これは保健師数が少ない

市町村ほど顕著であった。且つ、災害に

より電話などの通信手段が壊滅し、連絡

そのものがとれない状況でもあった。被

災経験や支援経験の乏しい市町村では、

発災後すみやかに派遣要請の判断や合意

形成を行うことが困難なために要請が滞

る場合もあり２）、超急性期には、保健所

主導で連携を積極的にとっていく必要性

があることがわかった。  
  急性期・亜急性期においては、他県か

らの応援保健師、圏域内の関係団体な

ど、支援の申し出が一気に増加した。そ

こで保健所保健師は、地域をよく知る市

町村保健師でなければできないことに市

町村保健師が集中できるための環境づく

りを行う必要性があることがわかった。

具体的には、支援者への対応、避難所支

援の応援チーム内での完結化、情報のま
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とめなどが有効と考えられた。  
  慢性期は、災害時対応が一段落し、市

町村保健師は今回の経験を次に活かすべ

く、災害時対応の振り返りを行ってい

た。その際、保健所保健師の支援を必要

とし、実際に保健所保健師とともに振り

返り、まとめを作成していた。  
  連携がとれるための基盤としては、保

健師の災害支援経験、保健所と市町村保

健センターの物理的な近さなどがあっ

た。中でも、保健所保健師と市町村保健

師がよく知っている間柄であることが鍵

となっていた。単なる顔見知りではな

く、当該市町村を担当する保健所保健師

がどのようなキャラクターで、どのよう

に仕事を進める人物なのか等を知ってい

ることによる相手への信頼感が、連携を

スムーズにさせていた。  
 
２．被災地の市町村保健師と関係団体と

の連携の特徴  
  団体の方から応援を申し出た団体、市

町村保健師の方から支援をお願いした団

体、保健所が調整し連携を取った団体が

主であった。  
  団体の方から応援を申し出た場合、平

時からの繋がりがあるなど、信用できる

団体であることが、応援人材を受け入れ

る市町村側にとって重要な要素であると

考えられた。さらに、平時の関係性の緊

密性が高いほど、市町村保健師のみなら

ず事務職などの信頼もあり、応援人材の

受け入れやすさに繋がっていた。  
  職員の健康支援を行った関係団体は、

今回の災害時対応を通じて、当該市町村

の平時の健康管理体制の修正点が見え、

その改善に向けて働きかけを行ってい

た。災害時の応援でとどまることなく、

その後の平時の体制づくりに繋がる契機

になることが示唆された。  
 
３．被災市町村の連携や応援人材提供に

おける課題  
  平時からの関係性の深さが、災害時の

連携に大きく影響していた。特に連携相

手が保健所の場合、今回の事例はすべ

て、市町村保健師と保健所保健師が旧知

の間柄であり、保健所の役割についても

熟知していることが、スムーズな連携に

繋がっていた。そのため、現在は保健所

との関係が希薄であり、若手保健師は保

健所の役割や保健所に対する信頼感、保

健所保健師のキャラクターを知らないた

め、将来災害が起こった時に今回のよう

な連携がとれないのではないかと危惧し

ていた。よって、市町村保健師と保健所

保健師が、平時の業務を通して、仕事の

内容や役割を知るのみならず、相手の人

となりも知っていけるような仕組みが急

務であると考えられた。  
  応援人材の提供にあたっては、何より

も信頼感が大切であると考えられた。市

町村保健師は、住民への責任があり、支

援を期待できない、ましてや阻害するよ

うな団体を受け入れることはできない。

災害対応をしながら、その見極めを行う

ことは非常に困難であった。よって平時

からの知り合いでかつ信頼がおける団体

から提供された人材、保健所や県などを

通して提供された人材であれば、すぐに

受け入れ、力を発揮してもらえると考え

られた。  
  関係団体から出た課題は、自組織内で

の災害時支援の位置づけ、マニュアル等

の整備など、市町村への要望ではなく、

組織内の課題が提示された。  
 
 
Ｅ．結論  
  本研究の目的は、連携を活かして災害

時の保健活動推進を図った市区町村及び

関係団体を対象にヒアリング調査を行い、

連携内容・方法、平時からの連携体制に

関する項目の抽出を行うことである。  
  ３市町村の保健師４名、１関係団体の

保健師１名、看護部長１名より、災害時

の対応における県型保健所、関係団体等

との連携の実際、災害時における連携の

課題等について、半構造的面接により聴

取した。  
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  抽出された項目を災害時期別に見る

と、超急性期は「保健所から市町村保健

師に対して、支援ニーズの把握を目的と

した、直接当該市町村への来訪」など４

つ、超急性期から急性期・亜急性期にか

けては「保健所の統括的立場の保健師か

ら市町村保健師に対して、情報共有及び

市町村支援を目的とした、頻繁な来訪と

タイムリーかつ的確な情報提供」の２

つ、急性期・亜急性期は「保健所の統括

的立場の保健師から市町村保健師に対し

て、派遣チーム受け入れの調整。」など

17、慢性期は「市町村保健師から保健所

の統括的立場の保健師に対して、災害時

対応の経験を次回に活かすことを目的と

した、災害時対応の振り返りの依頼。」

など 14、復旧復興期は「関係団体の保

健師と産業医から市町村に対して、職員

の健康管理体制づくりを目的とした、衛

生管理者である当該市町村保健師への積

極的な声かけの実施」など３つであっ

た。また調査対象者が考えた連携の課題

は「災害を想定した机上訓練時等におい

ても、課題を検討したり、訓練の企画を

するところから一緒に話し合ったりする

プロセスを大切にしないと、実際の災害

時に主体的に動くことができないと思

う」「保健所との接点が少ないため、特

に市町村の若手の保健師は、保健所の保

健師の顔も知らず、どのような人がいる

のか、その人がどのようなキャラクター

や人となりなのかもわからず、どのよう

な時に保健所に相談してよいかわからな

い」など 15 であった。  
  以上より、超急性期には保健所主導に

よる連携、急性期から亜急性期にかけて

は、保健所による、関係団体間での避難

所支援の完結化など支援チームの整理な

どの連携、慢性期から復旧復興期にかけ

ては、災害時対応の振り返りのための連

携が、重要であることが示唆された。課

題としては、平時からの相手の人となり

を知ることまでを含めた間柄であること

が大切であると考えられた。  
 

Ｆ．健康危険情報  
  なし  
 
Ｇ．研究発表  
 1.  論文発表  
  なし  
 2.  学会発表  
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）  
  なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
  なし  
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表１．Ａ市における県型保健所保健師との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

連携内容、方法（工

夫） 

成果 背景にある組織体

制 

平時 

から 

の連 

携 

事

象 

番

号 

超急性期 L 保健 

所統括 

的立場 

の保健 

師 

市町村 

保健師 

状況確 

認及び 

情報収 

集 

保健所保健師が、深

夜に台風が過ぎ去っ

た次の朝に、保健所

に出勤するまえに立

ち寄った。 

ライフライン、道路

状況、医療機関の

情報、避難所の状

況、保健活動のニ

ーズなどを情報共

有できた。 

保健所の支所と市

町村保健センター

の距離が近いた

め、こまめに寄るこ

とが出来た。 

 A-1 

超急性期 

急性期・ 

亜急性期 

L 保健 

所統括 

的立場 

の保健 

師 

市町村 

保健師 

情報共 

有及び 

市町村 

支援 

毎日、朝晩と立ち寄

り、情報共有を行うと

ともに、必要なガイド

ラインやアセスメント

シートなどを提供し

た。 

タイムリーかつ的確

な情報共有やツー

ル の 使 用 が で き

た。 

L 保健所統括的立

場の保健師が、災

害支援の経験があ

ったため、的確なア

ドバイスができた。 

 A-2 

急性期・ 

亜急性期 

L 保健 

所統括 

的立場 

の保健 

師 

市町村 

保健師 

市町村 

支援 

他県からの派遣保健

師の受け入れについ

て、管内他市町村の

様子についての情報

提供と受け入れの勧

め。 

他の市町村の状況

を聞き、他県からの

派遣保健師の受け

入れを決めた。 

  A-3 

急性期・ 

亜急性期 

L 保健 

所統括 

的立場 

の保健 

師 

市町村 

保健師 

市町村 

支援 

派遣チームとのミー

ティングにも参加し、

派遣チームの受け入

れの調整等を行っ

た。 

市町村保健師とし

ては、保健所保健

師が調整してくれて

助かった。 

  A-4 

急性期・ 

亜急性期 

L 保健 

所 

市町村 市町村 

支援及 

び県保 

健師の 

人材育 

成 

保健所保健師と県庁

の若手保健師がペア

で支援に入り、要援

護者の安否確認訪問

を行った。 

   A-5 

急性期・ 

亜急性期 

市町村 

保健師 

L 保健 

所の若 

手保健 

師 

住民支 

援及び 

保健所 

保健師 

の人材 

育成 

医療的視点を持って

いる保健所の若手保

健師と、地元をよく知

っている非専門職で

ある市職員をペアに

して、要援護者の訪

問をしてもらった。 

 市町村は保健所と

日頃からやりとりを

しているので、応援

に来る保健師が若

い人であることがわ

かる。 

 A-6 

慢性期 市町村 

保健師 

L 保健 

所統括 

的立場 

の保健 

師 

災害時 

対応の 

経験を 

次回に 

活かす 

記憶が新しいうちに

きっちりと振り返り、

次に活かしたいた

め、一緒に振り返りを

してくれるようにお願

いした。 

活動をまとめ、県が

実施した報告会で

発表した。 

３年ぐらい前から、

年６回、当該市の

保健師内で災害に

ついての研修会を

実施している。 

 A-7 
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表２ Ａ市における民間病院との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

 

連携内容、方法

（工夫） 

成果 背 景 に

あ る 組

織体制 

平時からの連携 事象 

番号 

超急性期 

急性期・ 

亜急性期 

民間病院

の災害対

策調整室

専属の事

務職、医

師、理学

療法士 

市町村 状 況 把

握 及 び

市 町 村

支援 

停電で電話がつ

ながらないため、

次々と、直接保健

センターに来訪し

た。 

ライフラインや、介

護関係や医療関係

の情報を共有した

り、衛星電話を貸し

てくれたりした。 

 平成 26 年から、

災害医療連携会

議を行い、メンバ

ーであり、市職員

に対して研修を

行うなど、よく知

っていた。 

A-8 

急性期・ 

亜急性期 

民間病院 市町村 住 民 支

援 

夏の暑い時期で

あったので、熱中

症での入院をなる

べ く減らすため

に、病院の医師が

介護施設に出向

いて診療したり、

相談に乗ったりし

た。 

ケアマネや施設に

とって、大変ありが

たかった。 

  A-9 

急性期・ 

亜急性期 

民間病院 市町村 市 町 村

支援 

病院のボランティ

アの中で有資格

者である人を市町

村に派遣した。 

有資格者なので、

安否確認の訪問を

手伝ってもらった。 

  A-10 

 
 
表３ Ａ市における看護系大学との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の意

図、目的 

連携内容、方法（工夫） 成果 背景にある組織体制 平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

慢性期 おそらく

看 護 系

大学 

市町村 市町村支

援 

慢性期に、再度台風が来

ることがわかり、大学で母

子避難所を開設し、教員が

避難所運営をした。 

 平成 26 年から、災害医

療連携会議を行い、メン

バーであり、市職員に対

して研修を行うなど、よく

知っていた。 

 A-11 

 
 
表４ Ａ市における市立病院との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

 

連携内容、方法

（工夫） 

成果 背景にある

組織体制 

平時からの連携 事象 

番号 

急性期・ 

亜 急 性

期 

市立 

病院 

市町村 住民支援 病院が、病院近

隣の被害がひ

どかった地区を

ローラー作戦で

安否確認の訪

問に行くと申し

出た。 

市町村から、水

や食べ物など

の支援物資も

一緒に持ってい

ってほしいとお

願いし、持って

いってくれた。 

当該地区の

住 民 か ら

「なんとかし

てほしい」と

いう申し出

が病院にあ

った。 

平成 26 年から、災害

医療連携会議を行

い、メンバーで、よく

知っていた。かつ、病

院の事務長が、元市

の職員で市の様子を

よく知っていた。 

A-12 
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表５ Ａ市における市内ケアマネジャーとの連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の意

図、目的 

連携内容、方法（工夫） 成果 背景にある

組織体制 

平時から

の連携 

事象 

番号 

慢性期 市 町 村

保健師 

市 内 ケ

アマネ 

要援護者

の安否確

認 

慢性期に、再度台風が来ることがわ

かり、事前に台風後に要援護者の安

否確認をし、情報を市に集約するよ

うにお願いした。 

   A-13 

 
 
表６．Ａ市における項目リストの抽出 

事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

A-1 超急性期 保健所の統括的立場の保健師から市町村保健師に対して、状況

確認及び情報収集を目的とした、早急な直接当該市町村への来

訪。 

保健所の支所と市町村保健センター

の物理的距離の近さ。 

A-2 超急性期 

急性期・ 

亜急性期 

保健所の統括的立場の保健師から市町村保健師に対して、情報

共有及び市町村支援を目的とした、頻繁な来訪とタイムリーかつ的

確な情報提供。 

保健所の統括的立場の保健師に災

害支援の経験があることによる的確

なアドバイス。 

A-8 超急性期 

急性期・ 

亜急性期 

民間病院の災害対策調整室専属の事務職や医師等から市町村に

対して、状況把握及び市町村支援を目的とした、当該市町村への

直接の来訪。 

平時から災害に関する会議への参

加や病院から市町村への研修が行

われ、よく知っていた。 

A-3 急性期・ 

亜急性期 

保健所の統括的立場の保健師から市町村保健師に対して、市町

村支援を目的とした、他県からの派遣保健師受け入れの情報提供

と勧め。 

 

A-4 急性期・ 

亜急性期 

保健所の統括的立場の保健師から市町村保健師に対して、派遣

チーム受け入れの調整。 

 

A-5 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村に対して、市町村支援及び県保健師の人材育

成を目的とした、県から派遣される保健師の調整。 

 

A-6 急性期・ 

亜急性期 

市町村保健師から保健所の若手保健師に対して、住民支援及び

保健所保健師の人材育成を目的とした、訪問メンバーの調整。 

平時から市町村と保健所のやりとり

が活発なため、保健所から来た保健

師が若手かどうかがすぐにわかる。 

A-9 急性期・ 

亜急性期 

民間病院から市町村に対して、住民支援を目的とした、病院の医

師による介護施設へのアウトリーチ。 

 

A-10 急性期・ 

亜急性期 

民間病院から市町村に対して、市町村支援を目的とした、病院ボラ

ンティアの市町村への派遣。 

 

A-12 急性期・ 

亜急性期 

公立病院から市町村に対して、住民支援を目的とした、病院近隣

の地区への安否確認の訪問の申し出。 

平時から災害に関する会議への参

加があり、よく知っているとともに、病

院の事務長が元市職員であり市の

状況を理解していた。 

A-11 慢性期 看護系大学から市町村に対して、市町村支援を目的とした、大学

における母子避難所の開設と運営。 

平時から災害に関する会議への参

加があり、よく知っている。 

A-13 慢性期 市町村保健師から市内ケアマネに対して、要援護者の安否確認を

目的とした、次の災害に備えた要援護者の安否確認の依頼。 

 

A-7 慢性期 市町村保健師から保健所の統括的立場の保健師に対して、災害

時対応の経験を次回に活かすことを目的とした、災害時対応の振

り返りの依頼。 

当該市の保健師内で、災害について

の研修会を実施している。 

 
 
表７．Ａ市保健師が考える災害時の連携の課題 

No. 課題内容 

A-課-1 平時からの築き上げた顔が見えて、それぞれの役割について共通理解ができていることで、災害時に支援に来てくれた

時に安心感や心強さに繋がる。 

A-課-2 災害を想定した机上訓練時等においても、課題を検討したり、訓練の企画をするところから一緒に話し合ったりするプロ

セスを大切にしないと、実際の災害時に主体的に動くことができないと思う。 

A-課-3 災害時にスムーズに連携するためには、平時から他機関や他部署と連携を取る際は、その組織の中で誰がキーパーソ

ンなのか、どうすればその組織のなかで担当者が動きやすいのかを考えて、働きかけることが必要である。 
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表８．Ｂ町における県型保健所保健師との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の意

図、目的 

 

連携内容、方法（工夫） 成果 背景にある組

織体制 

平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

超急性期 M 保健 

所 

市町村 

保健師 

支援ニー

ズの把握 

停電で電話等がつなが

らないため、直接当該

市町村に来た。 

市町村から保健

所に対して難病

の人の支援を依

頼した。 

  B-1 

急性期・ 

亜急性期 

M 保健 

所 

市町村 

保健師 

市町村 

支援 

他県からの応援保健師

の派遣受け入れの相

談をした。 

受け入れをした。   B-2 

急性期・ 

亜急性期 

市町村 

保健師 

M 保健

所 保 健

師 

役割分担 派遣者は地理がわから

ず、かつ通れない所も

多々あったので、訪問

は市町村保健師が行

い、派遣チームにはそ

の情報をまとめてもらう

ことをお願いしたいと伝

えた。 

M 保健所保健師

が、市町村の希

望に沿うような形

で、派遣チームの

調整を行った。 

派遣保健師が、

市町村と保健

所の役割分担

について、今ま

での災害経験

を元にした的確

な指示をしてく

れた。 

 B-3 

復旧 

復興期 

市町村 

保健師 

M 保健

所 保 健

師 

災害対応

のまとめ 

災害対応を集約して形

にまとめるところを手伝

ってくれるようにお願い

した。 

まとめを作成する

中で、要援護者

の名簿の更新が

必要、難病の方

の情報が市町村

にも必要、などの

課題が見えてき

た。 

  B-4 

 
 
表９ Ｂ町における県助産師会との連携の実際 
時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

連携内容、方法

（工夫） 

成果 背景にある 

組織体制 

平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

超急性期 県助産 

師会 

市町村 

保健師 

市町村 

支援 

直接電話がか

かってきて、支

援の申し出が

あった。 

当該市町村では、母子の数

が少なく、また出産予定日が

近い人もいなかったため、お

断りしたが、災害時に頼って

よいことがわかった。 

県助産師会

の方と、当該

市町村保健

師が友達であ

った。 

 B-5 

 
 
表 10．Ｂ町における項目リストの抽出 

事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

B-1 超急性期 保健所から市町村保健師に対して、支援ニーズの把握を目的と

した、直接当該市町村への来訪。 

 

B-5 超急性期 関係団体から市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、

支援の申し出。 

当該関係団体と市町村保健師が友達

であった。 

B-2 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、他

県からの応援保健師の派遣受け入れの相談。 

 

B-3 急性期・ 

亜急性期 

市町村保健師から保健所保健師に対して、役割分担を目的とし

た、派遣チームに依頼した内容の相談。 

派遣保健師が、市町村と保健所の役

割分担について、今までの災害経験を

元に的確な指示を出してくれた。 

B-4 復旧復興期 市町村保健師から保健所保健師に対して、災害対応のまとめの

作成を目的とした、支援依頼。 
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表 11．Ｂ町保健師が考える災害時の連携の課題 

No. 課題内容 

B-課-1 保健所は、母子保健は小児慢性疾患ぐらいしか支援しておらず、特に保健所の若手の保健師は経験不足の感が否めな

いため、母子保健のことで保健所を頼れない。 

B-課-2 保健所との接点が少ないため、特に市町村の若手の保健師は、保健所の保健師の顔も知らず、どのような人がいるの

か、その人がどのようなキャラクターや人となりなのかもわからず、どのような時に保健所に相談してよいかわからない。 

B-課-3 保健所が遠く、かつ市町村職員の数が少ないため、災害時に対策本部会議を保健所近辺で開催されても、参加すること

ができない。 

B-課-4 今回の災害を通して、保健所を始めとした病院などとの関係が深まり、信頼できると感じたので、平時からフェイストゥフェ

イスの交流ができるとよい。 

 
 
表 12．Ｃ町における県型保健所保健師との連携の実際 
時期 発 動

者 

相手 連 携 の

意 図 、

目的 

 

連携内容、方

法（工夫） 

成果 背景にある組織体制 平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

超急 

性期 

N 保

健所 

市 町

村 

市 町 村

支援 

他県からの応

援保健師及

び保健所医

師の派遣 

避難所の巡回を行った K 保健所管内の他市

町村も被害がひどか

ったため、保健所の

判断で応援保健師を

派遣した。 

 C-1 

急 性

期 ・ 亜

急性期 

N 保

健所 

市 町

村 

情 報 共

有 

管内合同の

防災会議 

保健所が、町の被害の甚大さ

を理解した。 

K 保健所保健師を１人（H 氏）、

町担当ということで町に派遣し

た。 

DMAT の本拠地を町に置くな

ど、町への支援が手厚くなっ

た。 

町保健師は対応に追

われて会議に行く気

がなかった。が、他県

からの応援保健所医

師の会議参加への強

い勧めと、避難所支

援を任せてもよいと

いうバックアップ体制

があった。 

 C-2 

急 性

期 ・ 亜

急性期 

N 保

健 所

か ら

派 遣

さ れ

た 保

健師 

市 町

村 保

健師 

市 町 村

支 援 の

強化 

町に必要な支

援を判断し、

保健所と相談

し、支援が入

るようにした。 

看護協会、キャンナスの支援

が入り、避難所の夜間管理を

行ってもらった。また、夜間管

理の看護協会、キャンナスと、

日中管理の他県からの応援保

健師との間で引き継ぎをする

体制を整え、避難所のことは

応援チーム同士で完結するよ

うにした。 

  C-3 

急 性

期 ・ 亜

急性期 

N 保

健 所

か ら

派 遣

さ れ

た 保

健師 

市 町

村 保

健師 

支 援 チ

ー ム の

整理 

町への支援を

希望する団体

や個人の電

話や直接来

訪 を 整 理 し

た。また毎日

行っている支

援チームの会

議を、建設的

な話し合いの

場となるよう

にした。 

町保健師の身体的、精神的な

負担の軽減となった。 

会議では、他県からの応援保

健所医師や応援保健師も建設

的な話し合いをする場にするこ

とに賛同してくれ、積極的に会

議で発言し、会議の方向づけ

や町保健師の負担を減らす環

境づくりをしてくれた。 

会議の結果、派遣チームごと

に申し送りをすることになり、会

議の回数が１日２回から１回に

減った。さらに、町保健師が休

むことの重要性が理解された。 

  C-4 
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表 12．Ｃ町における県型保健所保健師との連携の実際（続き） 

時期 発 動

者 

相手 連 携 の

意 図 、

目的 

 

連携内容、方

法（工夫） 

成果 背景にある組織体制 平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

急 性

期 ・ 亜

急性期 

N 保

健所 

市 町

村 

市 町 村

支援 

橋が落ちてし

まい、隣の村

の人が村の

避難所に行

かれず、町に

避難せざるを

得ない状況に

なったため、

町民とは避難

所を分け、保

健所が直接

避難所支援を

行った。 

町保健師の身体的、精神的な

負担の軽減となった。 

  C-5 

 
 
表 13 Ｃ町における民間病院との連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

 

連携内容、方法

（工夫） 

成果 背景にある組織体制 平 時 か

ら の 連

携 

事象 

番号 

慢 性

期 

民 間 病

院 の 健

康 管 理

センター

課長（保

健師） 

市町村

保健師 

職員に
対する
支援の
相談 

産業保健の立
場として、職
員に対する支
援の申し出が
あった。 

発災の約 1.5 ヶ
月後に、職員の
メンタルチェック
が行われ、ハイ
リスク者全員へ
の面談が行わ
れた。 

発災後 1 週間ぐらいの
時にDPATが来た時に、
DPAT が町職員に対し
て、メンタルケアの重要
性の話をした。 
実際に民間病院の支援
が入る時には、対策本
部の部長に、職員のメン
タルケアの重要性を、町
保健師が訴えた。そし
て、業務時間内に面談
ができる体制が整った。 

職員の
健 診 、
産業医
を委託
し て い
た。 

C−6 

 
 
表 14 Ｃ町における県看護協会との連携の実際 
時期 発動

者 

相手 連携の 

意図、 

目的 

 

連携内容、方法（工夫） 成果 背 景 に

あ る 組

織体制 

平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

急 性 期 ・

亜急性期 

N 保

健所 

市町村 避 難 所
支援及び
町 保 健
師 の 負
担軽減 

県看護協会に依頼し、避難所の夜
間管理を行ってもらった。日中管理
の他県からの応援保健師と引き継
ぎを行い、避難所のことは応援チー
ム同士で完結するようにした。 

町保健師
が避難所
以外の仕
事に集中
できた。 

  C−7 
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表 15 Ｃ町におけるキャンナスとの連携の実際 

時期 発動

者 

相手 連携の 

意図、 

目的 

連携内容、方法（工夫） 成果 背 景 に

あ る 組

織体制 

平時 

から 

の連 

携 

事象 

番号 

急 性 期 ・

亜急性期 

N 保

健所 

市町村 避 難 所
支援及び
町 保 健
師 の 負
担軽減 

キャンナスに依頼し、避難所の夜間
管理を行ってもらった。日中管理の
他県からの応援保健師と引き継ぎを
行い、避難所のことは応援チーム同
士で完結するようにした。 

町保健師
が避難所
以外の仕
事に集中
できた。 

  C−8 

 
 
表 16 Ｃ町における退職保健師 OB グループとの連携の実際 

時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

連携内容、方法（工

夫） 

成果 背 景 に

あ る 組

織体制 

平時からの連携 事象 

番号 

慢性期 市 町 村

保健師 

当該市町

村保健師

が仕事を

始めた時

にお世話

に な った

元県保健

師 

避難所支

援及び町

保健師の

負担軽減 

避難所の夜間管理を

行ってもらった。日中

管理の他県からの応

援保健師と引き継ぎ

を行い、避難所のこと

は応援チーム同士で

完結するようにした。 

町保健師が

避難所以外

の仕事に集

中できた。 

 連絡窓口となった元

保健師と、個人的に

連絡を取り合ってい

た。K 保健所の保健

師も元保健師と連絡

を取り合い、元保健

師が何かやりたいと

思っていることを知っ

ていた。 

C−9 

 
 
表 17 Ｃ町における NPO スポーツ団体との連携の実際 
時期 発動者 相手 連携の 

意図、 

目的 

連携内容、方法（工夫） 成果 背 景 に

あ る 組

織体制 

平時から

の連携 

事象 

番号 

急 性 期 ・

亜急性期 

ス ポ ー

ツ団体 

市町村 避難所支援 避難所を回り、エコノミー症

候群予防の体操の実施、

血圧測定、糖尿病患者へ

のインスリンの相談などを

行った。 

町保健師が避

難所以外の仕

事に集中でき

た。 

 健康推進

事業の委

託先であ

った。 

C-10 

 
 
表 18．Ｃ町における項目リストの抽出 

事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

C-1 超急性期 保健所から市町村に対して、市町村支援を目的とした、他県

からの応援保健師及び保健所医師派遣。 

 

C-2 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村に対して、情報共有を目的とした、管内合

同の防災会議の実施とその結果による当該市町村への支援

強化。 

市町村保健師が会議に参加するための、

他県からの応援保健師及び医師によるバ

ックアップ体制の存在と会議参加への強

い勧め。 

C-3 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村に派遣された保健師から市町村保健師に

対して、市町村保健師の負担の軽減及び市町村保健師しか

できないことに集中するための環境づくりを目的とした、支援

チームによる避難所支援の完結化。 

 

C-4 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村に派遣された保健師から市町村保健師に

対して、支援チームの整理を目的とした、町への支援を希望

する団体や個人の整理及び、チーム会議の改善。 
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表 18．Ｃ町における項目リストの抽出（続き） 
事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

C-5 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村に対して、市町村支援を目的とした、災害

の影響で取り残された住民以外の人々に対する保健所から

の直接的な支援。 

 

C-7 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村保健師に対して、市町村支援を目的とし

た、県看護協会による避難所支援の実施。 

 

C-8 急性期・ 

亜急性期 

保健所から市町村保健師に対して、市町村支援を目的とし

た、キャンナスによる避難所支援の実施。 

 

C-10 急性期・ 

亜急性期 

当該市町村内のスポーツ団体から市町村保健師に対して、

避難所支援を目的とした、避難所支援の申し出と実施。 

当該スポーツ団体は、市町村の健康推進

事業の委託先であり、平時からの市町村

保健師との強い関係性。 

C-6 慢性期 当該市町村の産業保健を担っている民間病院の健康管理セ

ンター課長から市町村保健師に対して、市町村職員に対する

支援を目的とした、職員の健康支援の申し出と実施。 

職員の健康支援を通した密な連携と、そ

れを通して培われ、かつ保健師学校の同

期であることによる当該民間病院の保健

師と市町村保健師の緊密な関係性。 

C-9 慢性期 町保健師から元県保健師への市町村支援の相談と、それに

対する元県保健師の支援仲間の集結と支援の実施。 

元県保健師と当該市町村保健師の個人

的な懇意な間柄。 

 
 
表 19．Ｃ町保健師が考える災害時の連携の課題 

No. 課題内容 

C-課-1 保健所保健師や管内市町村保健師が、会議出席の必要性や重要性を、認識しておく必要がある。 

C-課-2 OB グループが組織として存在していない。（地震前に OB グループはなく、今回の地震発生時にグループができて活動

した。地震後は、特に活動をしていない。） 

C-課-3 保健所保健師、民間病院の健康管理センターの課長、OB 保健師は旧知の間柄であるため連携をとりやすかったが、今

は保健所との関係も希薄で若手保健師は保健所等との連携を取りづらい。 

 
 
表 20．Ｄ民間病院産業保健活動部門における応援人材の提供の実際 

時期 職種・ 

人数 

提 供 先

の機関 

活動の 

目的・ 

内容 

連携内容 成果 背景 事象 

番号 

亜急性期 保健師 市町村 

保健師 

職員の 

健 康 保

持 

職員支援の提案 自治体による受入が開

始された。 

元々、当該市町村

の産業医を含む、

健康管理を担当し

ていた。 

D-a-1 

慢性期 保健師 

産業医 

市町村 職員の 

健 康 状

態 

の把握 

疲労蓄積度、メンタル

（K6）、病気の放置、妊

婦、弱者、介護者、家

の状況、などを聞く調

査票を作成し、調査を

実施した。 

職員の状況が把握でき

た。疲労度が高い人、メ

ンタルの調子が悪い人、

家族のことを心配してい

る人が多いことがわかっ

た。 

 D-a-2 

慢性期 保健師 

産業医 

市町村 ハイリス

ク 者 へ

の 健 康

支援 

調査より絞られたハイ

リスク者（職員全体の

約 20%）への面談を実

施した。面談時は、産

業医の指示により、勤

務状況、周囲のサポー

ト、業務の問題点など

も聞き取った。 

支援の緊急性が高い、よ

りハイリスクな者を抽出

することができた。また、

上司による部下のケアが

できていない実態がわか

った。 

 D-a-3 
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表 20．Ｄ民間病院産業保健活動部門における応援人材の提供の実際（続き） 
時期 職種・ 

人数 

提 供 先

の機関 

活動の 

目的・ 

内容 

連携内容 成果 背景 事象 

番号 

慢性期 保健師 

産業医 

市町村 職員の 

健 康 管

理 

ハイリスク者への面談

結果を元に話し合っ

た。本人の状態によっ

ては、配置転換を検討

した。 

よりハイリスクな者の配

置転換が実施された。数

人への 2 次面接を実施し

た。気になる人は、衛生

管理者である市町村保

健師へ申し送った。 

元々、産業医と衛

生管理者である市

町村の保健師、産

業医と市町村の総

務課の関係がすご

くよかった。 

D-a-4 

慢性期 保健師 

産業医 

市町村 職員の 

健 康 管

理 

上司が部下の個々の

仕事をあまり把握して

おらず、部下のケアが

できていないと感じたた

め、面談の結果は、本

人の了承を得た上で、

総務課を通して上司に

も結果を返した。 

 衛生管理者である

市町村保健師によ

り、安全衛生の保

健体制づくりができ

ていたため、話の

流れがスムーズで

あった。 

D-a-5 

復旧復興

期 

最初の調

査から 6

ヶ月後 

保健師 

産業医 

市町村 職員の 

健 康 状

態 の 把

握 

1 回目と同様の調査を

実施した。 

ストレス度が下がってい

ることがわかった。面談

対象となるハイリスク者

も、十数人程度に減って

いた。 

 D-a-6 

復旧復興

期 

保健師 市町 

村 

職員の 

健 康 管

理 体 制

づくり 

職員の健康のことで、

積極的に衛生管理者

であえる市町村の保健

師に声をかけるように

した。 

震災を契機に、安全衛生

委員会がしっかりと立ち

上がり、市町村保健師と

顔を会わせる機会、話す

機会が増えた。 

 D-a-7 

 
 
表 21．Ｄ民間病院産業保健活動部門における項目リストの抽出 
事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

D-a-1 亜急性期 関係団体の保健師から市町村保健師に対して、職員の健康保持を目

的とした、職員支援の提案。 

当該市町村の産業医及び健康

管理を担当。 

D-a-2 慢性期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康状態の

把握を目的とした、健康度調査の実施。 

 

D-a-3 慢性期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、ハイリスク者への健

康支援を目的とした、面談の実施。 

 

D-a-4 慢性期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、よりハイリスクな者

への健康支援目的とした、面談結果を元にした当該職員への対策の

提案と検討。 

産業医と総務課や、衛生管理者

である当該市町村の保健師の関

係性がとても良好であった。 

D-a-5 慢性期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、上司から部下への

ケア体制の構築を目的とした、人事担当部門を通しての上司への指

導。 

衛生管理者である当該市町村の

保健師により、安全衛生の保健

体制が構築されていた。 

D-a-6 復旧復興期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康状態の

把握を目的とした、再調査の実施。 

 

D-a-7 復旧復興期 関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康管理体

制づくりを目的とした、衛生管理者である当該市町村保健師への積極

的な声かけの実施。 

 

 

 

表 22．Ｄ民間病院産業保健活動部門の保健師が考える応援人材の提供に対する課題 
No. 課題内容 

D-a-課-1 災害時の自治体の支援マニュアルが、病院内になくて大変だったので、今回の支援を契機に、作りたいと思っている。 

D-a-課-2 産業保健として自治体に関わる立場として、自治体内で健康管理活動を意識できるような働きかけが必要だと思った。 
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表 23．Ｄ民間病院における応援人材の提供の実際 

時期 職種・ 

人数 

提供先 

の機関 

活動の目 

的・内容 

連携内容 成果 背景 事象 

番号 

慢性期 保健師 市町村 スムーズ

な支援 

先陣を切っていた同じ団体の医

療班や、派遣された保健師と関

係団体組織が常に情報共有をし

て、次の派遣に必要になりそうな

ことを考え、先を見据えて準備を

していた。 

 健康管理センターの保健師

や看護師は、健康相談や保

健指導に長けており、健康管

理センターらしい災害救護と

して、慢性期で力を発揮でき

ると考えていた。 

D-b-1 

慢性期 保健師 市町村 住民支援 １巡目の戸別訪問の時に見つか

った要フォロー者や、不在者への

訪問指導。 

  D-b-2 

慢性期 保健師 市町村 避難所支

援 

避難所を訪問して、感染予防の

支援、汚物処理方法のレクチャ

ー、要フォロー者の個別支援を実

施した。 

  D-b-3 

慢性期 保健師 市町村 避難者へ

の継続的

な支援 

派遣終了の前に、避難者と市町

村の保健師をつなぐための健康

相談カードやボックスを、避難所

に設置した。 

  D-b-4 

慢性期 保健師 市町村 避難者へ

の支援 

避難所を減らして新しい避難所を

準備する際に、掲示物や感染対

策の準備を実施した。 

  D-b-5 

 
 
表 24．Ｄ民間病院における項目リストの抽出 
事象 

No. 

時期 連携内容 基盤 

D-b-1 慢性期 関係団体の保健師から市町村に対して、スムーズな支援を目的

とした、関係団体内での情報共有や引き継ぎを行うことによる、

先を見据えた準備。 

病院の健康管理センターの看護職は、

健康相談や保健指導に長けており、セン

ターらしい災害救護として、慢性期で力

を発揮できると考えていた。 

D-b-2 慢性期 関係団体の保健師から市町村に対して、住民支援を目的とした、

戸別訪問の継続。 

 

D-b-3 慢性期 関係団体の保健師から市町村に対して、避難所支援を目的とし

た、避難所における感染予防支援、要フォロー者個別支援等の

実施。 

 

D-b-4 慢性期 関係団体の保健師から市町村に対して、避難者への継続的な支

援を目的とした、避難者と当該市町村の保健師をつなぐためのツ

ールの設置。 

 

D-b-5 慢性期 関係団体の保健師から市町村に対して、避難者への支援を目的

とした、新しい避難所を開設する際の医療的アドバイスと実際の

準備。 

 

 
 
表 25．民間病院の看護部長が考える応援人材の提供に対する課題応援人材の提供に対する課題 

No. 課題内容 

D-b-課-1 全国どこの系列病院でも、同じような支援ができるようになるために、今回の保健師支援の実施について系列病院に

アピールを続けていきたい。 

D-b-課-2 慢性期の災害救護は、健康管理センターの看護職にとって人材育成の場にもなる。今後も積極的に慢性期の災害救

護を行い、組織の中で経験者が途切れないようにしていきたい。 

D-b-課-3 健康管理センターとしての保健師支援のマニュアルや、災害用のリーフレットや媒体を作っていきたい。 
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令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における保健師間の連携と応援人材の確保 

－調査４：保健所設置市保健師及び関係団体へのヒアリング調査― 
 

研究分担者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科・教授） 
 

研究要旨 
 保健所設置市における災害時の保健師間の連携、地元の関係団体との連携について、その対

応経験から、連携の目的・意図、平時の連携、課題を検討した。3 つの災害事例（台風 2、豪雨

1）において被災地の健康支援に対して統括役割をとった保健師を対象に、また災害時に連携し

た関係団体の調整統括者を対象にインタビューを行った。 
 その結果、保健所設置市において災害時に特徴的な保健師間の連携は、県本庁との応援派遣

者の授受に関する連携であった。受援の意思決定から終了に至るまでの間の長期に渡り、協議、

相談等の連携があり、県本庁の統括保健師が連携の発動者であった。関係団体との連携は、主

として平時からの保健所設置市との協働関係が基盤にあった。発災後の時期によって連携する

関係団体の性質に違いがあり、慢性期に移行するにつれ福祉的な問題にかかわる関係団体との

連携が求められていた。保健所設置市は保健所機能と市町村機能を合わせもつ故に、感染症等

への迅速な対応、地区組織等との緊密な連携をもち、災害時には会議主催により連携の場を構

築できる立ち位置にある。 
保健所設置市における災害時の保健師間及び関係団体との連携に対する課題として、県本庁

との間の応援派遣者の受援及び情報共有の体制、災害時の関係者会議の活用、持続性あるネッ

トワークづくりへの連携の進展、が示唆された。 
 
Ａ．研究目的  
 本研究は、保健所設置市を拠点にした

災害時の所属機関の異なる保健師間の連

携、地元関係団体との連携に焦点をあて、

災害時における保健師間及び関係団体と

の連携の内容、その背景にある平時から

の連携、保健所設置市における災害時の

連携の課題を明らかにすることである。  
【本研究で扱う連携の定義】  

被災地の健康支援を推進するために、

所属機関の異なる保健師間、または各所

属機関の保健師と都道府県内（圏域）の

関係機関（関係団体）との間における、

一方から他方に対する意図をもった関わ

りの行為、とする。具体的には以下の意

図が含まれる。  
所属機関の異なる保健師間においては、

状況把握、情報発信、情報共有、課題共

有、要請、意思決定支援、物資等提供、

現場支援、協働、相談、助言、指示、指

導、報告、協議、調整  
各所属機関の保健師と関係機関において

は、支援人材の確保、専門的支援、住民

組織及び地元の医療・介護・福祉・教育

機関・職能団体等からの支援協力の確保  
 
Ｂ .研究方法  
１．調査対象とする事例の選定  

保健師間の連携を活かして災害時の保

健活動推進を図った保健所設置市におけ

る災害時の対応事例（好事例）とする。  
＜候補事例の選定基準＞  
・過去 5 年以内に発生した激甚災害の指

定を受けた自然災害  
連携を活かして災害時の保健活動推進

を図った保健所設置市の対応事例  
＜選定方法＞  

本研究斑組織のメンバー間（分担者及

び協力者）の協議により選定要件を充た

す災害及び自治体を候補として選定する。 
 
２．調査対象者  
 以下の２種類の立場の者をそれぞれ調

査対象者とする。  
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A．統括的立場等にある保健師  
災害時に所属機関の異なる保健師間の

連携調整および活動全体の統括を担った、

統括的立場あるいは管理的立場にある保

健所設置市の保健師  
B．関係団体の連携調整者  

候補事例に対して応援人材を提供した

団体において、保健活動拠点の保健師と

の間の連携調整に携わった者とする。  
 
３．調査方法  
 下記の調査内容についてインタビュー

を行う。新型コロナウイルス感染症蔓延

下にある状況を踏まえ、対面、WEB 面接、

電話による聞き取りのいずれか、あるい

は併用を、調査対象とする自治体および

関係団体と相談の上、決定する。  
  
４．調査期間  

令和 2 年 11 月下旬～令和 3 年 3 月  
 
５．調査内容  
１）調査対象の基本情報  

①インタビュー対象者の属性（所属・

職員等）  
②災害の名称、種別、発生年  

２）インタビュー項目  
①連携の時期（発災後の時期）  
②連携の発動者（立場）  
③連携相手の保健師  
④連携の意図、目的  
⑤連携の内容、方法（工夫）  
⑥連携による成果  
⑦連携の背景にある組織体制  
⑧連携に作用した平時からの連携  
⑨災害時の連携の課題  

 
６．分析方法  
１）連携の内容  

聴取内容から、事例ごとに、誰から誰  
に対しどのような意図・目的をもった連

携かにかかわる事象をデータとして抽出

し、発災後の時期、連携の発動者、意図・

目的、背景の各内容に基づき、連携の内

容を一文で記述する。それらを全事例で

集約し、発災後の時期別に、保健師間の

連携及び関係団体との連携に分けて示す。 
２）平時からの関係及び課題  

聴取内容から、連携の各内容の基盤に

ある組織体制や平時からの関係、課題に

ついて各事例から聴取された内容を集約

し同質の内容で整理する。  
 
（倫理的配慮）  
 調査対象者に研究の趣旨、個人及び所

属自治体や関係団体を特定する情報の保

護や管理について説明し同意を得た上で

調査を実施した。また研究者所属機関の

研究倫理審査委員会にて調査計画内容の

承認を得た（承認番号 R2-36）。  
 
Ｃ．研究結果  
１．調査対象の概要（表１）  
 調査事例は 3 事例であり、台風 2 事

例及び豪雨 1 事例であった。調査対象

者は保健師 6 名、関係団から 1 名であ

った。保健師は各事例において災害発生

時に統括保健師として対応した 3 名及

び災害時に統括保健師を補佐した保健師

であった。関係団体は地元大学において

調整の統括役割を担った教員 1 名であ

った。  
事例ごとに、保健師と関係団体の立場

を分けて、調査対象者に Zoom を用いた

WEB によりインタビューを実施した。  
  
２．連携の内容  

事例 1～事例 3 の結果を集約した内容

を示す。  
１）Ⅰ超急性期  
(1)保健師間  

県本庁統括保健師から、保健所設置市

統括保健師への連絡によって、連携が開

始されていた。受援の意向確認と発災後

の活動イメージの共有、県と保健所設置

市の役割分担の明確化、応援保健師への

オリエンテーションの準備と対応につい

て協議がなされていた。  
 また一方、被害が甚大で保健所設置市

への影響が県内でも大きいと考えられた
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事例においては、近隣の県型保健所の統

括保健師と保健所設置市統括保健師の連

携が県型保健所統括保健師が発動者とな

り開始され、毎日の状況確認、活動方針

の確認によって、県内外からの応援派遣

人材の調整の推進が図られていた。  
 
 (2)関係団体と保健師  
 超急性期における保健所設置市と地元

関係団体との連携は事例 1 にみられ

た。台風被害の事例であり、避難所に被

災者が集まる夜間対応への緊急性を判断

した保健所設置市がこれまでの面識を活

かして地元大学への協力を要請したもの

である。大学は規模の大きな一つの避難

所の夜間対応への支援にあたり、持続的

な支援体制構築のニーズを判断し、地元

の複数の病院から応援の看護人材を得る

新たな連携体制を投入し、市の統括保健

師とも情報共有しながら、避難所撤収に

至るまでの 2 か月間にわたり持続的な

支援を行った。  
 
２）Ⅱ急性期・亜急性期 

(1)保健師間  
 この時期の連携は、県本庁と保所設置

市の統括保健師の間で、また被害が甚大

であった事例では県型保健所と保健所設

置市の統括保健師の間で、県内外の保健

師の受援に関して頻回に連絡を取り合う

内容であった。  
 加えて、災害時相互応援協定締結先の

県内他市町村からの職員派遣、過去の災

害時に応援派遣先であった県内他町から

の保健師派遣の申し出もあった。協定に

基づく応援は人事部門を通しての職員派

遣であり、上述の県本庁を通しての応援

保健師の授受とはルートが異なる。急性

期・亜急性期において、保健所設置市統

括保健師は、こうした様々なルートから

の応援支援者の受援に際して、それぞれ

の調整担当者と連絡を取りながら、人材

の活用を図った。  
 
(2)関係団体と保健師  

 急性期・亜急性期は、関係団体からの

支援協力の授受の点で、保健所設置市と

関係団体との連携が開始され、活発化す

る時期であった。  
連携開始の契機は、関係団体からの支

援協力の申し出による場合と、被災によ

り業務中断している医療機関に対して市

側が協力人材の要請をする場合とがあっ

た。いずれの場合においても、平時から

の市と関係団体の間の協力関係あるいは

地元という繋がりを意識した関係から支

援協力の授受につながる連携であった。  
 
３）Ⅲ慢性期 

(1)保健師間  
この時期の連携は、状況の変化に応じ

て、応援者の人員調整をしたり、応援者

の終了時期を判断したりすることに対し

て、県庁及び保健所設置市の統括保健師

が協議、相談するものであった。この時

期の連携は、被災地である保健所設置市

が、被災者の状況を地区ごとにきめ細か

く把握していることによって、県と保健

所設置市の間でニーズが共有され応援者

の迅速な調整につながっていた。  
保健所設置市統括保健師と連絡を取り

合う県本庁の保健師は、いつも県本庁の

統括保健師というよりも、県本庁の統括

的な部門において保健所設置市統括者と

連絡を取る担当者を明確にし、一貫性を

持たせており、そのことによって保健所

設置の市統括保健師は県本庁との連携に

おける信頼と安心を得ていた。  
 
(2)関係団体と保健師  
 この時期は、連携する関係団体の数や

種類を拡大させるというよりも、被災者

がそれぞれに自立した生活に移行してい

くにあたり、脆弱性をもつ被災者に対し

て、福祉の視点を入れた持続性のある支

援を強化するニーズに対して関係団体と

連携するものであった。専門性を有する

関係団体や県庁の関係部署とつながり、

さらにそのつながりを通して支援のネッ

トワークを拡大させて、中長期的な支援
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体制づくりを視野に入れた連携であっ

た。  
 
４）Ⅳ静穏期  
(1)保健師間  
 調査対象事例から得られた連携の事象

はなかった。  
 
(2)関係団体と保健師  

災害対応で支援協力を得た関係性を活

かして、新型コロナウイルス感染症等の

緊急性を要する健康危機に対して、関係

団体から応援協力を得るという内容があ

った。この場合、応援協力が要請に対し

て人員を応援するといった一方向のもの

ではなく、応援元の関係団体においても

応援者を出すことによって、その経験か

ら応援元の組織に新たな知識が得られる

ことを期待して職員を応援に派遣してお

り、連携が互いに利益を生むかたちで行

われていた。  
 
３．平時からの関係及び課題  
１）平時からの連携  
(1)保健師間（表 2-1）  
 統括保健師として、県本庁、県型保健

所、保健所設置市、市町村といった所属

の異なる同じ県内の統括保健師同士がイ

ンフォーマルに互いの連絡先を情報共有

するネットワークの存在、保健所設置市

と県の間では、県主催の会議への参加に

よる情報交換及び交流、平時の保健所業

務における県と保健所設置市の協働と情

報共有、統括者同士の異動時の挨拶の機

会、があった。  
保健所設置市と県内市町村では、広域

連合などの圏域内での情報共有と交流、

人材育成研修会での交流、事業実施方法

等に関する担当者間の日常的な相談や情

報交換があった。  
 

(2)関係団体と保健師（表 2-2）  
 平時より、互いの業務に対して、専門

性に基づいて知識や場、人材を提供し合

ったりする連携があった。加えて、地域

の課題に対して情報共有し協議すること

で交流を持続的にもち、ネットワークを

つくっていく連携があった。また委託や

協定といった制度的な関係があった。  
 
２）保健所設置市における課題（表 3）  
（１）連携が災害対応に活かせる強み  

保健所設置市は災害時の連携において

以下の強みをもつことが聴取された。  
・保健所をもっていることで、避難所等

において二次的な健康被害を予防するた

めの感染症対策や環境指導が必要な時に

すぐに対応できること  
・市町村機能として平時から地区とのつ

ながりがあるため、区長や民生児童委員

の協力によって効率的に被災地支援を行

うことができること  
・保健所機能によって会議開催し、支援

関係者が集まる場をつくることで、情報

を集めて必要な支援が迅速にできること  
 
（２）災害対応において連携を効果的

に運用できない課題  
 災害対応において保健所設置市として

連携を効果的に運用できない課題として

以下が聴取された。  
＜県本庁と保健所設置市との関係、役

割等の体制の理解＞  
受援の仕組みの理解、災害時における

県本庁と保健所設置市の関係や互いの役

割の理解、があった。  
＜自組織の連携の体制づくり＞  

保健所設置市における組織横断的な保

健師間の連携の在り方、圏域を超えて統

括者や管理者を支援する専門的な連携の

必要性、があった。  
＜災害時の活動に対する課題＞  

中長期及ぶ災害対応における課題、が

挙げられた。  
＜連携の土台となる個人の課題＞  

個人が保有するネットワーク、地域と

繋がる意識、連携相手の組織体制や立

場・業務に対する理解、が挙げられた。  
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Ｄ．考察  
１．保健所設置市における災害時の保

健師間の連携  
 災害時における保健所設置市の保健師

間の連携とは、災害時の応援派遣者の授

受に関する意思決定や授受の準備・対

応・調整・終了に関して、県本庁と保健

所設置市の統括保健師間の連絡、相談、

協議を中心とするところに特徴があると

いえる。この 2 者間の連携を速やかに

開始するには、超急性期の初動におい

て、県本庁統括保健師が連携の発動者と

なり保健所設置市に対して連携の契機を

創ることが重要と示唆された。応援派遣

者の受援に関することが連携の中心課題

であるが、受援を効果的に進めるため

に、県本庁統括保健師は、保健所設置市

統括保健師に対して、災害対応の先を見

通した活動のイメージづくりを支援する

ことが合わせて重要と示唆された。  
 応援派遣者の要請から終了に至るまで

の間には状況の変化に応じた持続的な連

絡、相談、協議が必要となる 1)。県本庁

と保健所設置市が一貫した体制で連携で

きるよう、互いの統括機能の体制づくり

が重要と考える。  
 また被害が甚大で保健所設置市におけ

る影響が極めて大きい場合には、県内の

県型保健所のいずれかが（近隣の県型保

健所が対面による協議の点からも有効と

考えられる）保健所設置市の応援派遣の

受援を効果的に進める上で、支援者とな

ることが有効と示唆された。  
 
２．保健所設置市における災害時の地

元関係団体との連携  
 発災後の時間経過によって、被災地の

ヘルスニーズが変化することを踏まえ、

どのような関係団体とどのような連携を

もつかは変化することが分かった。  
 また災害時の関係団体との連携は、平

時からの連携を基盤にした、相互協力を

核とするものであり、災害時の連携の経

験を通して、その後の災害以外の課題を

も含む問題に対する協働や他の団体にも

関係を拡げていく契機となることが確認

できた。  
 一方で既存の関係がない場合であって

も、相手が有する専門性を理解し、期待

して連携を要請する場合もあった。  
以上のことから、災害時における関係

団体との連携は、平時からの関係性や相

手の専門性等の理解を基盤に、発災後に

変化するヘルスニーズに応じて相互協力

し、互いの専門性への理解 2)を深めてい

く経験を持続させていくことが重要と示

唆された。  
 
３．保健所設置市における災害時の連

携にかかる課題  
 災害対応に連携を活かしていくにあた

り、保健所設置市が抱える課題のいくつ

かが浮き彫りとなった。これらは今後さ

らに検証が必要と考えるが、主なものは

以下である。  
・県本庁と保健所設置市の災害時におけ

る応援派遣者の受援に対する体制と連

携  
・被害甚大時における県型保健所を県本

庁の出先とした保健所設置市への応援

派遣授受を中心とした支援体制  
・災害時の関係者会議の効果的な連携に

向けた活用  
・平時からの連携を持続性あるネットワ

ークに進展させること  
 
Ｅ．結論  
 保健所設置市において災害時に特徴的

な保健師間の連携は、県本庁との応援派

遣者の授受に関する連携であった。受援

の意思決定から終了に至るまでの間の長

期に渡り、協議、相談等の連携があり、

県本庁の統括保健師が連携の発動者であ

った。関係団体との連携は、主として平

時からの保健所設置市との協働関係が基

盤にあった。発災後の時期によって連携

する関係団体の性質に違いがあり、慢性

期に移行するにつれ福祉的な問題にかか

わる関係団体との連携が求められていた。

保健所設置市は保健所機能と市町村機能
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を合わせもつ故に、感染症等への迅速な

対応、地区組織等との緊密な連携をもち、

災害時には会議主催により連携の場を構

築できる立ち位置にある。  
保健所設置市における災害時の保健師

間及び関係団体との連携に対する課題と

して、県本庁との間の応援派遣者の受援

及び情報共有の体制、災害時の関係者会

議の活用、持続性あるネットワークづく

りへの連携の進展、が示唆された。  
  
Ｆ．健康危険情報  
 なし  
 
Ｇ．研究発表  
なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
なし  
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表１ 調査対象一覧 

 保健所設置市 事例１（A市） 事例２（B市） 事例３（C市） 

事
例
概
要 

災害種別 台風 台風 豪雨 

災害発生年 2019 2019 2018 

保健所設
置市保健
師との 

連携相手 

保健師 県本庁 県本庁、県内他市町村 県本庁、被災地の県型保
健所 

関係団体 

地元看護大学、県助産師
会、県作業療法士・理学
療法士会、医師会、薬剤
師会、歯科医師会、県社
会福祉協議会（DWAT災害
派遣福祉チーム） 

市内の民間総合病院、健
診検査機関、DWAT 

県看護協会（災害支援ナ
ース）、医師会、歯科医
師会、薬剤師会等医療の
職能団体、看護学会の県
内会員、ケアマネ協会、
社会福祉士会等の介護福
祉の職能団体 

調
査
対
象
者 

A.保健所
設置市の 
保健師 
 

職位等 

1主幹兼課長補佐（統括
保健師） 

1主任（統括保健師） 1課長（統括保健師） 

2課長補佐 2係長 

3主任 

B.保健所
設置市保
健師と連
携した団
体 

団体種別 
立場 

1大学教員・調整統括者 ― ― 

 
 
 
表２ 発災後の時期別の保健師間及び関係団体との連携内容（事例1～3） 

 

連携内容 

Ⅰ

超
急
性
期 

（保健師間の連携） 
・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師に対して受援の意向確認と発災後の活動イメ

ージの共有を速やかに行う 
・県本庁保健師は保健所設置市統括保健師との協議により役割分担を明確にする 
・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師に対して応援保健師へのオリエンテーション

の準備と対応を県本庁と保健所設置市で共同するための相談をする 
・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場合、圏域にある県型

保健所統括保健師は保健所設置市統括保健師に県と保健所設置市の枠組みを超えて状況確
認の連絡をする 

（関係団体との連携） 
・保健所長が面識のある地元大学の教員に支援人材の協力を打診し応諾が得られたことで保

健所設置市統括保健師と大学教員とが連絡を取り合うようになる 

Ⅱ

急
性
期
・
亜
急
性
期 

（保健師間の連携） 
・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師と発災後の経過に基づき応援保健師の人員調

整について相談する 
・県本庁と保健所設置市の管理職同士のライン及び統括保健師同士のラインにより応援要請

の打診を意思決定につなげる 
・県本庁と保健所設置市の統括保健師同士のラインで受援の準備・調整について頻回に連絡

を取り合う 
・保健所設置市統括保健師は災害時相互応援協定締結先の県内他市町村からの応援職員派遣

について平時からの広域連合の交流実績を活かす 
・過去の災害時において当市からの応援派遣先であった県内他町からの応援派遣の申し出を

保健所設置市統括保健師は活かす 
・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場合、刻々と変化する

状況に対して県型保健所と保健所設置市の統括保健師は１日に何回も連絡を取り合い情報
共有する 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場合、県型保健所と保
健所設置市の統括保健師は電話だけでなく対面で情報共有し相談し合う機会をつくり方針
を確認する 
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Ⅱ

急
性
期
・
亜
急
性
期 

（関係団体との連携） 

・保健所設置市の統括保健師は被災により業務中断している地元の関係機関からの支援協力

の申し出を活かす 

・保健所設置市の統括保健師は平時から保健事業で協力を得ている地元の関係者や関係団体

の専門性を考慮して支援に活かす 

・関係団体の地域貢献への役割意識や組織活動経験が土台となり意義ある支援協力につなげ

る 

・比較的規模の大きな避難所の運営を一つの関係団体に依頼すると共に、市全体の関係者会

議にへの出席も得て情報共有を図る 

・被災により業務中断している病院からの協力意向の確認、看護部長の理解を得て看護師の

ボランティアを得る 

・病院から認定看護師など専門人材が入ることでニーズへの充足を進める 

・避難所の支援者間で個別情報保護の下、情報共有できる仕組みを構築する 

・平時からの協力実績と関係性を保健所設置市は災害時の応援者受け入れに活かす 

・保健所設置市は平時の保健事業の委託関係及び災害時応援協定を災害時の応援者受け入れ

に活かす 

・県締結の災害時応援協定機関を当初活用して支援協力を要請しその後市との間で協定締結

して関係を確立する 

Ⅲ

慢
性
期 

（保健師間の連携） 

・保健所設置市保健師は県本庁の保健師に応援者との協働で生じる戸惑いについて相談し助

言を得る 

・保健所設置市統括保健師は県本庁統括保健師に対して受援の終了時期について保健医療調

整会議の後などの対面機会を活用して相談する 

・市と県本庁の統括等の各調整担当者を明確にして相談関係を一貫させる 

・被災地の状況把握に市保健師が責任をもつことで、変化する状況を保健所設置市と県本庁

が共有し迅速な調整につなげる 

・中核市市長会を通じた外部支援職員も応援に入る状況下で保健師支援だけが先走った判断

とならないよう保健所設置市統括保健師は調整する 

・県のどの部署がどのような情報や手段をもっているかを日ごろから把握しておくことによって、発

生した問題に応じた関係部署の参加を依頼する 

（関係団体との連携） 

・避難所生活が長期化する中で保健所設置市統括保健師は予防が必要な二次的健康被害を予

測し地元の関係機関の協力を要請する 

・医療と福祉の両チームとの情報共有を図ることで協働関係を確かなものとする 

・保健所の関係者会議において保健所設置市統括保健師は関係団体の発言を促し情報提供や

提案を意識的に受け取る 

・中核市長会を通じた外部支援職員も応援に入る状況下で保健師支援だけで判断が先行しな

いよう保健所設置市統括保健師は意識する 

・医療だけでなく福祉の視点も入れる必要性を考え協働先の団体に支援協力を依頼する 

・専門機関とつながることにより、支援ネットワークを拡大させる 

・関係団体の設立趣旨、人材及び協力者数を確認して受入れの判断を行う 

Ⅳ 

静

穏

期 

（関係団体との連携） 

・災害対応で支援協力を得た後も新型コロナウイルス感染症の保健所対応において地元関係

機関から職員の支援協力を得る 

・災害時に連携した関係団体の呼びかけに賛同し災害時対応時の残された課題に対して協議

の場に参加し課題解決に向けて協働する 
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表２―１ 平時からの保健師間の連携（事例1～3） 

＜所属を超えた統括保健師間のネットワーク＞ 

〇県本庁、県型保健所、保健所設置市、市町村の統括保健師間のネットワーク 

平時から県・保健所設置市・市町村が垣根を超えて統括保健師のネットワークをもち連絡先を

共有している。 

＜保健所設置市と県＞ 

〇県本庁主催の会議への参加による情報交換・交流 

・県本庁主催の保健所の係長会議に保健所設置市も参加。顔合わせし情報共有する場としてい

る。 

〇平時からの保健所業務を通じた協働と情報共有 

・平時において難病や精神の事業の関係で県型保健所と連携し情報共有する機会があり、それが

県本庁との関係にも活きている。 

・精神保健や感染症などを通じて保健所設置市と県型保健所の連絡は頻度高くある。必要なとき

にコミュニケーションをとる土壌は形成されており、コミュニケーションをとることで問題解決

できるということも経験として分かっている。 

〇統括者同士のコミュニケーション 

・県保健所は異動があるが、新しく着任した統括者から4月早々に保健所設置市統括保健師に電

話があり、その後の業務において、スムーズに話ができる関係につながっている。 

 

＜保健所設置市と県内市町村＞ 

〇広域連合などの県内市町村の圏域内での情報共有・交流 

・県内市町村広域連合による広域圏域内での種々の事業での情報共有・交流が災害時の連携につ

ながる契機となる。 

〇人材育成研修での交流 

・新人研修、中堅研修等の人材育成の場を通じた交流は市町村同士の連携の土台となっている。 

〇事業実施方法等に関する担当者間の相談・情報交換 

・保健所設置市同士で業務方法の問合せに対応し合うなどの平時から助け合いが連携の土台とな

っている。 
 
表２－２ 関係団体との平時からの連携（事例1～3） 

〇平時からの相互協力 

・病院附属の専門学校での非常勤講師、保健師課程の実習の受入れ、保健師課程の卒業生が当市

に就職をして活躍している等、保健所設置市と当該病院には長年の相互関係がある。 

〇持続的な協力関係 

・医師会、歯科医師会等は平時からも協力を得る関係をもっている。 

・県看護協会には市からも役員を複数人、出す関係性をもっている。 

・ケアマネ協会とは平時から地域包括ケアの部署で個別事例を通じた頻繁なかかわりがある。 

・災害対応で連携したことを契機にその後も別の案件で応援を頼んだり連携したりしている。 

・災害時にどのような関係が活きるのか平時に意識していなかったことが、今回の災害対応の経

験を通じて、平時の関係が活きることが分かった。顔が見える関係、持続的な関係を大事にする

ことを自覚している。 

・災害を通してつながった関係を今後に役立てたいと考え、関係者間でのシンポジウム、支え合

いのマップづくり、などの協働につなげている。関係を持続的なものに、さらにその関係性をよ

り深めるものにしている。 

・地元で組織するチームの強みは地元であること。形成したネットワークは災害後も活かせる。 

〇委託及び協定関係 

・健診等の保健事業の委託先としての関係がある団体に、市との協定締結の関係も加わった。 
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表３ 保健所設置市における災害時の連携活動からみえた災害対応における連携の強みと
課題（事例1～事例3） 

１．保健所設置市としての災害時の連携に対する強み 

・保健所設置市としての強みは、保健所があること。避難所等において二次的な健康被害を予防

するための感染症対策や環境指導が必要と感じた時にすぐに対応できる。また市町村機能として

平時から地区とのつながりがあるため区長や民生児童委員の協力で効率的に被災地訪問を行うこ

とができる。 

・保健所機能があることで会議を持ち支援関係者が集まる場となったことで、情報が集まり、必

要な支援が迅速にできる。 

 

２．保健所設置市としての災害時の連携に対する課題 

〇災害時における県本庁と保健所設置市の関係、役割、受援の仕組みの理解 

・災害時の受援に対する判断や保健所設置市として受援を得る仕組みについて理解を図っておく

必要がある。受援の開始と終了において迷いがあった。 

・県と保健所設置市での活動体制の違いを踏まえた連携について、応援派遣者に理解されにくい

点がある。 

〇統括者・管理者を支える専門的な支援 

・圏域内で支援人材を得ることも大事である一方で、客観的に全体を俯瞰して助言してくれ、被

災地の統括保健師を支えてくれる外部からの災害対応経験者や、専門的訓練を受けたDHEA等の人

材が保健所長を支えるような仕組みが災時時には必要である。 

・災害の規模によっては県本庁が保健所設置市統括保健師を支える役割を取ることは可能かもし

れないが、災害の規模が全県下に及ぶような場合は統括者の支援者を外部から得る必要性があ

る。 

〇保健所設置市内における組織横断的な保健師間の連携の体制づくり 

・分散配置されている保健師は配属先の各部署で役割を果たす体制となっている。介護や福祉の

部門の保健師は保健所配属の保健師と比べて、保健師間のコミュニケーションや災害時研修の機

会も少ない。分散配置先で対象とする要配慮者に対する災害時対応について他の職員との意識の

違いもある。 

・各保健センターは市保健所の出先機関の位置づけなので同じ課長の指揮命令のもと、被害の大

きかった保健センターに他保健センターから応援に入った。 

〇中長期及ぶ災害対応における課題 

・平常業務も継続しながらの災害対応であったので業務過多とならないように、特に保健師のメ

ンタルヘルスの維持には留意し、現場から職場に戻ってきたらその日の活動を聞くようにした。 

・災害を契機に生活の脆弱性が顕在化する住民がいる。急性期を過ぎたら早期に福祉関係の団体

からの支援協力を得て、生活の再開や自立に繋げていくことが大事である。 

〇連携の基盤に関係する個人のネットワーク 

・同じ圏域内の保健所や市町村が参集して情報交換や交流する管内業務連絡会がなくなった。学

生時代の同級生も周囲の自治体にいない場合は連携の基となる個人のネットワークも弱い。県全

体の研修会は年数回、圏域内での新人研修会が年1～2回があるが、その程度だと顔が見える関係

にならない。県看護協会の委員を引き受けるなどして意識的に他の所属の保健師とつながる行動

をとり、後輩にもそうした姿を見せていかないと連携の基礎となる個人のネットワークが育たな

い。 

〇地域と繋がることへの地元関係団体の意識や平時の取組 

・関係団体の中には平時から地域に貢献したいという意識をもち、平時から活動している。地域

と繋がる意向のある関係団体の情報やネットワークを活かしたことで連携できた部分が大きい。 

〇各立場や業務の専門性等に対する理解 

・関係団体が有する専門性や体制、得意とする分野を知っておくことで、災害時にどのような役

割を取ることができるかを期待し、さらに災害時に連携することでその団体への理解を深めてい

く。 
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資料：調査事例からの連携内容の抽出 
 
事例１－１ 保健師間の連携 

事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1県外応援保健師要請の打診が県本庁か

らあり判断がつかなかったところ、これ

から先の市保健所としての対応すべき事

項として避難所救護、被災地訪問、通常

業務のある中で市保健師だけでは対応が

難しいのではいかとの話を得て相談する

ことで応援保健師の受け入れを決定した 

Ⅰ超急性

期 

県本庁 ・応援保健師の意向確認 

・発災後の被災地での市保健

活動のイメージの提供・共有 

・応援保健師受入に向けた助

言・相談・意思決定 

 Ⅰ超急性期 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健

師に対して受援の意向確認と発災後の活動イ

メージの共有を速やかに行う 

・県本庁保健師は保健所設置市統括保健師と

の協議により役割分担を明確にする 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健

師に対して応援保健師へのオリエンテーショ

ンの準備と対応を県本庁と保健所設置市で共

同するための相談をする 

 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健

師と発災後の経過に基づき応援保健師の人員

調整について相談する 

 

Ⅲ慢性期 

・保健所設置市保健師は県本庁の保健師に応

援者との協働で生じる戸惑いについて相談し

助言を得る 

・保健所設置市統括保健師は県本庁統括保健

師に対して受援の終了時期について保健医療

調整会議の後などの対面機会を活用して相談

する 

2応援保健師の受け入れ時のオリエンテ

ーションについて想定できないでいたと

ころ県本庁がオリエンテーションの段取

りをしてくれ、県本庁及び市のそれぞれ

が担う部分を明確にした。また現場で用

いる活動様式のひな型を県本庁から示し

てくれ、それを市に合うように改変して

活用した 

 

Ⅰ超急性

期 

県本庁 ・応援保健師へのオリエンテ

ーションの計画・役割分担の

協議・実施（県：全県的な被

害状況と応援保健師に期待す

る役割の概念的説明、市：用

いる記録類などの具体的な活

動） 

・記録様式のひな型の提供と

それを基に市版を作成 

 

 

3被害状況が明らかになるにつれ、避難

所の様子や必要な訪問件数が明確にな

り、人員の充足について県本庁と相談し

追加の派遣を依頼した 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

保健所設

置市 

・応援派遣者の追加の調整の

相談・助言 

 

4先の見通しとこれまでの活動の達成状

況から県と市のみで対応できるかどうか

受援の終了時期についても相談した 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・県外からの受援の終了時期

の相談・助言（電話、保健医

療調整会議の後の対面にて） 

市保健所を会場に実施してい

た保健医療調整会議に県本庁

の保健師も参加。会議後に相

談がよいタイミングででき

た。 

5応援者の受け入れ後、協働する市保健

師側の戸惑いへの対応についても相談し

た 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・多様な応援者との協働に際

しての市保健師の戸惑いに対

する相談・助言 

・広い視野からの経験に基づ

いた県本庁の助言は心強かっ

た 

・県本庁の担当は概ね同じ保

健師であるが都合が悪いとき

は別の保健師がかかわったが

県担当者の間で情報共有がな

されていた 
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事例１－２ 保健師と関係団体との連携―保健師からの聴取 
事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 背組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1市は健診など通常業務も並行する中

で、避難所の夜間対応に人員を割くこと

ができず困っていたところ、保健所が面

識のあった地元大学の教員に夜間の看護

支援について協力を相談した 

 

Ⅰ超急性

期 

保健所設

置市 

・避難所の支援人材の確保の

相談と応諾 

保健所長と大学教員が面識が

あり相談をした 

Ⅰ超急性期 

・市保健所長が平時の会議で面識のある地元大

学の教員に支援人材の協力を打診し応諾が得ら

れたことで保健所設置市統括保健師と大学教員

とが連絡を取り合うようになる 

 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・保健所設置市の統括保健師は被災により業務

中断している地元の関係機関からの支援協力の

申し出を活かす 

・保健所設置市の統括保健師は平時から保健事

業で協力を得ている地元の関係者や関係団体の

専門性を考慮して支援に活かす 

 

Ⅲ慢性期 

・避難所生活が長期化する中で保健所設置市統

括保健師は予防が必要な二次的健康被害を予測

し地元の関係機関の協力を要請する 

 

 

Ⅳ静穏期 

・災害時の連携の関係性を活かして別の健康危

機管理の応援協力を得る 

 

2被災し業務中断している病院の看護師

から避難所の夜間の看護支援への協力が

できるとの申し出があった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

病院看護

師 

・避難所の夜間の看護支援へ

の協力について申し出があっ

た 

 

3県助産師会から支援協力の申し出があ

った 

Ⅰ超急性

期 

県助産師

会 

・避難所での妊婦や母子への

支援協力を得た 

平時から新生児訪問、母親学

級の協力を得ており、個々の

助産師をよく知っていた 

4県の福祉チームに避難所の避難者管理

を担ってもらった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県福祉チ

ーム 

・避難所の避難者の管理（配

置や名簿作成）の支援を得た 

市保健所で協力団体の配置調

整を行い保健医療調整会議で

共有した 

5避難所での生活が長くなる中で深部静

脈血栓症の健診を市内病院の医師に依頼

した 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・深部静脈血栓症の健診を市

内病院の医師に依頼 

 

6災害時に支援協力を得た看護師にはそ

の後の新型コロナウイルス感染症での応

援人員としても協力依頼の打診をした 

Ⅳ静穏期 保健所設

置市 

・災害時の連携の関係性を活

かして別の健康危機管理に対

しても応援協力を打診 

 

 
 
事例１－３ 保健師と関係団体との連携―関係団体からの聴取 

事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 組織体制や平時からの関係 連携の項目リスト 

1市保健所に外部支援者が次々に入る中

で大学からもチームをつくり支援できな

いかと考え申し出たがすぐの応諾につな

がらなかった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・支援協力の申し出 ・平時から大学として健康相

談室を開設しており災害時に

も利用して欲しいとPRしたが

交通網の被害もありアクセス

が困難ということが分かった 

・大学は日ごろから地域と繋

がり貢献したいと思っていた 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・地域貢献への役割意識や組織活動経験が関係

団体の土台にあり意義ある支援協力につながる 

・比較的規模の大きな避難所の運営を一つの関

係団体に依頼すると共に、市全体の関係者会議

への出席も得て情報共有を図る 

・被災により業務中断している病院からの協力
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2市保健所長から面識のある大学教員Aに

避難所の夜間看護の依頼があった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

市保健所 ・避難所の夜間看護の支援協

力の依頼 

・大学教員Aは県に在職してい

たこともあり市保健所所長と

面識があった 

意向の確認、看護部長の理解を得て看護師のボ

ランティアを得る 

・病院から認定看護師など専門人材が入ること

で支援ニーズへの充足を進める 

・避難所の支援者間で個別情報保護の下、情報

共有できる仕組みを構築する 

 

Ⅲ慢性期 

・医療と福祉の両チームとの情報共有を図るこ

とで協働関係を確かなものとする 

・保健所の関係者会議において保健所設置市統

括保健師は関係団体の発言を促し情報提供や提

案を意識的に受け取る 

 

Ⅳ静穏期 

・災害時に連携した関係団体の呼びかけに賛同

し災害時対応時の残された課題に対して協議の

場に参加し課題解決に向けて協働する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3大学は200人規模の避難所の夜間支援を

引き受けた。最初支援に入った際に被災

者の混乱を目の当たりにし看護支援の役

割を体制の中で明確にする必要があると

大学教員Aは考え保健所の調整会議への

参加を要請した 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・被災者支援の体制全体の中

で自分たちの果たす役割を位

置づけるため保健所会議への

参加を要請 

・新潟県中越地震のときの県

立大学教員としての保健師の

働きを見ていた立場から保健

師が災害時に費やす時間やエ

ネルギーが大きくその後バー

ンアウトする保健師が出るく

らい大変なことであると知

り、保健師に何もかも任せて

しまったために退職者が出る

ようなことがあってはいけな

いと考え、最初のスタートか

ら保健師にあまり負担をかけ

ずに看護師としてできること

は引き受けようと考えた。 

大学チームの中で保健師は夜

間なぜ来ないのかという声も

出たけれども、自分達ができ

ることをやるべきだと考えた 

4大学チームとして現場と事務局の2チー

ム体制を組み適任者を当て教員Aがリー

ダーとなり持続できる体制をつくった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・支援チームとして持続的に

機能できる体制づくり 

・構成員数もそれほど多くな

いなかで体制を考慮する必要

性を考え、体力・自動車の運

転・時間融通・地理の理解・

降雪への慣れ等を考慮して、

チームを編成した 

5 現場において被災者からの要望に対応

するには大学人員2人体制では応じきれ

ないと判断し県内の病院から看護師のボ

ランティアを募集した 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・大学から県内病院に対して

看護支援のボランティアを募

集し賛同の意向を示した地元

の病院に対して大学が説明会

を開催 

・被災し業務中断している病

院の看護師の中には泥かきな

どに携わっていた者もいると

聞く中で看護師としての役割

を果たせる場があるはずと考

えた。 

・大学内でも人材確保の必要

性や方策について話し合い地

域の病院へ募集をかけた 

・病院からは看護部長といっ

たトップが複数説明会に来

て、避難所で必要とされる活
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動内容を共有した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6糖尿病や認知症の認定看護師を出して

くれた病院もありチームの支援機能が拡

大した 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・地元病院から避難所の看護

支援に認定看護師の協力もあ

った 

・病院には勤務の空いた時間

のボランティアとなる 

6大学の教員から個々のネットワークを

生かしたボランティアの看護師を募集し

た 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・大学教員が個々のネットワ

ークを活用して支援協力人材

を確保 

・事務局チームがスケジュー

ルを組み当日直接にでもボラ

ンティアが参加しやすい体制

とルールを作成した 

・大学教員A（リーダー）は保

健所の会議に参加し全体情報

を得ること、支援対応した住

民の個人記録を市と共有する

ために市から様式の提供を依

頼すること、を行った 

7避難所での支援対応住民の個人記録に

ついて福祉チームとも共有することを保

健所の会議で提案したところ、鍵付きの

保管場所と鍵の管理者が決定され支援者

が情報を共有して活用できるようになっ

た 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

大学 ・避難所の支援者間で支援対

象者の個別情報を安全に共有

ができる仕組みを構築して関

係者間で合意 

・避難所の支援対応情報を支

援者間で共有できる仕組みづ

くりと関係者間での合意 

8当初から通算すると大学チームは2か月

間毎日避難所の夜間支援を担ったことに

なる。チームには病院看護師も含め50名

いたので個人の応援頻度は月数回で継続

し易い状況であった。時間が経過する中

で避難所には生活の課題をもつ人が残る

が福祉チームとの連携も良かったので情

報も入り易く協力し合って支援継続でき

た。 

Ⅲ慢性期 大学 ・大学チーム内での負担のな

い体制づくりと福祉チームと

の情報共有による協働の関係

づくり 

・時間経過の中で、当初大学

教員Aが担っていた保健所会議

への参加やスケジュールづく

りは保健師と顔つなぎのでき

る教員、人員のシフト表づく

りができる教員に委ねていき

事務局も組織として機能して

いくようになった 

9毎日の保健所での関係者会議では、必

ず大学チームから情報や申し送りはある

か、と声をかけられたので、全体会議で

の共有を図ることができた 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

保健所設

置市 

・大学チームも支援組織のメ

ンバーとして位置づき情報共

有や提案などしやすい状況 

・被災者は日中は自宅に戻り

泥下記や清掃等の作業をして

いるため保健師は地区を巡回

し健康確認や受診勧奨、受診

同行を行っていた 

・夜間になると不安になる被

災者が多く夜間支援を担当し

た大学チームとしてメンバー

に病院看護師が入っているこ
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とは病院との連携も取り易

く、救急搬送の際に病院の受

け入れがよく助けられた 

10災害を通してつながった関係を今後に

役立てたいと考え、関係者間でのシンポ

ジウム、支え合いのマップづくり、など

の協働の場をつくり活動を続けている 

Ⅳ静穏期 大学 ・今回の災害対応で残された

課題に対してネットワークを

つくることで備えたいという

大学教員Aの強い思いがある 

・災害時に連携した関係団体

の呼びかけに賛同し災害時対

応時の残された課題に対して

協議の場に市保健所からも所

長、統括保健師が参加する 

 

 
 
事例２－１ 保健師間の連携 

事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1最初県本庁の事務職課長から市保健所

次長に県外からの応援派遣保健師要請の

打診があり、翌日、県本庁の保健師から

市保健所の統括保健師に打診と要請あり 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県本庁 ・避難所の活動状況の把握と

県外からの応援派遣保健師の

要請の打診と活用の要請があ

り応諾 

・県外応援派遣者について県

本庁からのルートによる打診

の経験がなく要請してよいか

迷いがあった 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・県本庁と保健所設置市の管理職同士のライン

及び統括保健師同士のラインにより応援要請の

打診を意思決定につなげる 

・県本庁と保健所設置市の統括保健師同士のラ

インで受援の準備・調整について頻回に連絡を

取り合う 

・保健所設置市統括保健師は災害時相互応援協

定締結先の県内他の応援職員派遣について平時

からの広域連合の交流実績を活かす 

・過去の災害時において当市からの応援派遣先

であった県内他町からの応援派遣の申し出を保

健所設置市統括保健師は活かす 

2県外からの派遣元の県が決定後、受入

準備のため頻繁に連絡し合う 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県本庁 ・県外からの派遣保健師に受

入準備のための連絡 

 

3後続する県外派遣保健師の受入調整の

ため頻繁に連絡し合う 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県本庁 ・県外派遣者の活動状況の把

握と後続する派遣者の受入調

整のための連絡 

 

4災害時応援協定締結先の県内他市から

の応援職員の派遣受入について市人事課

経由で話あり 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県内他市

町村 

・職員派遣の一環で保健師や

看護師がおり避難所にて被災

者支援をしてもらう 

災害時応援協定締結先の自治

体であり、また広域連合によ

り広域圏内で様々な事業の情

報共有・交流等をしており、

当市が保健所設置市になる前

は同じ県型保健所の管内市町

村であった 

5県内の他の町から保健師の応援協力の

申し出があった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県内の他

市町村 

・保健師の支援協力について

申し出あり。避難所巡回を担

当してもらう 

東日本大震災時に当該の町に

本市から応援に出向いた関係

があった 
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事例２－２ 保健師と関係団体との連携 
事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1市内の民間の総合病院から当病院も被

害を受けているが保健師を何人かは応援

に出せると申し出あり 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

病院 病院からの保健師職員の応援

協力の申し出 

 

・病院附属の専門学校が保健

師養成もしている関係で保健

師資格のある職員がいた 

・東日本大震災時にも当病院

が被害による業務中断してい

る際に在宅勤務となっている

看護職が支援協力できる旨の

申し出が看護部長からあり協

力を得た 

・保健所長が当病院の附属専

門学校の保健師課程の非常勤

講師を担当していること、保

健師課程の実習を受入れてい

ること、保健師課程の卒業生

が当市に就職をして活躍して

いることの長年の関係がある 

・その後も現在、新型コロナ

ウイルス感染症の対応にも当

病院の意向を受けて保健師に

は研修という形で支援を得て

いる 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・保健所設置市は地元関係機関との間の平時

からの協力実績と関係性を災害時の応援者受

け入れに活かす 

・保健所設置市は平時の保健事業の委託の関

係性及び災害時応援協定を災害時の応援者受

け入れに活かす 

2市の協定先である健診検査団体から保

健師職員の人員協力の申し出あり 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

健診機関 市の協定先である健診検査団

体から保健師職員の応援協力

の申し出 

健診業務の委託先であり市と

協定を結んだ直後であった。

保健師職員がおり土日も対応

できると話があり助けられた 
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事例３－１ 保健師間の連携 
事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 背組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1状況把握と県の保健師を派遣する旨連

絡が保健所設置市の統括保健師に入った 

Ⅰ超急性

期 

県本庁 ・状況把握と応援派遣者を出

すことの連絡 

 Ⅰ超急性期 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内で

も大きいと考えられる場合、圏域にある県型保

健所統括保健師は保健所設置市統括保健師に県

と保健所設置市の枠組みを超えて状況確認の連

絡をする 

・平時から県・保健所設置市・市町村の垣根を

超えた統括保健師のネットワークがあり県型保

健所統括保健師は保健所設置市統括保健師の連

絡先が分かる 

 

Ⅱ急性期・亜急性期 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内で

も大きいと考えられる場合、刻々と変化する状

況に対して同じ圏域にある県型保健所と保健所

設置市の統括保健師は１日に何回も連絡を取り

合い情報共有する 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内で

も大きいと考えられる場合、県型保健所と保健

所設置市の統括保健師は電話だけでなく対面で

情報共有し相談し合う機会をつくり方針を確認

する 

 

Ⅲ慢性期 

・被災地の状況把握に市保健師が責任をもつこ

とで、変化する状況を保健所設置市と県本庁が

共有し迅速な調整につなげる 

・中核市市長会を通じた外部支援職員も応援に

入る状況下で保健師支援だけが先走った判断と

ならないよう保健所設置市統括保健師は調整す

る 

・県のどの部署がどのような情報や手段をもっ

ているかを日ごろから把握しておくことによっ

て、発生した問題に応じた関係部署の参加を依

頼する 

2状況を教えてほしいと保健所設置市の

統括保健師に連絡が入った 

Ⅰ超急性

期 

被災地の

県型保健

所 

・状況把握 ・市内の被害が甚大であった

ため、被災地の県型保健所か

らも状況把握の連絡があった 

・平時から県・保健所設置

市・市町村の統括保健師の会

があり互いに誰が組織の統括

であるかが分かっていた 

3１日に何回も状況把握や連絡の電話が

あった 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

被災地の

県型保健

所 

・刻々と変化する状況の把握  

4県と市の共同の連絡会議を市保健所内

に設置し県保健所からも毎日統括保健師

が来所し顔を合わせて情報共有及び活動

方針の確認をしていた 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

保健所設

置市 

・情報共有と活動方針の話し

合い 

 

5県内の県型保健所及び他市、近県から

も応援保健師を得て、配置調整は県本庁

が担当しオリエンテーションは被災地で

ある保健所設置市で担当した。 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

県本庁 ・役割分担をして応援者の受

け入れ協力し合った 

 

6避難所の状況は、市の現場の保健師か

らの情報を市と県の統括保健師が日々情

報共有することにより、被災地外の応援

派遣者の調整が迅速にできた 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・情報共有を図ることで応援

派遣者の調整を迅速に実施 

・市の保健師が各避難所の被

災者の自立具合をよく把握

し、外部応援者の撤収の判断

を市の統括と相談できていた 

・中核市市長会を通じた外部

支援職員も応援に入っていた

ので保健師支援だけが先走っ

た判断とならないよう市統括

保健師は心がけた 

7定期的に会議をもち個別事例の検討を

しており、問題に応じて関係する県の部

署の担当者に声をかけて参加してもらっ

ている 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・事例検討にて問題に応じて

関係する部署に参加してもら

うことで支援の方向性を得る 

・問題に対して県のどの部署

がどのような情報や手段をも

っているかを把握している 
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事例３－２ 保健師と関係団体との連携 

事象の記述 災害時期 連携の 

発動者 

連携の目的・意図 背組織体制や平時からの関係 取り出した連携の内容 

1県本庁に県看護協会との間をとりもっ

てもらい災害支援ナースの協力を得た。

その後、県看護協会と保健所設置市の協

定を締結した 

Ⅱ急性

期・亜急

性期 

保健所設

置市 

・避難所への支援協力の確保 ・県と県看護協会は災害時の

応援協定を締結している 

・その後保健所設置市と県看

護協会も応援協定を締結した 

Ⅱ急性期・亜急性期 

県が締結している災害時応援協定機関を当初活

用して支援協力を要請しその後市との間で協定

締結して関係を確立する 

 

Ⅲ慢性期 

・医療だけでなく福祉の視点も入れる必要性を

考え協働先の団体に支援協力を依頼する 

・専門機関とつながることにより、支援ネット

ワークを拡大させる 

・関係団体の設立趣旨、人材及び協力者数を確

認して受入れの判断を行う 

 

2ローラーによる全戸把握において福祉

的視点が必要と考えケアマネ協会等から

の協力を得た 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・全戸把握調査への支援協力

の確保 

・全戸把握においては福祉的

な視点も入れる必要があると

考えケアマネ協会等の団体に

もかかわってもらった 

3県内の看護系大学教員が間をとりも

ち、看護学会の県内の会員から全戸訪問 

支援協力を得た 

Ⅲ慢性期 県内看護

系大学の

教員 

・全戸把握調査への支援協力

の確保 

・人数や人選は市保健所のほ

うで精査させてもらい県内の

会員に限定して協力を得た 

4仮設住宅以降後は市の地区担当保健師

がメンタルケアにおいて県が立ち上げた

こころのケアの拠点を窓口に様々な関係

者と連携している 

Ⅲ慢性期 保健所設

置市 

・専門機関とつながることに

より必要な支援のネットワー

クを確保 
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令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害時保健活動の体制整備に関わる保健師の連携強化に向けた研究 

 
分担研究報告書 

 
研究題目 災害時における保健師間の連携の内容・方法に関する項目リストの作成 

 
研究分担者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科・教授） 
研究分担者 奥田 博子（国立保健医療科学院・上席主任研究官） 
研究分担者 雨宮  有子（千葉県立保健医療大学・准教授） 
研究分担者 時田 礼子（東京情報大学・助教） 

 
研究要旨 

災害時の保健活動推進のために必要な、都道府県及び保健所設置市等の本庁、保健所、市

区町村の各機関の保健師間の連携及び各機関の保健師と関係団体との連携の内容・方法に関

するリストを分担研究２～５の調査結果を二次分析することにより導出した。 
 その結果、災害時の保健師間の連携項目は、発災直前の時期 3 項目（協議、確認等）、超急

性期 15 項目（状況把握等）、急性期・亜急性期 67 項目（状況把握、意思決定支援、協議、

現場支援等）、慢性期 17 項目（協議、調整、相談等）、静穏期 11 項目（課題共有）から成る

内容であった。関係団体との連携項目は超急性 4 項目（支援人材確保、支援協力）、急性期・

亜急性期 19 項目（支援人材確保、支援協力、調整）、慢性期 22 項目（支援協力、調整）、静

穏期 2 項目（課題共有等）から成る内容であった。平時からの連携は、保健師間では人材育

成やマニュアル等の検討、関係団体においては事業の実施協力、会議等への参加に見られた。

災害時の保健師間の連携の課題として、統括保健師の機能強化、災害支援活動に対する知識

や組織間連携の重要性への認識の不足等があり、関係団体との連携の課題には、個人の関係

が組織やネットワークへと発展しにくいこと、連携経験の伝承不足等があった。 
連携項目リストが災害時保健活動の推進に役立つためには、導出した連携項目と災害時保

健活動とのつながりを確認し連携を活動過程の中に位置づけること、項目全体の体系や系統

性から精査すること、連携事象を加えて精錬させていくことの必要性が明らかになった。 
（研究協力者） 

相馬 幸恵（新潟県三条地域振興局健康福祉環境部地域保健課・参事（地域保健課長）） 
山田 祐子（福島県南相馬市健康福祉部・部次長兼長寿福祉課長） 
藤原 真里（高知県健康政策部 健康長寿政策課・主幹） 
井口  紗織（千葉大学大学院看護学研究科博士後期課程・大学院生） 
 

Ａ．研究目的  
 本研究の目的は、災害時の保健活動推

進のために必要な、都道府県及び保健所

設置市等の本庁、保健所、市区町村の各

機関の保健師間の連携の内容と方法に関

する項目リスト及び各機関の保健師と関

係団体との連携の内容・方法に関するリ

スト（以下、保健師間の連携項目のリス

ト及び関係団体との連携項目のリスト）

を作成することである。  
本研究で作成する連携項目のリストは、

各機関の保健師間及び関係団体との連携

を図り、災害時の保健活動を推進する上

で必要な連携の内容と方法を網羅的に収

集することを目指し、連携の内容と方法

を体系的かつ系統的に整理する上での基

礎となるものとする。  
 
Ｂ．研究方法  
 分担研究２～５の各調査結果で導出さ

れた保健師間の連携、関係団体との連携

の内容を集約する。各分担研究からの連

携の内容の収集にあたっては、発災後の

時期、連携の発動者、連携の目的・意図、
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背景を踏まえ、連携の事象をその目的・

意図の文脈ごとに短文で記述し、それを

連携項目として生成する。生成した連携

項目は、分担研究ごとに発災後の各時期

別に集約し、その後、分担研究２～５を

統合し、発災後の時期ごとに、連携の発

動者、連携の目的・意図の性質が分かる

ように連携の内容を列挙しリストとして

示す。  
 なお分担研究２は都道府県本庁（以下

県本庁）の保健師、分担研究３は県型保

健所、分担研究４は市町村、分担研究５

は保健所設置市にそれぞれ所属する保健

師を対象に、災害時の保健師間及び関係

団体との連携について災害時の実際の対

応に基づき調査をしたものである。  
 
（倫理的配慮）  
 本研究は分担研究２～５の調査結果を

用いた二次分析である。本研究の結果の  
記載においては、各分担研究において遵

守した内容を踏まえる。  
 
Ｃ．研究結果  
１．災害時における保健師間及び関係

団体との連携の項目リスト  
１）保健師間の連携の項目リスト (表 1-

1～表 1-4) 
 発災直前の時期は 3 項目の連携の内

容があった。県型保健所統括保健師から

市町村保健師リーダーに対して発動され

たものであり、台風被害に備えての協

議、情報提供、確認に関する内容であっ

た。  
超急性期は 15 項目の連携の内容があ

った。県本庁の統括保健師または統括部

門の保健師から県型保健所及び保健所設

置市の統括保健師に対して状況把握や確

認、また県型保健所統括保健師から市町

村リーター保健師、保健所設置市統括保

健師、県本庁統括保健師に対して状況把

握、情報提供、調整、報告に関する内容

であった。  
 急性期・亜急性期は 67 項目の連携の

内容があった。県本庁の統括保健師また

は統括部門の保健師から、県型保健所統

括保健師に対しては、被災市町村の状況

把握や応援要否の確認、保健所設置市統

括保健師に対して応援要請の意思決定支

援、協議に関する内容であった。県型保

健所から被災市町村に対しては、状況把

握、情報提供、受援のための協議、意思

決定支援、受援の調整、さらに保健所か

ら市町村に出向いての現場支援、県本庁

への報告、に関する内容であった。現場

支援を目的とする連携の内容には、県型

保健所統括保健師が市町村に直接出向い

て市町村リーダー保健師と一定時間、時

間と場を共に過ごすことによって、災害

対応に市町村保健師が自身の役割に自覚

をもって臨めるように、一緒に行動しな

がら気持ちや行動を支える関わりであっ

た。また市町村保健師が連絡会議等に出

席できるよう後方支援を行う内容もあっ

た。つまりこの時期の現場支援という目

的をもった連携は市町村保健師リーダー

の立場を支えるものであり、それが現場

にて直接的にかかわることで成し得てい

た。一方、この時期に市町村保健師から

保健所に発動した連携の内容は、活動方

法の相談や応援者の要請であった。また

保健所設置市では県内他市町村からの応

援の申し出受理に関して調整する内容で

あった。  
 慢性期は 17 項目の連携の内容があっ

た。県本庁から保健所設置市及び県型保

健所に対して役割分担、活動方針、対応

の長期化に伴う疲弊について協議や調整

を行う内容であった。県本庁が市町村に

直接出向き調整にあたる連携の内容もあ

た。また保健所から市町村に対しては、

この時期の課題に対する対応策を協議あ

るいは現場支援により取組を進める内容

であった。保健所から県本庁への報告、

市町村から保健所への振り返りの支援要

請、保健所設置市から県本庁へ応援者と

の協働で生じる問題対応や受援の終了時

期の相談、応援の調整の内容があった。  
静穏期は、11 項目の連携の内容があ

った。県本庁から県型保健所、市町村に
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対するもので、いずれも災害対応の経験

から学び今後の災害時対応に向けて備え

を強化するための取組を方向づける内容

であった。  
 

２）災害時における関係機関との連携

の項目リスト（表 2-1～表 2-4）  
超急性期は、4 項目の連携の内容があ

った。県本庁、保健所設置市がそれぞれ

発動者となり関係団体に対して支援人材

確保の目的でかかわりをもった内容、関

係団体から市町村に対して支援協力の申

し出がありかかわった内容であった。  
 急性期・亜急性期は 19 項目の内容が

あった。県型保健所や保健所設置市、保

健所が発動者となる内容は、関係団体か

らの支援の調整の他、保健所から県本庁

に関係団体からの要望への対応について

相談する内容、関連団体と共に市町村を

現場支援する内容、関係団体の支援協力  
を積極的に活用する内容があった。一方

関係団体が発動者となり市町村、保健所

設置市、県本庁に対して人材派遣や被災

地での活動協力の申し出による支援協力

の内容があった。  
 慢性期は、22 項目の連携の内容があ

った。県型保健所、保健所設置市、市町

村が発動者となり関係団体に支援協力の

依頼をしたり受け入れの体制を整え調整

したりする内容であった。関係団体が発

動者となった連携は市町村に対する内容

であり、支援協力の様々な申し出があり

受け入れた内容であった。  
静穏期は 2 項目の連携の内容があっ

た。保健所設置市が発動者となり関係団

体に対して別の事例への応援協力の確

保、関係団体が発動者となり災害時の課

題解決に向けた継続的な協働に関する内

容であった。  
 

２．災害時における連携の基盤となる

平時の連携（表３）  
 所属の異なる保健師間では、県本庁が

主に発動者となり、それぞれの所属の保

健師に対して、災害時担当窓口者の確

認、人材育成に関する協議や研修会での

交流、災害対応マニュアル等の検討や作

成の共同、業務実施に関しての情報共有

等の接点を活かした平時の連携があっ

た。  
 関係団体との連携では、平時の保健事

業の実施協力、研修会や研修生の受け入

れ、事例検討会、協議会、委員会活動等

の接点を活かした連携があった。とくに

大学等の教育機関との平時の連携では、

講義、実習指導、研修、研究、就職相談

や就職説明会で相互の関係があった。  
 
３．災害時の連携の背景にある組織体

制（表４）  
 災害時の連携の開始、促進及び阻害に

影響する組織体制として以下があった。  
災害時保健活動マニュアル等の存在と

共有、所属長の保健師活動への理解、統

括保健師の災害時保健活動への裁量権、

保健所保健師の市町村への応援体制の明

確化、市町村庁内における災害時保健活

動の体制の明確化、県本庁、保健所、市

町村の各保健師の災害時の役割の共通理

解、災害時における保健所と市町村の協

働に対する認識、保健所と市町村の各保

健師の信頼関係、県内の保健師等の応援

体制、統括保健師を支える外部からの災

害エキスパートの存在と活用、広域連合

などの平時からの連携体、相互協力に関

する協定締結（日常業務・災害時対応）  
 
４．災害時における保健師間、関係団

体との連携における課題（表５）  
 保健師間の連携の課題は 4 点に整理

された。  
１つ目は統括保健師に関する課題であ

り、災害時の連携を災害対応に活かすた

めには所属機関の保健師をつなぐ調整者

としての統括保健師の機能強化を図るこ

とが課題であると示された。とくに各所

属機関の連携の要となる県本庁の統括機

能の強化、災害時における統括者同士の

連携の強化が必要である。また災害時に

おける統括機能についての各所属機関内
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での理解の浸透が課題として挙げられ

る。  
２つ目は、保健師に関する課題であ

り、災害支援活動や各所属における災害

時の役割、受援に関する知識の充足が挙

げられた。付随して組織間連携の重要性

への認識不足やチーム活動の経験不足、

市町村保健師の保健所保健師に対する相

談相手としての信頼感が挙げられる。  
３つ目は情報の集約に関する課題であ

り、県本庁へのタイムリーな情報集約が

挙げられた。これに付随するものとして

保健所統括保健師の県本庁への報告の必

要性への認識不足が挙げられる。  
４つ目に受援の仕組みに関する課題が

あり、事務職と保健師間の応援授受に関

する認識の差、複数のルートによる外部

の自治体からの受援とそれによる県本庁

の情報集約や方針決定の困難性が挙げら

れる。  
関係団体との連携に関する課題として

以下が示された。他機関や他部署に連絡

を取る場合の部署やキーパーソンの認知

不足、個人間の連携に留まり関係が組織

化されずにその後のネットワークに発展

しにくいこと、連携の経験者を組織内で

途切れないようにすること、関係団体に

おける災害対応マニュアル等の未整備

等、の内容である。  
 

D．考察  
１．連携項目リストと災害時の保健活

動推進の関係  
 本研究は、災害対応における所属機関

の異なる保健師間及び関係団体との連携

について、発災後の時期、連携の発動

者、連携の目的・意図、背景、の点から

連携の内容を、既出の調査結果（分担研

究 2～5）を統合して連携項目のリスト

として整理したものである。  
 これまで、災害時の保健活動推進マニ

ュアルが整備され、発災後の各フェーズ

における各所属機関の災害時保健活動に

対する役割や行動が示されてきた 1)。  
 本研究で示した連携項目のリストのど

この連携項目が、上述の災害時の保健活

動推進マニュアルのどの役割や行動を具

現化するために必要であるのかの観点か

ら、連携項目と災害時保健活動の連関を

検討することは、この連携項目を役立て

るために重要と考える。  
 中村ら 2)は「連携」とは「協働」する

ために「つながる」手段と考えることが

でき、「協働」には「つながる」だけで

なく、「共通した目的・目標」「協力過

程」「新たなものの生成」といった要素

が挙げられるとの考え方を紹介してい

る。続けて「連携」は共通の目的・目標

の達成に向けて支援を行う活動の連続体

であり、「協働」との境界が曖昧とされ

ていることが多いとも述べている。それ

を踏まえ中村ら 2)は、連携の定義・概念

について「異なる専門職・機関・分野に

属する二者以上の援助者（専門職や非専

門的な援助者を含む）が、共通の目的・

目標を達成するために、連絡・調整等を

行い協力関係を通じて協働していくため

の手段・方法である」と提案している。  
上記を考慮して、今後、連携項目を災

害時保健活動との連関を視点において、

その説明を精錬させていくには、「つな

がる」ことによって達成したい災害時保

健活動の目的・目標が何であるか、その

目的・目標を達成に向けて連続的に行う

活動においてみられる協力過程は何か、

それによってどのような「新たなものの

生成」が見られるのか、に着目していく

ことは連携の在り様を検討する上で必要

と示唆された。  
 
２．分担研究１の文献検討結果と本調

査結果との関係  
 本研究においてリストに示した連携項

目には、 (1)情報の授受に関する内容と

して、状況把握、情報共有、報告、 (2)
活動の方向づけに関する内容として、意

思決定支援、協議、相談、課題共有、

(3)活動に必要な資源の授受に関する内

容として、要請、調整、現場支援、支援

人材確保、支援協力確保、が確認でき



92 
 

た。分担研究 1 の文献検討から整理さ

れた連携の目的・意図と概ね一致する連

携の内容であり、これらの連携の目的・

意図を用いて、保健師間及び関係団体と

の連携の内容を説明できるものと考えら

れる。  
 
３．保健師間の連携、関係団体との連

携と災害時のマネジメントの関係  
本研究で示した連携項目は、上述の

(1)～ (3)からその性質をみると、災害時

のマネジメントサイクル 1)における“被

災地域のアセスメント”、“活動計画の立

案”、“資源確保と組織づくり”の各部分

に相当すると考えられた。  
したがって連携項目は、災害時のマネ

ジメントサイクルを稼働させ、保健活動

の推進を促す意味をもつと考えられる。  
 

４．平時からの連携と災害時の連携と

の関係  
 災害時における保健師間の連携、関係

団体との連携には、平時からの互いの関

係に基づく、所属組織や個人への理解と

信頼があって生じていることが確認でき

た。また平時からの関係をもつ仲介者を

介して新たな連携が生じている場合もあ

った。平時からの関係による相手への理

解や信頼が不確かな場合であっても連携

の目的や意図が確かなものである場合

は、連携を開始することを通して相手へ

の理解や信頼を深めていることも確認で

きた。  
 連携によって問題解決ができた、ある

いは双方にとって得るところがあったと

いう経験の理解はその後の連携を継続さ

せるうえで重要であり、そうした意味か

らも連携の成果を双方が確認し意味づけ

る場をもつことは重要と示唆された。ま

た連携が災害時の保健活動に役立つため

には、連携を個人的な関係から組織的な

関係さらにはネットワークへと拡げてお

くことが必要と示唆された。  
 
５．災害時における保健師間、関係団

体との連携における課題  
 保健師間の連携が個人の関係というよ

りも組織的な関係として保健活動推進に

貢献し得るものとなるためには、組織間

をつなぐ、統括保健師の災害時における

役割や機能が重要となると考えられた。  
 これまでも、統括保健師の機能強化に

ついて、本庁・保健所・市町村間の統括

保健師の連携体制の強化、権限の明確

化、統括保健師に求められる能力を発揮

するための人材育成の必要性 3)、行政組

織内での統括役割の共通理解の形成が基

盤として必須であること 4)について言及

されている。統括保健師が発揮すべき能

力のひとつに連携を位置づけ、その実行

を図るために統括保健師として開発すべ

き能力の明確化、さらに行政組織内の体

制を図っていく手段を明確にする必要が

ある。  
 
６．  今後の課題  
 本研究の成果として示した、災害時に

おける所属機関の異なる保健師間の連

携、関係団体との連携の項目リストは、

分担研究 2～5 における事例調査の結果

を総括することにより導出したものであ

る。連携内容を網羅的に示すことを意図

したものの、本研究期間において調査可

能であった事例に限られている。  
連携の項目リストが、災害時の保健活

動推進のマニュアルに反映され、また保

健師の災害時の能力開発の研修に役立つ

ためには、この連携項目のリストを災害

時保健活動とのつながりの点から体系及

び系統性を演繹的に精査すると共に、災

害時の保健師間の連携、関係団体との連

携の事象をさらに加え、帰納的に検討し

内容を精錬していく必要がある。また災

害時の保健師間、関係団体の連携を図る

ために必要な体制についてもさらに検討

を加える必要がある。  
   
Ｅ．結論  
 災害時の保健活動推進のために必要な、

都道府県及び保健所設置市等の本庁、保
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健所、市区町村の各機関の保健師間の連

携及び各機関の保健師と関係団体との連

携の内容・方法に関するリストを分担研

究２～５の調査結果を二次分析すること

により導出した。  
 その結果、災害時の保健師間の連携項

目は、発災直前の時期 3 項目（協議、確

認等）、超急性期 15 項目（状況把握等）、

急性期・亜急性期 67 項目（状況把握、意

思決定支援、協議、現場支援等）、慢性期

17 項目（協議、調整、相談等）、静穏期

11 項目（課題共有）から成る内容であっ

た。関係団体との連携項目は超急性 4 項

目（支援人材確保、支援協力）、急性期・

亜急性期 19 項目（支援人材確保、支援協

力、調整）、慢性期 22 項目（支援協力、

調整）、静穏期 2 項目（課題共有等）から

成る内容であった。平時からの連携は、

保健師間では人材育成やマニュアル等の

検討、関係団体においては事業の実施協

力、会議等への参加に見られた。災害時

の保健師間の連携の課題として、統括保

健師の機能強化、災害支援活動に対する

知識や組織間連携の重要性への認識の不

足等があり、関係団体との連携の課題に

は、個人の関係が組織やネットワークへ

と発展しにくいこと、連携経験の伝承不

足等があった。  
連携項目リストが災害時保健活動の推

進に役立つためには、導出した連携項目

と災害時保健活動とのつながりを確認し

連携を活動過程の中に位置づけること、

項目全体の体系や系統性から精査するこ

と、連携事象を加えて精錬させていくこ

との必要性が明らかになった。  
 
Ｆ．健康危険情報  
  なし  
 
Ｇ．研究発表  
 なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
 なし  
 

＜引用文献＞  
1)日本公衆衛生協会 /全国保健師長会：災  

害時の保健活動推進マニュアル .令和

元年度地域保健総合推進事業「災害時

の保健活動推進マニュアルの周知」報

告書、p12、令和 2 年 3 月 . 
2) 中村誠文、岡田明日香、藤田千鶴子：

「連携」と「協働」の概念に関する研

究の概観 -概念整理と心理臨床領域に

おける今後の課題 .鹿児島純心女子大

学大学院人間科学研究科紀要、第 7 号、

3-13､2012. 
3)奥田博子：統括保健師及び統括保健師

を補佐する保健師が災害時に取り扱う

情報の管理と活用に関する現状調査 -
地域活動拠点別の事例調査 . 厚生労働

科学研究費補助金（健康安全・危機管

理対策総合研究事業）災害対策におけ

る保健活動推進のための管理体制運用

マニュアル実用化研究（研究代表者  宮
﨑美砂子）、平成 28 年度総括・分担研

究報告書、5-36、2017. 
4)宮﨑美砂子、奥田博子、春山早苗、金

谷泰宏：統括役割を担う保健師の災害

時のコンピテンシー、役割・権限、育

成方法に関する意見調査 .厚生労働科

学研究費補助金（健康安全・危機管理

対策総合研究事業）災害対策における

保健活動推進のための管理体制運用マ

ニュアル実用化研究（研究代表者  宮﨑

美砂子）、平成 28 年度総括・分担研究

報告書、78-139、2017. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



94 
 

表１－１ 保健師間の連携項目のリスト（１）発災直前及び超急性期 

時
期 

発
動

者 

連

携
相
手 

目
的 

連携の内容 デー
タ源 

発
災
直
前 

県
型
保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・台風被害発生時に即時スムーズに必要な活動ができるように、台風上陸

2 日前に、保健所統括保健師等は管内市町村保健センターを訪問し、市町

村保健師リーダーと、以前の被災体験での課題を踏まえ予測できる必要な

対応（避難所運営・保健活動・保健所保健師の応援体制）について打ち合

わせる 

分
担
研
究
３ 

情
報
提

供 

・保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダーへ、県外応援保健師の要

請可能であることを伝え、応援要請用紙を渡し、必要時すぐ要請すること

を確認する 

分

担

研

究
３ 

確
認 

・保健所統括保健師等は、市町村保健師リーダーへ、在宅療養難病患者（避

難行動要支援者）の災害対応準備の状況確認をする 

分
担
研

究
３ 

超
急
性
期 

県
本
庁 

保
健
所 

状
況
把
握 

・県本庁統括保健師は県下全保健所の統括保健師へ把握していた連絡先

（個人携帯番号）を用いて被害状況の把握と応援の必要性の確認を電話に

より行い、速やかに応援人材調整の手続きを開始する  

分
担
研
究

２ 

状
況
把

握 

・県下の一部エリアに被災が限局していることが報道により事前に把握

できている場合は、被害想定地域の保健所の統括保健師への連絡に重点を

置き初期情報を得る 

分

担

研

究
２ 

確
認 

・本庁統括保健師は、被災地保健所統括保健師が既定の本庁への報告や受

援の必要に気付けるように、被災状況報告を電話で求め応援の必要性を確

認する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所
設
置
市 

状
況
把

握 

・県本庁保健師は保健所設置市の統括保健師に対して被災状況の把握と

応援人材の必要性について確認すると共に県と保健所設置市の役割分担

を明確にする 

分

担

研

究
２ 

調
整 

・県本庁統括保健師は、県型保健所の統括保健師への連絡を主担当とし、

本庁内の同部署の保健師に保健所設置市の統括保健師への連絡担当を委

ね、役割分担の上、各々の情報を共有し応援調整を図った 

分

担

研

究
２ 

確
認 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師に対して受援の意向確認

と発災後の活動イメージの共有を速やかに行う 

分

担

研

究

５ 

協
議 

・県本庁保健師は保健所設置市統括保健師との協議により役割分担を明

確にする 

分

担

研

究

５ 

協
議 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師に対して応援保健師への

オリエンテーションの準備と対応を県本庁と保健所設置市で共同するた

めの相談をする 

分

担

研

究
５ 

保
健
所 

市
町
村 

状
況
把

握 

・出勤できた被災地保健所統括保健師等は、管内の被災状況や応援の要否

を確認するために、管内市町村保健師リーダー等へ電話し、状況把握・情

報共有する 

分

担

研

究
３ 

状
況
把

握 

・保健所統括保健師は市町村保健師に対して、状況確認及び情報収集を目

的とした、早急な直接当該市町村への訪問を行う 

分
担
研

究
４ 

状
況

把
握 

・保健所は市町村保健師に対して、支援ニーズの把握を目的とした、直接

当該市町村へ訪問を行う 

分

担

研

究

４ 

情
報
提

供 

・保健所統括保健師は市町村保健師に対して、情報共有及び市町村支援を

目的とした、頻繁な来訪とタイムリーかつ的確な情報提供を行う 

分
担
研

究
４ 

調
整 

・保健所は市町村に対して、市町村支援を目的に、他県からの応援保健師

及び保健所医師派遣を行う 

分
担
研

究
４ 

保
健
所
設

置
市 

状
況
把
握 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場

合、圏域にある県型保健所統括保健師は保健所設置市統括保健師に県と保

健所設置市の枠組みを超えて状況確認の連絡をする 

分
担
研
究

５ 

県
本
庁 

報
告 

・被災地保健所統括保健師等は、必要な保健活動ができるように、本庁統

括保健師へ、管内の被災状況・保健活動状況・応援の要否を FAX・電話で

連絡する 

分

担

研

究
３ 
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表１－２ 保健師間の連携項目のリスト（２）急性期・亜急性期 
  

発
動
者 

連
携
相
手 

目的 連携の内容 デー
タ源 

急
性
期
・
亜
急
性
期 

県
本
庁 

保
健
所 

状
況
把

握 

・県本庁統括保健師から保健所統括保健師に対して管内市町村の被害や応

援人材要否の情報収集を行い応援人材確保の方針を確立する 

  

分

担

研

究
２ 

県
本
庁 

保
健
所 

状
況
把

握 

・県本庁保健師は県型保健所の統括保健師を介して市町保健師に被害状

況、開始している保健活動内容、応援人材の必要性について把握する 

分

担

研

究
２ 

県

本

庁 保

健

所 確
認 

・県本庁統括保健師は県下全保健所の統括保健師へ被害状況の把握と応援

可否の確認を行う 

分

担

研

究

 

県
本
庁 

保
健
所 

確
認 

・県本庁統括保健師は、被災地保健所統括保健師等が既定の本庁への報告

や受援の必要に気付けるように、在宅避難行動要支援者の状況や応援の要

否を電話で確認する 

分

担

研

究
３ 

県

本

庁 保

健

所 調
整 

・県本庁統括保健師から被害の甚大な保健所統括保健師へ応援要否の初期

判断の変更の確認と再調整を行う 

分

担

研

究

 

県
本
庁 

保
健
所
設

置
市 

意
思
決
定

支
援 

・県本庁と保健所設置市の管理職同士のライン及び統括保健師同士のライ

ンにより応援要請の打診を意思決定につなげる 

分
担
研
究

５ 

県
本
庁 

保
健
所
設

置
市 協

議 

・県本庁統括保健師は保健所設置市統括保健師と発災後の経過に基づき応

援保健師の人員調整について相談する 

分
担
研
究

５ 

県
本
庁 

保

健

所

設
置
市 

協
議 

・県本庁と保健所設置市の統括保健師同士のラインで受援の準備・調整に

ついて頻回に連絡を取り合う 

分

担

研

究
５ 

保
健
所 

保
健
所
設
置

市 

協
議 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場

合、刻々と変化する状況に対して県型保健所と保健所設置市の統括保健師

は１日に何回も連絡を取り合い情報共有する 

分
担
研
究
５ 

保
健
所 

保
健
所
設

置
市 協

議 

・被害が甚大で保健所設置市への影響が県内でも大きいと考えられる場

合、県型保健所と保健所設置市の統括保健師は電話だけでなく対面で情報

共有し相談し合う機会をつくり方針を確認する 

分
担
研
究

５ 

保
健
所 

市
町
村 

状
況
把

握 

・保健所として組織的包括的に市町村保健活動支援をするために、被災地

保健所統括保健師は、自ら最優先で市町村へ行き状況を見て必要な応援を

見積り資源に確実につなげ、結果を保健所長へ報告する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

状
況
把

握 

・包括的に状況やニーズを捉え管内全市町村が必要な物的・人的支援をタ

イムリーに得られるように、被災保健統括保健師は、各市町村保健師のニ

ーズを吸い上げ対応する体制を整える 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

状
況
把
握 

・保健師リーダーの報告や要求を代行する応援人材の配置・情報が共有さ

れる公式の場に参加して情報を得る。各地域の情報を持っているリエゾン

保健師から情報を得る 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

状
況
把

握 

・管内全体で応援の質を担保するために、被災保健所統括保健師自身が直

接、市町村保健師リーダー等から愚痴や応援活動の問題も含めて状況を聴

きニーズを吸い上げ、全体で調整する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

情
報
提
供 

・被災地保健所統括保健師等は、市町村が必要な保健師応援をスムーズに

受援できるように、市町村保健師リーダーへ、順次、具体的に情報提供し、

希望を確認して相談し受援調整する（メール・電話・相互訪問・会議）。災

害支援ナースの応募方法と依頼方法を情報提供する 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

情
報
提

供 

・保健所統括保健師は市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、

他県からの派遣保健師受け入れの情報提供と提案を行う 

分

担

研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・県内保健所応援保健師の市町村への導入にあたり保健所がオリエンテー

ションを行い送り出すことを、市保健師と相談して実施する 

分
担
研

究
３ 



96 
 

保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・市町村が適切な保健師応援を受けられるように、被災地保健所統括保健

師は、急な県外保健師応援について、市町村保健師リーダーと具体的な受

け入れ内容を相談する 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・大規模災害の急性期（初期）に、多様な応援者が心を一つにして主体的

効果効率的に活動できるようにするため、被災保健所統括保健師は、各市

町村保健師リーダー、DMAT/JMAT コーディネータと相談し、応援者を一堂に

集め応援活動拠点を各市町村に作る 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・保健所は市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、他県からの

応援保健師の派遣受け入れの相談をする 

分
担
研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

意
思
決

定
支
援 

・捉えた被災状況と保健師の気持ちや活動の大変さをもとに受援の必要性

や内容を具体的に伝え少し背中を押し、各市町村の受援体制を整えていく 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・県内保健所応援保健師の応援希望を確認し必要時調整する 分
担
研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・県外応援保健師の応援希望を確認し必要時調整する 分
担
研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

市町村保健師がその時その場で問題解決していけるように、被災地保健所

統括保健師は、必要な人材や資源を活動拠点に投入して支援体制を整備す

る 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・市町村保健師が医療に関する問題解決を即時していけるように、被災保

健所統括保健師は、応援の医師を各市町村保健師リーダーにつなぐ 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 調

整 

・効果的で安全な保健所保健師応援体制を整えるために、被災地保健所統

括保健師は、被災市町村の被害状況・過去の被災経験・保健師マンパワー

と保健所保健師の経験・力量を勘案し、保健所保健師応援体制を組む（単

独で市町村滞在型、単独で市町村訪問型、ペアで市町村訪問（ミーティン

グ参加）型） 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・地元の保健師が災害時の状況を復興期以降に通常業務の中に生かせるよ

うに、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師が災害支援活動に出られ

るように県内外の応援保健師の応援配置を采配する 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・保健所統括保健師は市町村保健師に対して、派遣チーム受け入れの調整

を行う 

分
担
研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・保健所は市町村に対して、市町村支援及び県保健師の人材育成を目的に

県から派遣される保健師の調整を行う 

分

担

研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・保健所から市町村に派遣された保健師は市町村保健師に対して、支援チ

ームの整理を目的とした、町への支援を希望する団体や個人の整理及び、

チーム会議の改善を行う 

分

担

研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・保健所は市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、県看護協会

による避難所支援を実施する 

分
担
研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・保健所統括保健師等は、管内市町村保健師等の不安や心細さを緩和する

ため、身の安全を確保しながら、まず訪問し話す 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・被災地保健所統括保健師等は、身の安全を確保しながら、まず管内市町

村を訪問し、半日～1 日程度滞在して市町村保健師リーダー等の話を聴い

て実際の活動や動きを見る 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・日頃、関わりがあり声をかけやすい保健師に声をかけ一緒に動く 分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・被災地保健所保健師は、混乱しているときほど、まず被災市町村へ行き

市町村保健師と一緒に動き、課題を共有し、課題解決するために、それぞ

れがその場でできることで動く。残る課題は持ち帰り検討して動く 

分

担

研

究
３ 

急
性
期
・
亜
急
性
期 
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保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・保健所と市町村の協働支援体制を整え活動をスムーズに展開できるよう

に、保健所統括保健師と市町村保健師リーダーは、できるだけ毎日連絡を

取り活動を共有し状況を確認する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・被災地保健医療体制を支援するため、被災保健所統括保健師は、DMAT を

活用して管内被災状況を知り、被害が大きい市町村へ優先的に入り実態・

問題を直に捉えながら、市町村保健師リーダー等が蓄積している地域資源

情報を生かした最適な解決策を一緒に具体的に考え実現させる 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 現

場
支
援 

・市町村保健師が適切な災害保健活動をできるように、保健所統括保健師

等は、市町村保健師リーダーへ、災害時の行政保健師の覚悟や役割を具体

的に伝える。自分（市町村保健師）が住民・避難者の健康を守るという思

いを持つ必要性、重要性を伝える。応援終了後に知らないことがないよう

に、動かすのは自分たちであるという自覚を持つ必要性を伝える。保健師

が避難所へ行き管理する必要性を伝える 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・適切な感染対策の即時実施・継続のため、保健所統括保健師等は、市町

村保健師リーダーへ、避難所の感染対策の必要性と具体的方法を伝え体制

を整え実施する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・市町村保健師リーダーは、地元関係者に一堂に集まること（活動拠点）

を周知して参加を求め、保健所統括保健師は、活動拠点になる場の初回の

進行をする・ 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・組織的に災害支援が行えるように、被災地保健所統括保健師等は、市町

村保健師リーダーへ、保健医療調整会議へ参加するように声をかける・市

町村保健師が誹謗・中傷を避けて活動しやすくなるように、被災地保健所

統括保健師は、公の会議の場や市町村保健師の上司の前等で、市町村保健

師の活動を擁護・代弁する 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・保健所統括保健師は、管内市町村の状況報告を保健所保健師から定期的

に受け、保健師がパニック状態の市町村へ「大変でしょう」と言って入り、

市町村保健師リーダー等に、状況や困っていることを確認する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・県外応援保健師をスムーズに受け入れ効果的に活動してもらうため、被

災地保健所統括保健師は、市町村保健師リーダーと、双方にある資料等を

活用してオリエンテーションやミーティングの企画・準備をする（市町村：

平時に作成している市町村の地区資料、地図、保健所：防災活動ガイドラ

インにある記録用紙） 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・応援最優先自治体以外にも必要な応援が入りしっかり機能するように、

被災保健所統括保健師は、管内全市町村を回り、被害の少ない市町村保健

師リーダーとも時間をとって話を聴き状況を見て具体的に必要な応援内容

を確認する。それをもとに先を見据えて受援へ少し背中を押し受援体制を

整えていく 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・被災保健所統括保健師は、応援保健師へ、市町村保健師の大変さや先を

見据えて必要な支援内容を具体的に伝える 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・局所限定的な被害の災害時、被災市町村保健師が適切な災害支援を実施・

マネジメントできるように、被災地保健所統括保健師は、市町村保健師リ

ーダーに、スタッフ保健師を動かす仕組みのコツを伝え一緒に動く。被災

市町村保健師は、被災地域へ支援に入るときは、数日交代を避け 1 週間程

度交代にする。災害支援は 1 人体制を避け 2 人以上体制を組む 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・被災地保健所統括保健師は、今後の災害時に動ける保健師を育てるため

に、局所限定的被害の災害でも、保健師経験年数に関わらず多くの保健師

が災害支援活動のコツをつかめる災害支援経験を積める必要性と具体的な

方法を、市町村保健師リーダーへ伝える。若い保健師も継続的に複数人で

災害支援活動に入る 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・災害対策会議を保健センター内で行い、多くの保健師が見学・参加でき

るようにする。遠方での災害対策会議に、会議メンバー以外の保健師を同

行する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

被災地保健所が被災市町村保健師へ支援すべきことが実現できるように、

被災保健所統括保健師は、県内保健所保健師応援体制を使い管内市町村保

健師への支援をカバーする 

分

担

研

究
３ 

急
性
期
・
亜
急
性
期 
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保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・被災地保健所統括保健師は、県内応援保健師が効果的に応援活動できる

ように、被災地保健所保健師と応援保健師がペアを組んで活動するように

する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・保健所は市町村に対して、情報共有を目的とした、管内合同の防災会議

の実施とその結果から当該市町村への支援を強化する 

分

担

研

究
４ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・市町村保健師が会議に参加するための、他県からの応援保健師及び医師

によるバックアップ体制の存在と会議参加への強い勧めがある 

分
担
研
究

４ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・保健所から市町村に派遣された保健師から市町村保健師に対して、市町

村保健師の負担の軽減及び市町村保健師しかできないことに集中するため

の環境づくりを目的とした、支援チームによる避難所支援の完結がある 

分
担
研
究

４ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支

援 

・保健所は市町村に対して、市町村支援を目的とした、災害の影響で取り

残された住民以外の人々に対する保健所からの直接的な支援を行う 

分

担

研

究
４ 

保
健
所 

県
本
庁 

報
告 

・現実的実効性のある市町村応援が実現するように、被災保健所統括保健

師は、本庁統括保健師を通して県としての支援内容を是正する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

県
本
庁 

報
告 

・市町村が継続的に適切な保健師応援を受けられるように、被災地保健所

統括保健師は、市町村保健師リーダーから、県内外応援保健師の要否を定

期的に電話やメールで受け、本庁統括保健師へ連絡し結果をフィードバッ

クする 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

県
本
庁 

報
告 

・被災地保健所統括保健師は、県内応援保健師が効果的に応援活動できる

ように、保健所で朝晩のミーティングを行い役割確認と情報共有を行う。

その結果を本庁統括保健師へ報告する 

分

担

研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

情
報
提

供 

・役場等、公共施設の一般開放状況を周知する 分
担
研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

協
議 

・市町村保健師は保健所保健師に対して、役割分担を目的とした、派派遣

チームに依頼する内容の相談を行う 

分

担

研

究
４ 

市
町
村 

保
健
所 

要
請 

・市町村保健師リーダーは、必要な支援・応援が受けられるように、保健

所統括保健師等へ、随時の状況報告と市への協力要請をして具体的な相談

をする 

分

担

研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

要
請 

・県内応援保健師を要請する 分

担

研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

調
整 

・市町村保健師は保健所の若手保健師に対して、住民支援及び保健所保健

師の人材育成を目的に訪問メンバーの調整を行う 

分

担

研

究
４ 

市
町
村 

保
健
所 

相
談 

・高齢者全戸訪問実施のためのマンパワーを確保するための相談をする 分
担
研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

報
告 

・福祉施設の現状とニーズ調査報告をする 分

担

研

究
３ 

市
町
村 

県
本
庁 

報
告 

・県内市町村保健師協議会の代表者は受援経験のある数名の市町村統括保

健師の協力を得て県内の市町村から被災地への保健師の応援提供の可否を

把握すし、その結果から本庁統括保健師へ応援支援の申し出を受ける 

分

担

研

究
２ 

市
町
村 

保
健
所
設
置
市 

調
整 

・過去の災害時において当市からの応援派遣先であった県内他町からの応

援派遣の申し出を保健所設置市統括保健師は活かす 

分
担
研
究
５ 

保

健

所

設

置
市 

市
町
村 

調
整 

・保健所設置市統括保健師は災害時相互応援協定締結先の県内他市町村か

らの応援職員派遣について平時からの広域連合の交流実績を活かす 

分

担

研

究

５ 

 

急
性
期
・
亜
急
性
期 
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表１－３ 保健師間の連携項目のリスト（３）慢性期 

  発

動

者 

連 携

相手 

目的 連携の内容 デ ー

タ源 

慢
性
期 

県
本
庁 

保

健

所

設
置
市 

協
議 

・県本庁は統括等の各調整担当者を明確にして県本庁と保健所設置市の

相談関係を一貫させる 

分

担

研

究
５ 

県
本
庁 

保
健
所

設
置
市 

協
議 

・受援にあたり県と保健所設置市の役割分担を明確にする 分
担
研

究
５ 

県
本
庁 

保
健
所 

調
整 

・県本庁統括保健師は被災市町村を管轄する保健所の統括保健師から、支

援経過、課題、今後の方針を把握し、活動方針を明確にすると共に状況に

応じて人員調整を行う 

分

担

研

究
２ 

県
本
庁 

保
健
所 

調
整 

・市町村職員の心身の健康保持のため、本庁統括保健師は、被災地保健所

統括保健師へ、災害対応の長期化に伴う市町村職員の疲弊があることを

伝え、それへの対応として PSW の配置を提案し、調整を依頼する 

分
担
研
究

３ 

県
本
庁 

市
町
村 

調
整 

・保健所と市町村間の連携に課題が生じたことを契機に、県本庁保健師は

市町村統括保健師会議を開催して各自から率直な意見を聴取することに

より精神的支援及び市町村間の連携の場とする 

分

担

研

究
２ 

県
本
庁 

市
町
村 

調
整 

・県本庁保健師は被災市町村に出向き被災市町村の統括保健師から支援

経過、課題、今後の方針を把握し、県の方針や他保健所や市町村の情報を

伝えながら、心情を捉える 

分
担
研
究

２ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・被災地保健所統括保健師は、市町村保健師リーダーへ、メンタルヘルス

を保持する方法を伝え、実施できるようにする。交代で休みを取る体制を

作る、他地域（自治体）で行政職員が休みを取っていることを伝える。メ

ンタルヘルスを保持する方法の研修会開催 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

調
整 

・地元市町村保健師と応援保健師の双方が活動しやすいように、被災地保

健所統括保健師は市町村保健師リーダーと共に、双方の活動を共有し調

整する 

分

担

研

究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

現
場
支
援 

・保健所の役割を明確化して実施するため、被災地保健所統括保健師は、

市町村保健師リーダーとともに、毎日行われる県外応援チームの活動報

告・問題の吸い上げを目的としたミーティングへ参加し、保健所の役割を

相談しながら見出す 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

協
議 

・住民のメンタルヘルス対策へシフトしていくために、被災地保健所統括

保健師は、市町村保健師リーダーと相談し、必要な保健事業を相談する 

分
担
研

究
３ 

保
健
所 

県
本
庁 

報
告 

・応援保健師の受援終了を決めるため、被災地保健所統括保健師は、市町

村保健師リーダーへ状況や気になることを尋ね、大丈夫であると確認し

本庁統括保健師へ報告する 

分

担

研

究
３ 

市
町
村 

保
健
所 

要
請 

・当該市の保健師内で、災害についての研修会を実施していたことから、

市町村保健師は保健所の統括保健師に対して、災害時対応の経験を次回

に活かすことを目的とした、災害時対応の振り返りの依頼を行う・市町村

保健師から保健所保健師に対して、災害対応のまとめの作成を目的とし

た、支援依頼をする 

分
担
研
究
４ 

保

健

所

設
置
市 

県
本
庁 

相
談 

・保健所設置市保健師は県本庁の保健師に応援者との協働で生じる戸惑

いについて相談し助言を得る 

分

担

研

究
５ 

保
健
所

設
置
市 

県
本
庁 

相
談 

・保健所設置市統括保健師は県本庁統括保健師に対して受援の終了時期

について保健医療調整会議の後などの対面機会を活用して相談する 

分
担
研

究
５ 

保

健

所

設
置
市 

県
本
庁 

調
整 

・被災地の状況把握に市保健師が責任をもつことで、変化する状況を保健

所設置市と県本庁が共有し迅速な調整につなげる 

分

担

研

究
５ 

保

健

所

設
置
市 

県
本
庁 

要
請 

・保健所設置市統括保健師は県のどの部署がどのような情報や手段をもっ

ているかを日ごろから把握しておくことによって、発生した問題に応じた

関係部署の参加を依頼する 

分

担

研

究
５ 

保

健

所

設

 

市

町

村 調
整 

・中核市市長会を通じた外部支援職員も応援に入る状況下で保健師支援だ

けが先走った判断とならないよう保健所設置市統括保健師は調整する 

分

担

研

究

５ 
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表１－４ 保健師間の連携項目のリスト（４）静穏期 

  発

動

者 

連 携

相手 

目的 連携の内容 デー

タ源 

静
穏
期 

県
本
庁 

保
健
所 

課
題
共
有 

・非被災保健所・市町村も含め災害対策と災害時保健活動力強化ができ

るように、本庁統括保健師は、被災保健所統括保健師や市町村保健師リー

ダーへ、全県での活動報告を依頼する 

分
担
研
究

３ 

県
本
庁 

市
町
村 

課
題
共
有 

・本庁統括保健師は、被災保健活動の県下、非被災地保健師を含む関係者

間の共有の場として支援者報告会を開催し、被災地の振り返りの機運の

醸成と、災害時の保健師活動の共有を図った 

分
担
研
究
２ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・災害時に動ける保健師を多く育てるために、被災地保健所統括保健師

は、市町村保健師リーダー等と相談し、多様な機会に様々な方法で被災・

受援経験や支援・応援活動の振り返りや学びの共有を実施する 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・各市町村の活動や学びを文字にして、管内・県内報告会や学会で発表し

ていく 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・次年度以降、異動先の保健所・保健センターで、当事者からの活動報告・

学びの共有の場を持つ。若い世代の保健師を含めて災害保健活動を検証

していく 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・管内保健師が保健師活動の理解を深め災害保健活動力を強化できるよ

うに、保健所統括保健師は市町村保健師リーダー等と相談し、多方面から

現任教育の具体策や機会を企画し実施する。応援が来るまで地元保健師

が自力で動ける力をつけるため、災害を想定した保健師対象の避難訓練

を行う。日頃の活動の中で、災害時を想定した話を具体的に伝えていくこ

とで災害時に生かせるようにする。災害時に地区特性に合わせ地区資源

を活用した活動ができるように、各保健師が日頃の地区活動の中で災害

を意識する。地区担当保健師として、地区の多様な場に参加しネットワー

クを強化する 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・災害時に機能するソーシャルキャピタル醸成や住民主体活動の意義や

必要性、具体的な醸成方法や関係づくり方法を市町村保健師へ伝える 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・市町村保健師が災害時活動拠点を準備できるように、保健所統括保健

師は、市町村保健師リーダーへ、その必要性を伝え具体的に相談する 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・市町村保健師が災害時保健師活動を確実に実施できるように、保健所

統括保健師と市町村保健師リーダーは、それぞれの立場から市町村防災

計画担当課担当者へ、保健師の役割と適切な配置場所や活動拠点確保の

必要性を伝える 

分
担
研
究
３ 

保
健
所 

市
町
村 

課
題
共
有 

・被災地保健所統括保健師は、市町村保健師が効果効率的に災害活動で

きるように、その支障となる市町の方針の見直し・適応について管内市町

村保健師と相談し改善への後押しをする 

分
担
研
究

３ 

市
町
村 

市
町
村 

課
題
共
有 

・まず各市町村の保健師の中で活動共有と振り返りをする。 分
担
研
究

３ 
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２－１ 関係団体との連携項目のリスト（１）超急性期  
発動

者 

連携

相手 

目的 
連携の内容 

デ ー

タ源 

超
急
性
期 

県
本
庁 

職
能
団
体 

支
援
人
材

確
保 

・県本庁保健師は災害時協定締結を基に県職能団体に応援人材の協力

要請をする 分
担

研
究

２ 

保
健
所

設
置
市 

大
学 

支
援
人

材
確
保 

・保健所長が面識のある地元大学の教員に支援人材の協力を打診し応

諾が得られたことで保健所設置市統括保健師と大学教員とが連絡を取

り合うようになる 

分
担

研
究

５ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・平時から災害に関する会議への参加や病院から市町村への研修が行

われ、互いに面識があることから、民間病院の災害対策調整室専属の事

務職や医師等から市町村に対して、状況把握及び市町村支援を目的とし

た、当該市町村への直接の来訪がある 

分
担
研
究

４ 

県
助
産
師

会 

市
町
村 

支
援
協
力 

・県助産師会のメンバーと市町村保健師が以前より交流があったこと

から関係団体から市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、支

援の申し出がある 

分
担
研

究
４ 

 

 

表２－２ 関係団体との連携項目のリスト（２）急性期・亜急性期 
  発

動
者 

連

携
相
手 

目

的 連携の内容 

デ ー

タ源 

急
性
期
・
亜
急
性
期 

保

健

所 職

能

団
体 

調
整 

・派遣時に、災害支援ナースがスムーズに災害支援に入れるようオリエ

ンテーションと引き継ぎをする 

分

担

研

究

３ 

保
健
所 

職
能
団
体 

調
整 

・派遣終了時に、災害支援ナースのメンタルヘルスサポートも含め、直

接報告を受け十分にねぎらい、各災害支援ナースの所属の看護管理者へ

派遣されたナースの休養時間確保を依頼する 

分
担
研
究

３ 

保
健
所 

県
本
庁 

相
談 

・外部支援団体が被災地の市町村保健師を指示下に置いて活用しよう

とすることへの対応について被災地の保健所統括保健師から県本庁保

健師へ相談が入ることを通して支援団体の活動実態を把握する 

分
担
研
究

２ 

保
健
所 

N
P
O
 

現

場

支

援 ・保健所は市町村保健師に対して、市町村支援を目的とした、NPO によ

る避難所支援を実施する 

分

担

研

究
４ 

保
健
所
設
置

市 関
係
団
体 

支
援
協
力 

・保健所設置市の統括保健師は平時から保健事業で協力を得ている地

元の関係者や関係団体の専門性を考慮して支援に活かす。関係団体の地

域貢献への役割意識や活動経験を土台とし意義ある協力確保につなげ

る 

分
担
研
究
５ 

保

健

所

設
置
市 

職

能

団

体 支

援

人

材
確
保 

・県締結の職能団体との災害時応援協定機関を当初活用して支援協力

を要請しその後市との間で協定締結して関係を確立する 

分

担

研

究
５ 

保

健

所

設
置
市 

関

係

団

体 支

援

協

力 ・比較的規模の大きな避難所の運営を一つの関係団体チームに依頼す

ると共に、市全体の関係者会議への出席を得て情報共有を図る 

分

担

研

究5
 

保

健

所

設
置
市 

関

係

団

体 支

援

協

力 ・避難所の支援者間で個別情報保護の下、情報共有できる仕組みを構築

する 

分

担

研

究5

５ 

保
健
所
設
置
市 

健
診
検
査
機
関 

支
援
協
力 

・保健所設置市は平時の保健事業の委託の関係性及び災害時応援協定

を災害時の応援者の申し出の受け入れに活かす 

分
担
研
究
５ 

医

療

機
関 

市

町

村 支

援

協
力 

・民間病院から市町村に対して、住民支援を目的とした、病院の医師に

よる介護施設へのアウトリーチがある  

分

担

研

究

４ 
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医

療

機
関 

市

町

村 支

援

協
力 

・民間病院から市町村に対して、市町村支援を目的とした、病院ボラン

ティアの市町村への派遣がある 

分

担

研

究

４ 
医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・平時から災害に関する会議への参加により面識があると共に、病院の

事務長が元市職員であり市の状況を理解していたことから、公立病院か

ら市町村に対して、住民支援を目的とした、病院近隣の地区への安否確

認の訪問の申し出がある 

分
担
研
究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・当市町村の産業医及び健康管理を担当している関係から、当該の関係

団体の保健師から市町村保健師に対して、職員の健康保持を目的とし

た、職員支援の提案がある 

分
担
研
究

４ 

ス
ポ
ー
ツ
団

体 市
町
村 

支
援
協
力 

・市町村の健康推進事業の委託先として、平時からの市町村保健師との

強い関係性があることから、当該市町村内のスポーツ団体から市町村保

健師に対して、避難所支援を目的とした、避難所支援の申し出があり実

施する 

分
担
研
究
４ 

医

療

機

関 保

健

所

設
置
市 

支

援

協

力 ・被災により業務中断している病院からの協力意向の確認、看護部長の

理解を得て看護師のボランティアを得る 

分

担

研

究
５ 

医

療

機

関 保

健

所

設
置
市 

支

援

協

力 ・病院から認定看護師など専門人材を得ることでニーズへの充足を進

める 

分

担

研

究
５ 

医

療

機

関 保

健

所

設
置
市 

支

援

協

力 ・保健所設置市の統括保健師は被災により業務中断している地元の関

係機関からの支援協力の申し出を活かす 

分

担

研

究5
 

関

係

団

体 保

健

所

設
置
市 

支

援

協

力 ・保健所設置市は地元関係機関との間の平時からの協力実績と関係性

を災害時の応援者受け入れに活かす 

分

担

研

究5
 

職
能
団
体 

県
本
庁 

支
援
人
材

確
保 

・都道府県災害支援ナース派遣組織（都道府県看護協会、等）は、被災

地本庁保健師の求めに応じ、必要な看護職を派遣する。 

分
担
研
究

3
 

 

 

表２－３ 関係団体との連携項目のリスト（３）慢性期 
  発

動
者 

連

携
相
手 

目

的 連携の内容 

デ ー

タ源 

慢
性
期 

保
健
所 

職

能

団

体 調
整 

・保健所保健師は県と災害時協定を締結している県職能団体に対して

協定に基づく体制を確認する 

分

担

研

究
２ 

保

健

所

設
置
市 

医

療

機

関 支

援

協

力 ・避難所生活が長期化する中で保健所設置市統括保健師は予防が必要

な二次的健康被害を予測し地元の関係機関の協力を要請する 

分

担

研

究
５ 

保
健
所

設
置
市 

関
係
団

体 支
援
協

力 ・医療と福祉の両チームとの情報共有を図ることで協働関係を確かな

ものとする 

分
担
研

究
５ 

保

健

所

設
置
市 

関

係

団

体 支

援

協

力 ・保健所の関係者会議において保健所設置市統括保健師は関係団体の

発言を促し情報提供や提案を意識的に受け取る 

分

担

研

究
５ 

保

健

所

設
置
市 

関

係

団

体 支

援

協

力 ・医療だけでなく福祉の視点も入れる必要性を考え協働先の団体に支

援協力を依頼する 

分

担

研

究
５ 

保

健

所

設

 

関

係

団
体 

支

援

協
力 

・専門機関とつながることにより、支援ネットワークを拡大させる 分

担

研
究

5

５ 

保
健
所

設
置
市 

関
係
団

体 調
整 

・関係団体の設立趣旨、人材及び協力者数を確認して受入れの判断を行

う 

分
担
研

究
５ 
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市
町
村 

介

護

支

援

専

門

 支

援

協

力 ・市町村保健師から市内ケアマネに対して、要援護者の安否確認を目的

とした、次の災害に備えた要援護者の安否確認の依頼がある 

分

担

研

究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・職員の健康支援を通した密な連携と、それを通して培われ、かつ保健

師学校の同期であることにより、当該市町村の産業保健を担っている民

間病院の健康管理センター課長から市町村保健師に対して、市町村職員

に対する支援を目的とした、職員の健康支援の申し出があり実施する 

分
担
研
究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・衛生管理者である当該市町村の保健師によって安全衛生の保健体制

が構築されていたことから、関係団体の保健師と産業医から市町村に対

して、上司から部下へのケア体制の構築を目的とした、人事担当部門を

通しての上司への指導がなされる 

分
担
研
究
４ 

医

療

機

関 市
町
村 

支

援

協

力 ・関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康状態の把

握を目的とした、再調査の実施の依頼があり実施する 

分

担

研

究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康管理体制

づくりを目的とした、衛生管理者である当該市町村保健師への積極的な

声かけの実施がある 

分

担

研

究

４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・病院の健康管理センターの看護職は、健康相談や保健指導に精通して

おり、センターらしい災害救護として、被災後の慢性期で力を発揮でき

ると考えていたことから、関係団体の保健師から市町村に対して、スム

ーズな支援を目的とした、関係団体内での情報共有や引き継ぎを行うこ

とによる、先を見据えた準備がある 

分
担
研
究
４ 

医

療

機

関 市
町
村 

支

援

協

力 ・関係団体の保健師から市町村に対して、住民支援を目的とした、戸別

訪問の継続がある 

分

担

研

究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・関係団体の保健師から市町村に対して、避難所支援を目的とした、避

難所における感染予防支援、要フォロー者個別支援等の実施があ 

分
担
研
究

４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・関係団体の保健師から市町村に対して、避難者への継続的な支援を目

的とした、避難者と当該市町村の保健師をつなぐための健康相談カード

や投入箱等のツールの設置がある 

分

担

研

究

４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・関係団体の保健師から市町村に対して、避難者への支援を目的とし

た、新しい避難所を開設する際の医療的アドバイスと実際の準備がある 

分
担
研
究

４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・元県保健師と当該市町村保健師の個人的なつながりから、町保健師か

ら元県保健師への市町村支援の相談と、それに対する元県保健師の支援

仲間の集結と支援がある 

分

担

研

究

４ 

医

療

機

関 市
町
村 

支

援

協

力 ・関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、職員の健康状態の把

握を目的とした、健康度調査の申し出があり実施する 

分

担

研

究
４ 

医

療

機

関 市
町
村 

支

援

協

力 ・関係団体の保健師と産業医から市町村に対して、ハイリスク者への健

康支援を目的とした、面談の申し出があり実施する 

分

担

研

究
４ 

医
療
機
関 

市
町
村 

支
援
協
力 

・産業医と総務課や、衛生管理者である当該市町村の保健師との関係性

が良好であることから、関係団体の保健師と産業医から市町村に対し

て、よりハイリスクな者への健康支援目的とした、面談結果を元にした

当該職員への対策の提案がある 

分
担
研
究
４ 

大
学 

市
町
村 

支
援
協
力 

・平時から災害に関する会議への参加があり面識があることから、看護

系大学から市町村に対して、市町村支援を目的とした、大学における母

子避難所の開設と運営がある 

分
担
研
究
４ 
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表２－４ 関係団体との連携項目のリスト（４）静穏期 

  発

動
者 

連 携

相手 

目

的 連携の内容 
デ ー

タ源 

静
穏
期 

保
健
所
設
置
市 

関
係
団
体 

支
援
協
力 

・保健所設置市統括保健師は災害時の連携の関係性を活かして別の健

康危機管理への応援協力を得る 
分
担
研
究
５ 

関
係
団
体 

保
健
所
設
置
市 

課
題
共
有 

・災害時に連携した関係団体の呼びかけに賛同し災害時対応時の残さ

れた課題に対して協議の場に参加し課題解決に向けて協働する 
分
担
研
究
５ 
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表３ 平時における保健師間の連携、関係団体との連携 

１）県本庁と県型保健所・市町村 

・毎年度当初における災害時の調整役割担当窓口の確認 

・市町村情報（人口規模 避難所、場所などの地区情報）について県型保健所を通じ管内の

全市町村の情報を集約し県下の自治体へ共有 

・（保健所設置も含め）所属を超えた県内の統括保健師の連絡網 

 

２）県本庁と保健所設置市 

・人材育成に関する協議 

・業務の実施等の情報共有 

 

３）県本庁と県型保健所 

・人材育成、マニュアルの検討など 

 

４）県本庁と市町村の管理的立場の保健師 

・市町村の管理的立場の保健師の人材育成（研修の企画・実施） 

 

５）県型保健所と市町村保健師 

・管内保健師研修会 

・圏域単位での災害マニュアル作成や改定 

 

６）関係団体との連携 

・平時の保健事業の実施協力 

・支援従事者研修（支援関連団体主催） 

・研修生の受け入れ 

・事例検討会、協議会、委員会活動 

 

７）大学など教育機関との連携 

・講義、教育実習指導、研修、研究 

・就職相談・就職説明会 

 

 

表４ 災害時の連携の背景にある組織体制 

災害時保健活動マニュアル等の存在と共有 
所属長の保健師の活動への理解 
統括保健師の災害時保健活動への裁量権 
保健所保健師の市町村への応援体制の明確化 
市町村庁内における災害時保健活動の体制の明確化 
県本庁、保健所、市町村の各保健師の災害時の役割の共通理解 
災害時における保健所と市町村の協働に対する認識 
保健所と市町村の各保健師の信頼関係 
県内の保健師等の応援体制 
統括保健師を支える外部からの災害エキスパートの存在と活用 
広域連合などの平時からの連携体 
相互協力に関する協定締結（日常業務・災害時対応） 
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表５ 災害時における保健師間の連携、関係団体との連携における課題 

１）統括保健師に関する課題 

・県本庁の統括保健師の機能強化 

・災害時における統括者同士の連携の強化 

・統括保健師の受援や調整、市町村支援に係る役割の理解の浸透 

・市町村（保健所設置市を含む）の分野横断の調整統括 

・多様なルートによる自治体職員の受援（県本庁、首長会、相互応援協定等）の調整機能の

強化 

・災害時における業務継続と災害対応業務の調整 

 

２）保健師に関する課題 

・災害支援活動、各役割、受援に関する知識不足 

・組織間連携の重要性や方法に関する認識不足 

・平時からのチーム活動に対する経験不足 

・平時からの課題共有や共同プロセスの不足 

・外部支援者に対するイニシアティブの不足 

・災害時における連携会議出席の必要性や重要性への認識不足 

・連携協働の経験を次につなげていく意識と取組の不足 

・先輩保健師が培ったネットワークの後輩への伝承 

・市町村保健師の保健所保健師に対する相談相手としての信頼感 

 

３）情報の集約に関する課題 

・現地の状況や課題について、県本庁へのタイムリーな情報集約 

・保健所統括保健師の、本庁への報告の必要性に対する認識不足 

・県外応援の早期 push 型支援による混乱 

 

４）受援の仕組みに関する課題 

・総務課（事務職）と、保健師間の災害支援に関する認識の差 

・政令市や保健所設置市は受援に独自の方針や対応があり全県下の状況把握や方針決定が困

難 

・中核市は医療圏域上一般市に相当し、災害時の医療体制整備において複雑性が生じる 

・感染症と災害対策の複合災害時は、人員確保の困難性が高まる 

 

５）関係団体の災害時支援協力に関する課題 

・他機関や他部署に連絡を取る場合の部署やキーパーソンの認知不足 

・個人間の関係に留まり、関係が組織化されにくく、その後のネットワークに発展しにくい 

・関係団体における災害時対応のマニュアルの整備 

・災害対応において組織内の経験者が途切れないようにすること 

・支援団体との災害協定に関する認識の相違 
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